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I 

 

概要 

 

 本論文は「高層建築物が周辺低層市街地の温熱環境に及ぼす影響に関する観測と数値解

析」と題し、以下の 7 章から構成されている。 

 第 1 章「序論」では、我が国の市街地再開発の現状として、大都市部のみならず地方中小

都市においても駅前の中心市街地に高層建築物が建設されていることを述べるとともに、

高層建築物に関する法規制や環境影響評価の現状について概観している。そのうえで、都市

生活者にとって著しく快適性が損なわれる可能性がある夏季と冬季の温熱環境については、

高層建築物の建設による影響は十分明らかにされておらず、各自治体の環境影響評価にお

いても評価対象となっていないことを指摘している。以上の背景を踏まえて本研究の目的

を述べるとともに、対象市街地として駅前再開発において高層建築物が建設され周辺低層

市街地との高さのギャップが存在する茨城県土浦市の中心市街地を選定すること、及び研

究方法として現地での観測と数値解析とを併用することを述べている。 

 第 2 章「航空機リモートセンシングと数値解析による高層建築物周辺の表面温度分布の

把握」では、温熱環境に影響を及ぼす主要な要因である表面温度分布に着目し、高層建築物

の周辺低層市街地の表面温度分布の特徴を調べている。まず、航空機リモートセンシングに

より取得した夏季と冬季の熱画像より表面温度分布の実態を明らかにしたうえで、熱収支

解析により表面温度分布形成のメカニズムを分析している。その結果より、冬季において、

航空機リモートセンシングにより観測された高層建築物の広大な日影部の表面温度が、熱

収支解析により算出された値よりも低温であることを示し、その原因として、観測値の表面

温度には高層建築物周辺の微気候の影響や地表面の蓄冷効果が寄与している可能性と、熱

収支解析では局所の微気候、すなわち気温と気流の空間分布を考慮していないことが実態

との差を生じさせている点について考察している。 

 第 3 章「冬季における高層建築物周辺の温熱環境の実測」では、冬季に低温の地表面が観

測された高層建築物周辺に形成される温熱環境の実態を明らかにするため、自転車を用い

た移動実測により気温、風速、放射収支の分布を調査している。上向き長波長放射量の計測

結果より把握できる地表面温度に関して、高層建築物の日影部の低温領域は航空機リモー

トセンシング観測の結果と一致すること、及び日中を通して日影部には気温も低下した空

間特有の微気候が形成されていることを明らかにしている。そして、計測地点ごとに、放射

収支と気温との関係を調べた結果より、上向き長波長放射量と気温とには日中において相

関関係があることから低温の気温場がその場の地表面温度に大きく依存していることを確

認し、地表面と近傍空気との局所的な熱交換により冷気が生成されている可能性を指摘し

ている。 

 第 4 章「熱収支解析と CFD の連成解析手法に関する検討」では、建物や地表面と近傍空

気との熱交換を数値シミュレーションにより再現するために、熱収支解析と CFD(数値流体
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力学)との連成解析の方法について検討を行っている。熱容量が大幅に異なる地表面の材料

と空気との間の対流による熱交換の解析を行うために、各表面における 24 時間の非定常の

熱収支解析と、各時刻における定常の非等温 CFD シミュレーションとを連成させる方法を

採用することとし、乱流モデルやメッシュ性状、建物形状の影響について解析的に比較検討

を行ったうえで、次章の解析に使用するのに適したモデルや計算条件を提示している。 

 第 5 章「高層建築物周辺の温熱環境の形成機構に関する熱収支・気流の連成解析」では、

3 章までに確認された高層建築物の日影部における低温の地表面と冷気に関する形成機構

を明らかにするために、熱収支と気流の連成解析を適用している。その結果、日影部の地表

面や高層建築物の北側壁面にて空気が冷却され、特に日影空間が高層建築物の風下側にな

るときに冷気の生成が起こりやすいことを明らかにしている。また、連成解析を行うことで

気温と気流の空間分布の影響と、地表面材料の非定常的な伝熱特性が反映されることで、地

表面温度の低下傾向がより現れることが確認でき、地表面近傍の局所の熱交換と蓄冷現象

が、それぞれ低温の温熱環境形成に寄与していることを明らかにしている。 

 第 6 章「高層建築物周辺の微気候を考慮した温熱環境評価」では、高層建築物周辺の市街

地において熱収支・気流の連成解析を実施した結果に基づき、冬季における温熱環境を熱的

快適性の視点から評価している。その結果、従来の環境影響評価で適用される日影やビル風

の評価指標では問題ないと判断される日影部の領域においても、冬季の典型的な気象条件

のもとで熱的快適性の評価指標である標準新有効温度 SET*を用いると 90%以上の人が不

快と感じる温熱状態にあることを示し、高層建築物の環境影響評価において温熱環境を考

慮することの重要性を論じている。 

 第 7 章「結論」では、各章で得られた知見と結果を総括して結論を述べるとともに、今後

の課題を示している。 
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Summary 

 

 The purpose of this study is to clarify the influence of high-rise building on the thermal 

environment of surrounding low-rise areas and the formation mechanism of thermal 

environment by observation and numerical simulation, then evaluate the thermal 

environment around an isolated high-rise building which is typical in local cities in Japan. 

 First, the study focuses on the surface temperature, which is the key factor of the thermal 

environment and analyzed the characteristics of the surface temperature of the target area by 

airborne remote sensing observation and numerical simulation. In winter, surface 

temperature at the shade of the high-rise building observed by remote sensing is lower than 

that calculated by simulation. It suggested that the microclimate around the high-rise building 

and cold storage may contribute to the low surface temperature. And the difference is 

supposed to be caused by the assumption of the constant of wind and temperature in the 

canopy space. 

 Next, in order to clarify the actual situation of thermal environment around the high-rise 

building, this study measured temperature, wind speed, heat balance items. In the daytime, 

the air temperature in the shade of the high-rise building is low and it is related to the low 

surface temperature of the shaded surface. It suggested that the heat exchange between air 

and cold surface caused cold air. 

 After that, in order to take wind and temperature distribution into account for the numerical 

simulation, this study analyzed the method of coupled analysis of heat balance simulation and 

CFD, and examined the calculation model and condition. 

 Then, in order to clarify the mechanism of the formation of cold air and cold surface 

suggested by previous charters, this study applied the coupled analysis to the target site. The 

cold air is caused by the surface of shaded walls and grounds by the high-rise building. And 

the cold air contributes to the formation of the cold surface in the shade. 

 Finally, this study evaluated thermal comfort of target site in winter based on the results 

calculated by coupled analysis of the heat balance simulation and CFD. The result presented 

that the shaded areas, where have no problem by conducting previous environmental impact 

assessment such as sunshade regulation and strong wind, are thermally uncomfortable in 

winter. The study showed that it is important to take account of thermal environment for 

environmental impact assessment. 
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2 

 

1.1 研究の背景 

 

近年、世界的に人口が都市部へ集中し、その生活水準の向上および商業需要に応じて、都

市化した地域で高層建築物を建設することが恒常化している。高層建築物は限られた土地

でより広い室内空間を提供することで土地の利用率が向上するメリットがある一方、様々

な環境問題を引き起こしている。特に周辺低層市街地への不配慮が問題となっている。典型

的な例として、高層建築物による景観の悪化、日射遮蔽、日射反射、ビル風や遮風などが挙

げられる（図 1.1）。 

快適で環境に配慮した街づくりには、高層建築物が周辺環境に及ぼす影響を評価するこ

とが重要である。都市開発や再開発により高層建築物が建造される場合、高層建築物が周辺

の市街地の住環境に及ぼす影響は、日影や風環境（ビル風）、景観等の観点から幅広く評価

が行われてきており、従来から建築基準法注 1-1)における斜線制限や自治体の環境アセスメ

ント（ミニアセス注 1-2））など、法制度や条例等で影響を最小化する取り組みがなされている。

従来の環境アセスメントにおいてもビル風、景観、日影、電波障害などが評価項目となって

いる。しかし、現在の法規制や環境アセスメント項目では高層建築物が周辺低層市街地の温

熱環境への影響評価が不十分となっている。温熱環境の観点から高層建築物の影響に注目

し、環境アセスメント（ミニアセスを含む）をサポートできる知見が必要と考えられる。 

温熱環境の観点から高層建築物の影響評価を行う試みとしては、東京湾岸の汐留地区の

再開発により建設された高層ビル群で注目されたように、建築物が複数まとまることによ

って風通しの阻害をもたらし、夏季の温熱環境の悪化（風下側の気温上昇など）を招く可能

性があるとして、これまで主に研究がなされてきている[1-1, 1-2]。これに関しては CASBEE-

HI（建築物総合環境性能評価システム、ヒートアイランド版）[1-3]においても評価対象とさ

れているなど、高層建築物が周辺環境に与える負荷の低減は、温熱環境の視点からも重要視

されている。ただし、これまではそのような効果は主に大都市の市街地を対象として議論さ

れることが多い現状である。 

地方中小都市の中心市街地に着目すると、人口密度が高くないことから中低層の街並み

が主である。高層建築物が周辺の低層建物への日照を遮らないように、高層建築物の建設が

日影規制によって制限されている。しかし、近年、規制緩和に基づく特定の地域地区（高度

利用地区注 1-3）、都市再生特別地区など）の指定により、建物の高さに関する規制が緩和され

てきている。そのような地域地区の指定による再開発によって、既存の市街地に高層建築物

が建設される事例も多々見られ、低層市街地に隣接する単棟の高層建築物が見られること

が一般的になっている（土浦、金沢、浜松、酒田など）。同様な状況は、多くのアジアの都

市（ソウル、釜山、北京、上海）でも見られる。この場合、高層建築物と周辺の低層の街並

みとの間に著しい高さのギャップが存在する。そのため、高層建築物は複数の建築群になっ

ていなく、単棟においても、その周辺の低層エリアへの影響が顕著に現れることが想定され
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る。特に冬季においては太陽高度が低く、高層建築物の日影が広範囲に広がるため、その影

響が顕著になると考えられる。前記の日影やビル風の影響評価は、日照と風環境の面からそ

の点に注目されたものであるが、温熱環境については前記のような高層ビル群を対象とし

た研究の他、調査事例は少なく、研究レベルで明らかにしてゆく必要がある。日本の多くの

都市では、季節的な温度変化が大きいため、冬季の寒さは夏季の暑さと同様に重要な環境問

題になる。 

そこで本研究では、夏季の“高温”よりも、太陽高度が低くなり日影の影響範囲が広がる冬

季において“低温”の温熱環境が問題となるのではと予想し、単棟の高層建築物周辺の夏季と

冬季両季節における温熱環境の実態を把握・分析したうえで、特に、冬季において高層建築

物が周辺の低層市街地の温熱環境に及ぼす影響を数値解析により明らかにしてゆく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.1 高層建築物が引き起こす環境問題 
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1.2 既往研究と課題 

 

これまでに高層建築物が温熱環境へ及ぼす影響に関する研究について、日影・熱放射の観

点からの研究と気温・気流の観点からの研究がある。前者は、例えば、香港の高密高層建築

群のヒートアイランド効果[1-4]について表面反射率を操作することで建物のエネルギー効率

が改善できることや高層建築群の向い合いの壁面間の日射反射[1-5]が熱を建物間に蓄積させ

る効果があるなどが挙げられる。建物表面から反射された反射日射による光害も研究され

ている[1-6]。後者は高層建築物を中心とした風工学や環境研究の中で主な関心課題であり、

高層建築物が風環境に及ぼす影響に関する研究が多く見られる。現地実測[1-7, 1-8]や風洞実験

[1-9, 1-10]、数値流体解析（CFD）[1-11, 1-12]による研究が行われてきた。しかし、これらの研究

はそれぞれの個別の環境要素だけに注目したものであるが、実在都市における微気候現象

を分析ためには気温・気流の観点と日影・熱放射の観点両者の相互作用を考え、総合的な評

価が必要と考えられる（図 1.2）。 

微気候に関する研究では、高層建築物群が海風を妨げ、沿岸都市の風下に位置する地域の

夏季における微気候を悪化させる（すなわち、気温上昇）ことが示されている。例えば、東

京湾沿岸部（汐留）の再開発は、日本の研究者の関心を集めている[1-13, 1-14]。しかし、その

ような効果は主に高層建築物が複数集中する大都市で議論されてきた。前述のとおり、地方

中小都市でも高度利用地区における都市再開発によって、高層建築物が建設される場合が

多いため、これらの地域でも単棟の高層建築物により形成される特有な微気候があり、温熱

環境に地方中小都市特有の問題が生じていると考えられる。 

温熱環境を把握するうえで、まず主要なパラメータである表面温度（Ts）を把握しなけれ

ばならない。Ts が低いほど都市空間に放出される顕熱と長波長放射は少ない（またはより

多くの顕熱と長波長放射を都市環境から吸収する）ため、都市の温熱環境の重要な指標とし

て、定量的に評価する必要があると考えられる。市街地における Ts の特性を把握するため

には、リモートセンシング技術による放射温度（Tr）の分布を取得することが有効である。

都市規模のヒートアイランド現象は、衛星リモートセンシングによる調査が行われてきて

いる[1-15～1-17]。地域スケールでは、Tr の詳細分布や、都市の形状、及び表面の材料の影響を

分析するために、航空機リモートセンシングが適用されている[1-18～1-20]。 Ts の主な形成要

因である微気候と放射収支を解明するためには、現地実測もしくは数値シミュレーション

が必要である。これらの物理量は、航空機リモートセンシングによって直接得ることができ

ないためである。 

都市部のヒートアイランド現象が問題となっているが、既往研究では、都市キャノピー空

間において、日中に低温域が形成されていることが確認されている。例えば、夏季において、

キャニオンの内部が夜間のヒートアイランドになったにもかかわらず、深いストリートキ

ャニオン（建物の高さは道路幅より数倍大きい）内の気温（Ta）は外側の Ta よりも低い状
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況が示された[1-21～1-23]。また放射収支に関して、天空率の減少が大気放射冷却を弱め、夜間

の都市キャノピーにおける Ts と Ta の減少を妨げることが示された[1-24, 1-25]。上記の研究は

都市キャノピーの空間的形態、Ta と放射収支との関係にのみ注目し、単棟の高層建築物が

Ts や Ta といった微気候へ及ぼす影響を明らかにしていない。具体的には、単棟の高層建

築物が各季節において、周辺に高温の環境をもたらすのか、または都市キャノピー空間で示

唆されたような低温の環境をもたらすのかは明白ではない。また、以上のように高解像度の

リモートセンシング観測による熱画像と数値シミュレーションとの比較により、Ts や Ta

の形成メカニズムを明らかにする試みが重要と考えられるが、都市キャノピー空間を対象

とした一部の先駆的な研究[1-26, 1-27]を除いて実施されていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.2 高層建築物の表面と近傍空間で起きる熱的な現象 
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1.3 研究の目的 

 

高層建築物が周辺低層エリアの温熱環境へ及ぼす影響及びその形成機構を観測と数値解

析の手法を用いて明らかにしたうえで、高層建築物周辺の温熱環境を評価することを目的

とする。 

 

具体的には、以下のことを実施する。 

1） 航空機リモートセンシング観測と移動観測により、高層建築物周辺の温熱環境の実

態を把握する。 

2） 数値解析（熱収支シミュレーションと CFD 解析との連成解析）により、冬季におけ

る高層建築物周辺の温熱環境の形成機構を明らかにする。 

3） 既往の環境アセスメント手法と比較しながら、今後の環境アセスメントに向けた知

見を得る目的で、冬季において高層建築物が周辺エリアの温熱快適性に及ぼす影響

を評価する。 
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1.4 研究の構成 

 

本研究の全体の概要を図 1.3 に示す。本論文は序論と結論を含め，全 7 章から構成され

る。各章の構成は次の通りである。 

 

第 1章  序論」では、研究の背景を述べ、既往研究と比較しながら課題を整理し、高層建築

物が周辺低層エリアの温熱環境へ及ぼす影響を明らかにして評価する目的を明確にした。 

 

第 2 章 航空機リモートセンシングと数値解析による高層建築物周辺の放射温度分布の実

態把握」では、航空機リモートセンシング観測と熱収支解析により高層建築物が周辺低層市

街地の放射温度に与える影響を明らかにする。具体的には、航空機リモートセンシング観測

による熱画像から放射温度分布の実態を把握し、熱収支シミュレーションによる放射温度

分布を解析したうえで、両者の比較を通して、放射温度分布から見られる高層建築物の影響

を明らかにする。 

 

第 3章  冬季における高層建築物周辺の温熱環境の実測」では、２章にて冬季に放射温度の

低下を確認した高層建築物周辺に形成される温熱環境の実態を明らかにする。具体的には、

移動観測方法を検討したうえで、気温・気流分布、および放射収支の実態把握を行い、それ

ぞれの関係性を分析する。また２章で指摘した局所的な蓄冷がある可能性に対し、その形成

要因の一つである地表面近傍での冷気生成を指摘する。 

 

第 4章 熱収支解析と CFD の連成解析手法に関する検討」では、２章と３章で高層建築物

周辺の温熱環境を検討した結果より示された冷気との相互作用による蓄冷の可能性に対し

て、数値解析の手法で形成機構を確認するため、熱収支シミュレーションと CFD との連成

解析の手法について検討する。 

 

第 5章  高層建築物周辺の温熱環境の形成機構に関する熱収支  気流の連成解析」では、土

浦駅前地域を対象として、冬季における高層建築物周辺の温熱環境（蓄冷現象と冷気生成）

の形成機構を熱収支解析と CFD の連成解析手法を用いて、明らかにする。 

 

第 6章  高層建築物周辺の微気候を考慮した温熱環境評価」では、5 章で得られた知見に基

づいて、高層建築物の影響に対し、従来の環境アセスメントの評価方法を踏まえたうえで、

今後の温熱環境を考慮した環境アセスメントに関する知見を得る目的で、冬季における高

層建築物周辺の温熱快適性を評価する。 
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第 7章 結論」では、本研究の総括と今後の予定を述べる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.3 本研究の構成 
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注釈 

 

注 1-1) 建築基準法：建築基準法（昭和 25 年 5 月 24 日法律第 201 号）は、国民の生命・ 

健康・財産の保護のため、建築物の敷地・設備・構造・用途についてその最低基準

を定めた日本の法律である。前身は市街地建築物法（大正 8 年法律第 37 号）であ

る。 

注 1-2) ミニアセス：簡易な環境アセスメント 

注 1-3) 高度利用地区：高度利用地区とは、都市計画法第 8 条に規定されている「地域地

区」の 1 つである。都市計画法第 9 条に定める「用途地域内の市街地における土

地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新とを図るため、建築物の容積率

の最高限度及び最低限度、建築物の建ぺい率の最高限度、建築物の建築面積の最低

限度並びに壁面の位置の制限を定める地区」である。用途地域の指定があるところ

に重ねて指定され、用途地域の指定を補完する。小規模建築物の建築を抑制すると

ともに建築物の敷地内に有効な空地を確保することで土地の高度利用に特化した

制限を設ける地区に定められる。高度利用地区内においては、建築物の容積率・建

ぺい率・建築面積・壁面の位置は、都市計画で定められた内容に適合するものでな

ければならない（建築基準法第 59 条より）。具体的な制限内容は自治体によって

異なる。「高度利用」とは有効活用という趣旨であり、建築物の「高さ」そのもの

は他の規制に反しない限り制限されない。なお、市街地再開発事業の施行区域は高

度利用地区内である必要はない（都市再開発法第 3 条より）。 
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第 2 章 

航空機リモートセンシングと数値解析による 

高層建築物周辺の放射温度分布の把握 

 

2.1 はじめに 

2.2 航空機リモートセンシングによる観測 

2.2.1 対象市街地 

2.2.2 観測方法 

2.2.3 観測概要 

2.2.4 気象条件 

2.2.5 幾何補正 

2.2.6 大気補正 

2.3 航空機リモートセンシングによる対象地の放射温度の観測  

2.3.1 地表面表面材料の放射率の扱い 

2.3.2 表面の放射率による Tr と Ts の違い 

2.3.3 夏季昼間の放射温度分布 

2.3.4 冬季昼間の放射温度分布 

2.3.5 冬季日没後の放射温度分布 

2.3.6 北側市街と旧市街の比較 

2.4 熱収支シミュレーションの方法  

2.4.1 解析用 3D モデリングと計算アルゴリズム 

2.4.2 対象市街地の CAD モデルの作成 

2.4.3 解析条件 

2.5 熱収支シミュレーションによる対象地の放射温度分布 
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2.1 はじめに 

 

表面温度（Ts）は都市気候学や微気候学で重要視され、街区の温熱環境を把握するうえ

で、重要な要素である。Ts が高くなると、表面から大気への対流熱伝達量（顕熱流量）と

長波長放射量が促進され、逆に Ts 自体は周囲からの短波長放射や長波長放射、顕熱フラッ

クスなどの熱収支要素によって左右される。したがって、Ts は表面の熱収支が平衡状態に

なった結果の指標として見なすことができる。 

これまでの研究では、都市域の放射温度（Tr）を観測し、そこから Ts[2-1]を推定するため

にリモートセンシング技術が適用されてきた（Tr と Ts との関連性は 2.3.1 節にて説明）。

リモートセンシングの利点として、一回の観測で広範囲をカバーし、少ない手間で充実なデ

ータを取得することが可能であることが挙げられる。衛星リモートセンシングは、広範囲に

及ぶ観測をすることができ、対象都市域全体に対する Tr の平面分布を観測することができ

る[2-2]。熱赤外域においては、衛星リモートセンシングの空間分解能は 100m 以下で比較的

粗い。これは 1 画素（ピクセル）が建物、地面、樹木、及び他の都市構成要素の Tr を含ん

でいる。このような混合ピクセルはミクセルとして知られている。地表面ヒートアイランド

（SUHI）[2-2]を示すための衛星リモートセンシングにおいては、地表面温度もミクセルで評

価される。SUHI と土地被覆との関係については既に多くの研究がなされている [2-3～2-7]。 

より領域の狭い地域～都市スケールでは、航空機リモートセンシング技術が適用されて

きた。飛行高度が低い場合、航空機リモートセンシングは都市構成要素をより高い空間分解

能（1m 以下）で識別することができる[2-8～2-10]。天底観測では得られない三次元（3D）都

市構造の鉛直面に対しては、地上観測も適用されてきた[2-11, 2-13]。しかし、密集した複雑な

都市の空間形態に隠れた表面に対して、面全体を観察する場合には、天底観測と地上観測両

方ともに限界がある。さらに、リモートセンシングによる鉛直面に対する入射角は、地上観

測を適用しても比較的大きい。またこれは入射角の依存性によって表面放射率の違いを引

き起こすため、Tr が Ts から大幅に離れる原因となる[2-13]。 Voogt et al. [2-14, 2-15]は航空機リ

モートセンシングと地上リモートセンシングを組み合わせて都市の全表面の Ts を調べてい

る。 

Ts の特性を分析するもう 1 つの方法は数値シミュレーションである。この方法は、モデ

ル化や仮定によって避けられない限界があるが、都市の全表面を含む熱収支の理論に基づ

いて都市の Ts 及びその形成機構を解析することができる[2-11, 2-16～2-19]。これまでの多くの研

究は、都市気候学の観点から、都市キャノピー層とその上空の大気との平均的な熱交換に注

目していたため、シミュレーションの研究の多くは単純形状の建物を使用し、単一な材料が

設定された。しかし、建物周辺の微気候を分析するマイクロスケールでは、都市表面の空間

形態や構成材料によって Ts 分布は複雑である[2-14, 2-20, 2-21]。したがって、詳細を考慮できる

シミュレーションモデルを用いて都市の Ts を詳しく評価する必要がある。実在都市の空間
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形態と構成材料を考慮して、Ts 分布を計算できるシミュレーションモデルがいくつか存在

する。 SOLENE ソフトウェアは、都市地域スケールで熱放射収支を計算するモデルの 1 つ

である（2-17）。 SOLENE は当初、光環境の評価と設計のために作成され、都市部の熱放射に

よるエネルギー交換と Ts を解析できるように改良された。他のモデルは、浅輪ら[2-22]によ

って開発された 3D CAD (Computer-Aided Design) 対応熱収支シミュレーションモデルが

挙げられる。このモデルは、3D CAD システムと高解像度のメッシュを使用することによ

って、詳細な 3D 形状（ベランダ、バルコニー、庇やペントハウスなど）と材料の分布（窓、

地面の被覆や植生）を再現して分析することができる。両者では、Ts を計算する基本方程

式はほぼ同様であるが、SOLENE モデル（m スケール）よりも熱収支シミュレーションモ

デル（浅輪らのモデル）の形状や空間分解能のほうの再現性が高い（dm スケール）。これ

は、熱収支シミュレーションモデルが、都市空間におけるマイクロスケールの熱放射環境及

び歩行者を取り巻く微気候を評価することに注目しているためである。 

前述したように、リモートセンシング技術と数値シミュレーションは、都市の Ts を研究

するうえで、それぞれ利点と限界がある。Hénon et al.は都市域において、都市のマクロと

ミクロスケールの不均一性が表面温度に及ぼす影響を SOLENE モデルを用いて評価するた

めに、航空機リモートセンシングの観測結果とシミュレーション結果の都市表面の放射温

度の比較を行っている[2-23, 2-24]。これは、航空機リモートセンシングデータと比較すること

によって、熱収支モデルを用いてモデル化した Ts に対する詳細な評価を行った先駆的な取

り組みであり、その有効性が示されている。 

そこで、本章では、航空機リモートセンシングで観測した高分解能の Tr と三次元の熱収

支シミュレーションから計算した Tr を比較することで、放射温度（Tr）分布に見られる高

層建築物の影響を明らかにする。 
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2.2 航空機リモートセンシングによる観測 

 

2.2.1 対象市街地 

 

日本の典型的な地方中小都市である茨城県土浦市の中心市街地を研究対象地として選定

した。図 2.1 に対象市街地の航空写真と市街地内の写真を示す。この市街地は土浦駅の西側

に位置し、高度利用地区を利用した再開発により大規模な建築物を有する地区（再開発地

区）、その北側の小規模商店や住宅等が分布する地区（北側市街）、古くからの住宅地（旧市

街）に分かれており、それぞれが隣接している。再開発地区には 31 階建ての高さ 109 m の

高層建築物、ソリッドタワーをはじめ、RC（鉄筋コンクリート）造の中層の商業施設が複

数存在する。北側市街には主に RC 造の中小規模建築物が、旧市街には木造の低層戸建住宅

が多く分布している。このように該当街区には空間形態や構成材料にバリエーションがあ

り、高層建築物と周辺との高さのギャップが大きく、単棟であってもその周辺の温熱環境に

大きな影響を及ぼしていると考えられることから対象地とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1 対象市街地と航空機リモートセンシングの飛行経路 

 

2.2.2 観測方法 

 

対象市街地における高解像度の放射温度（Tr）データを取得するために、夏季と冬季両季

節に対して、低高度の航空機リモートセンシング観測を行った。観測には固定翼の航空機搭

載型のマルチスペクトルスキャナ（MSS）（AZM、中日本航空、名古屋）を使用した。表 2.1

に MSS の仕様と航空機リモートセンシング観測の概要を示す。可視域、近赤外域、中赤外
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域、熱赤外域など複数の波長帯が選択できる。表 2.1 に使用した熱赤外域の波長帯を示す。

この観測値（指向性放射輝度）をスキャナ固有の放射温度(Tr)との関係式により Tr に変換

した。Tr 測定時のスキャナ自身の精度は 0.3℃である。Tr は表面材料の指向性放射率に加

えて、大気中の分子の吸収作用や熱放射の影響を受ける。大気の影響は、大気放射伝達モデ

ルを用いて補正することが可能である。したがって、補正後の Tr から材料の表面温度（Ts）

を分析する際も表面の放射率の影響に注意が必要である。瞬間視野（IFOV）が異なる材料

を含む場合、複数の材料からの放射値が混在し、ミクセルが生じる。MSS の IFOV は熱赤

外を含むすべての波長領域で小さく、 従って、この特徴は都市部での高解像度観測に有利

であり、ミクセルを回避し、均質なピュアピクセルをより高い精度で識別することに寄与す

る。 

 

表 2.1 観測の概要と MSS の仕様 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2.3 観測概要 

 

天底観測による航空機リモートセンシング観測は、冬季晴天日の昼間（12 月 22 日の

12:15~12:18）、冬季晴天日の日没後（2009 年 12 月 22 日の 16:52~16:55）、夏季晴天日の昼

間（2009 年 8 月 25 日の 13:07~13:10）の、それぞれの時間帯で行った。冬季晴天日につい

て、建築物の日陰になっている場所の特徴を把握する目的で昼間に、また日中に日陰になっ

ていたことの影響を確認するために日没後にも観測を行なった。比較のために夏季の昼間

にも観測を行なった。観測時刻は現地時間の日本標準時間であり、飛行経路は図 2.1 に示

す。高分解能の情報を得るために飛行高度を 500 m とし、観測パスの出発地点から終着地

点まで約 10km であった。 対象市街地の熱画像は全撮影画像の中から抽出した。 使用する
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熱画像は、飛行経路に沿ってスキャンされたデータ（横方向）の積分画像である。航空機の

直下における空間分解能が 0.63 m であり、観測画像の両サイドの空間分解能は 1.06m であ

る。対象市街地における画素間の空間分解能の差は 0.16m 以内に収まっている。 

 

2.2.4 気象条件 

 

図 2.2 に観測日の気象条件を示す。これらのデータは 2.5 の熱収支シミュレーションにも

使用する。気温（Ta）と風速（V）は、対象市街地の 2km 北にある土浦市の気象庁自動気

象データ収集システム（アメダス）の観測値から求めた。土浦市では相対湿度（RH）は観

測されていなかったため、RH は対象市街地の 7.5km 西にあるつくば市の高層気象台の観

測値から求めた。水平面全天放射量は全天日射計（ML-020VM、EKO 英弘精機株式会社、

東京）を用い、対象市街地における建物の屋上で観測した。夏季において観測時は晴れてい

たが、その前後には曇りの時間帯があった。V は対象市街地の夏季に平均レベルであり、日

平均 Ta は夏季の平均より約 2℃程度低くなっていた。ただし、この条件は夏季晴天日の場

合を表している。観測日より前の 4 日間の平均 Ta は夏季の平均レベルであった。冬季にお

ける観測について、日中は晴れの状態であり、観測日の日平均 Ta は冬季の平均値とほぼ一

致し、観測日と観測日より前の 4 日間の平均値の差は 0.5℃以内であった。 風速は平均よ

り少し小さいが、冬季晴天日としての代表性が確認できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2 航空機リモートセンシング観測日の気象条件 
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2.2.5 幾何補正 

 

観測システムには全地球測位システム（GPS）と慣性制御装置(IMU)が搭載されていたが、

システムの内部揺らぎや航空機の姿勢の変動により、取得した画像に揺らぎが見られた。そ

こで、幾何補正を実施した。対象地の 1/2500 の地理情報システム（GIS）データを用いて

1 枚の画像につき 100 点の地上基準点(GCP)をとり、アフィン 1 次変換により幾何補正を

行なった。 

 

2.2.6 大気補正 

 

取得した Tr には大気の吸収・散乱、大気自身の放射、地表面の放射率の影響が含まれる

ため、まず大気の影響の補正を行なった。冬季においては、リモートセンシング観測と同時

刻に赤外線放射カメラ（TH9100-MR、日本アビオニクス）により地表面の Tr を観測して

おり、リモートセンシングの観測値と対応させることで温度回帰式を作成し補正した[2-29]。

地上観測の対象被覆は、日中については、高温の材料としてアスファルト舗装面、低温の材

料として水面、中間的なものとして砂地とした。日没後ついては、アスファルト舗装面、草

地、水面とした。 

夏季においては地上観測データが得られなかったため、大気放射伝達モデル(MODTRAN 

5, Spectral Science, INC. and US Air Force Research Laboratory)を用いて補正を行なった。

入力データには、Ta の鉛直分布、気圧（P）、エアロゾルと大気分子の密度（H2O、CO2、

O3、N2O、CO、および CH4）が含まれている。気象データとしては、土浦市のアメダスで

測定した地上レベルの Ta と、対象市街地 7.5km の西に位置するつくば高層気象台で測定

した Ta、P、Rh の鉛直分布を用いた。観測所は気象庁によって運営されており、毎日 09：

00～21：00 に 2 回測定している。リモートセンシング観測期間の Ta の鉛直分布は Ta の

地上レベルと対流圏における Ta の平均逓減率（-0.65℃/ 100m）を用いて得られた。研究

対象地における観測データがなかったため、平均逓減率を使用した。混合層の発達により、

対流圏下層部の乾燥断熱減速率（-0.98℃ / 100m）と類似する消失率である可能性があるが、

-0.65℃/ 100m と-0.98℃/ 100m を使うことによる Tr の差は、夏期は 0.2℃未満である。し

たがって、逓減率の仮定による影響は限定的である。エアロゾルに関しては、観測所での観

測の可視範囲に従って、気象学的範囲が 23km のデフォルトの RURAL 消滅モデル[2-30, 2-31]

が使用された。 水蒸気(H2O)については、高層気象台で測定した 09：00 の Ta、P、Rh の

鉛直分布を用いて、絶対湿度の鉛直分布を求め、入力データとして放射伝達モデルに適用し

た。 CO2 は 380ppm の混合比を用いた。他の大気分子については、使用した放射伝達モデ

ルに含まれる中緯度モデル[2-30, 2-31]を用いた。以上の条件により、複数の地表面 Tr に対して

観測高度における Tr を計算した（20～60℃、10℃間隔）。この際、地表面放射率は 1 とし
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た。観測高度における Tr と地上レベルでの Tr との間に線形関係が得られ、補正式を求め

た。線形相関係数（R2）は各季節にほぼ 1 であるため、推定誤差を引き起こさなかったこと

を意味する。 

 

 

2.3 航空機リモートセンシングによる対象地の放射温度の観測 

 

2.3.1 地表面表面材料の放射率の扱い 

 

純粋なピクセルやミクセルを含むすべてのピクセルの放射率を特定することは難しく、

都市の複雑な形状を含む熱画像から放射率の影響を特定することも困難である。したがっ

て、この項では、放射率が Ts と Tr の差に及ぼす影響を確認する。低放射率材料を含むピ

クセル、例えば、アルミニウム合金、亜鉛めっき鉄、およびステンレスなどの金属、花崗岩、

レンガ、砂、ガラス、太陽光パネル、太陽熱集熱パネル及びその他の低放射率被覆が、得ら

れた Tr 及び 3.4 に記載された現地調査の結果に従って同定された。その他の水平面の大部

分を占めるコンクリート、アスファルト、スレート屋根、粘土屋根タイル、土壌、水及び植

生などの材料の放射率は 0.90-0.99 と考えられ、大気の下向放射の反射が観測値に及ぼす影

響は小さいと考えられる。これらの放射率は、各材料の一般値を記述するいくつかの文献か

ら得られたものである。したがって、これらの材料の Tr と Ts との差が小さいと考えられ

る。その差を定量的に確認するために、上記の放射伝達モデルによる計算（感度分析）を行

なった。夏季については、大気の入力データは 2.2.4 項のものと同様とし、地表面放射率を

1.00、0.95、0.90 にそれぞれ設定して計算を行った。冬季昼間についても、夏季と同様の方

法で気象データから入力データを作成し、地表面放射率を 1.00, 0.95, 0.90 に設定して計算

を行なった。冬季日没後については、21:00 の高層気象台のデータを使用して計算を行なっ

た注 2-1)。これらの計算はいくつかの Ts 値について実行され、Tr と Ts との関係を調べた。

計算には建物は含まれていなかった。全ての計算において天空率は 1 とし、空からの大気

放射と放射率の影響が支配的であった。 

 

2.3.2 表面の放射率による Tr と Ts の違い 

 

図 2.3 に放射率 1.00 のときの地表面の Tr (Tr=1,ground)ごとの ΔTr (= Tr<1,remote - Tr=1,remote)

を示す。Tr<1,remote は地表面放射率を 1 より小さく（本計算では 0.95 と 0.90）設定して大気

放射伝達モデルにより計算した観測高度における Tr であり、Tr=1,remote は放射率を 1.00 と

して計算した Tr である。ΔTr は大気補正済の Tr と Tr=1,ground の差を表す。夏季において

放射率が 0.95 のとき、Tr=1,ground が 26.2 °C（Ta に等しい）に対して ΔTr は-1.4 °C であ
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る。放射率が 0.90 のとき ΔTr は 2 倍になるが、市街地では天空率が本計算に比べて低い

ため、実際の|ΔTr|はこの値よりも小さいと考えられる。冬季の昼間において放射率が 0.95

のとき、Tr=1, ground が 8.1 °C（Ta に等しい）に対して ΔTr は-2.6 °C である。冬季にお

いて|ΔTr|が大きいのは、夏季に比べて大気透過率が高いためである。以上より、放射率が

比較的高い材料に対しては、大気の下向放射の反射の影響は 1～3 °C 程度であることを確

認した。この差は、以下の Tr と Ts を分析するうえでの許容範囲内であり、2.6 節にて Ts

を検証する目的で、Tr の観測値と計算値を比較する際に考慮することとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.3 放射率が 1 のときの Tr（Ts）に対して、平坦な表面で放射率= 1.00 と放射率

<1.00 との間の Tr の差（ΔTr） 

 

 

2.3.3 夏季昼間の放射温度分布 

 

図 2.4 は夏季昼間のリモートセンシングによる Tr の分布を示す。全街区にわたって、場

所により、表面の放射温度が異なり、分布が確認できる。午前中には曇りの時間帯があった

にも関わらず、代表気温(Ta’) が 26.2℃に対して、図 2.4 の（a）は屋根面の Tr が 60℃に

達したことを示し、それは Tr が Ta より 35℃高くなっていることを意味している。 Tr は

道路の舗装面によって異なっていて、日向のアスファルト舗装では 50～55℃に達している

（図 2.4 の（b））。しかし、これらの日向に位置する材料であっても、午前中の建物の影の

影響や、熱容量の大きい材料の熱伝導が不安定であるため、Tr 値が比較的に低いことが図

2.4 の（c）に示されている。車や路面標示も Tr の分布に影響を与えた。図 2.4 の（d）は、

車体の Tr が 40～45℃であることを示している。これらの表面の Ts については、材料の放

射率が低いため議論されていない。図 2.4 の（e）に示すように、白線の Tr は周囲の舗装よ

りも数度低くなっていた。 日向の樹木の Tr は Ta より 2～4℃しか高くない（図 2.4（f））。
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ビルの近くの影のあるエリアの Tr は Ta との差が小さい（図 2.4（g））。これらの地域では、

図 2.4（h）に示すように、Tr は建物の近くに向かって低くなる。 日陰に位置する低木（図

2.4（i））の場合、Tr は Ta より 1～3℃低くなっている。すなわち、実際の Ts は、前項で

議論された放射率の効果に従って Ta と同等かそれ以下であると考えられる。 図 2.4（j）、

（k）にそれぞれ示されたように、金属屋根や石材の場合、Tr は Ta よりも低い。しかしな

がら、実際の Ts は、それらの材料の放射率が低いため、Ta よりも高いと考えられる。夏季

の太陽高度が高いため、高層建築物の日影によって放射温度が低い場所が広がっていない。 

図 2.5 に Ts が Ta’よりも低い場所を示す。すなわち 2.3.1 の放射率 0.95 の場合の結果か

ら、Tr が 24.8 °C 以下の部分を抽出した。このうち多くが金属屋根や石材など放射率が低

い材料であり、実際に Ts が低いのは日陰の植生や建物等の隙間でほとんど日射が当たらな

い一部の部分であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4 リモートセンシング観測による放射温度（Tr）の分布（夏季昼間） 
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図 2.5 表面温度 Ts が代表気温 Ta’以下となる放射温度 Tr を示すピクセル（夏季昼間） 

 

 

2.3.4 冬季昼間の放射温度分布 

 

図 2.6 は、冬季昼間のリモートセンシングによる Tr の分布を示す。夏季と同じく、表面

の放射温度の分布が確認できる。図 2.6（a）に屋根面が 30℃に達したことを示している。

すなわち、Tr と Ta の差は 20℃以上である。早朝から日射に晒された アスファルト舗装の

Tr は 20～23℃である（図 2.6（b））。高層建築物の北側の建物では、高層建築物の日影に位

置するため、屋根と舗装でも Tr はそれぞれ Ta よりも低い（図 2.6（c）、図 2.6（d））こと

が見られた。同地点では、夏季において、Tr は Ta より 25～30℃高くなっていた。図 2.6

（e）では、夏季の結果と同様に、日陰の低木では Tr が Ta より 2～4℃低いことを示して

いる。植物付近の舗装での Tr は約 0℃であり（図 2.6（f））、したがって Ts は Ta よりも 5℃

以上低い可能性が高いと考えられる。夏季には、Ta より低い Tr 値は日陰の植物にのみ示

された。しかし、冬季には、より低い水蒸気圧によって、大気放射冷却がより大きかったた

め、低い Tr 値は日影空間に広く分布した。日影空間であっても、Tr にバリエーションがあ

り、特に建物に囲まれた駐車場（図 2.6（d））や高層建築物と隣接する商業施設の前の歩道
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など（図 2.6（f））では Tr は極端に低いことが確認できた。それは周囲の三次元構造や材料

の熱容量の違いによる蓄熱の違いが Tr のバリエーションを引き起こしたと考えられる。可

能な物理的プロセスは 5 章で議論される。全体的に、冬季では太陽高度が夏季より低いた

め、高層建築物及び隣棟の商業施設による日影空間が広範囲に及んでいる。その空間では、

地面のみならず建物屋根面の放射温度の低下が見られる。 

図 2.7 に Ts が Ta’よりも低い場所を示す。夏季においては Ts が Ta’よりも低い場所は日

陰の植生など一部だけであったが、冬季においてはそのような場所が広く分布していて、放

射温度が気温より 6～7℃低くなっている箇所が多数存在している。これは冬季においては

日陰が広範囲に渡っていることに加えて、大気放射冷却が顕著になったためである。また、

建物付近で Tr が低くなっていることから蓄冷の影響の可能性も考えられる。さらに、旧市

街に比べて北側市街では、Ta’より低い部分が面的に分布しており、高層建築物の影響が表

れている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.6 リモートセンシング観測による放射温度（Tr）の分布（冬季昼間） 
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図 2.7 表面温度 Ts が代表気温 Ta’以下となる放射温度 Tr を示すピクセル（冬季昼間） 

 

 

2.3.5 冬季日没後の放射温度分布 

 

最も Tr が高いのは長時間日射が当たっていた舗装面で 9℃以上である（Ta’は 7.9 °C）

（図 2.8 (a)）。旧市街には Tr が Ta’相当の道路や駐車場が見られる（図 2.8 (b)）が、北側

市街にはほとんど見られない。北側市街では周囲に高い建物がない駐車場の Tr も低い（図

2.8 (c)）。また、住宅地内には道路であっても低い Tr が見られる（図 2.8 (d)）。これらは高

層建物による日陰の影響と考えられる。高層建築物と商業施設前の歩道は昼間では最も Tr

が低かったが、夜間においては熱容量の小さい材料に比べて高くなり-1～0 ℃である（図

2.8 (e)）。若干放射率が低いことを考慮しても、熱容量の小さい屋根面が最も Tr が下がり-

2 ℃以下となった（図 2.8 (f)）。これは特に旧市街に多く見られる。日没直後であっても大

気放射冷却の影響が大きいことが分かる。 

 Ts が Ta’より低い場所を抽出すると（図 2.9、2.3.1 項の昼間と 21 時の計算結果の平均値

を閾値とした）、北側市街においては〈Ta’-2℃〉～Ta’相当の領域が面的に広がっており、
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全体的に Tr が低い。旧市街では北側市街に比べて、〈Ta’-2℃〉～Ta’相当の割合は小さい

が、〈Ta’-6 ℃〉以下と極端に低くなっている場所は多く見られる。なお、基準とした Ta’に

関して、3 章の図 3.1 と 3.4 節で述べる移動観測の結果（図 3.6）を比較すると、17 時と 19

時において市街地の Ta の方がアメダス観測サイトの Ta’よりも高い。すなわち、実際の市

街地内の Ta と Ts の差はより大きかったと考えられる。 

以上より、冬季における高層建築物の日影空間では、低温化の現象が起き、低温化の原因

としてまず考えられるのが上空大気への放射冷却（夜間放射）である。しかしながら、より

低温の地表面は高層建築物の日陰空間に集中してあり、長時間の日陰による地表面の蓄冷

や高層建築物周囲に特有の微気候の影響を受けていることが推測される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.8 リモートセンシング観測による放射温度（Tr）の分布（冬季夜間） 

 

 

 

 

 

 



 

第 2 章 航空機リモートセンシングと数値解析による 

高層建築物周辺の表面温度分布の把握 

 

26 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.9 表面温度 Ts が代表気温 Ta’以下となる放射温度 Tr を示すピクセル（冬季夜間） 

 

 

2.3.6 北側市街と旧市街の比較 

 

上記の特徴を定量的に確認するために、北側市街と旧市街において Tr のヒストグラムを

作成した。図 2.10 に各季節・時刻の結果を示す。夏季昼間においては北側市街と旧市街で

はほぼ差がなく、ピークは Tr が〈Ta’+25℃〉であり、25℃以下は極端に少ないという分布

である。冬季昼間においては、2.3.1 項の結果を考慮して Ts に換算してもピークは Ta’より

低い。また夏季とは異なり、北側市街と旧市街では大きな差が見られる。Tr が 0～5.0 ℃

において北側市街では旧市街より出現割合が顕著に多く、高層建築物の日陰が大きく影響

していると考えられる。夜間おいては、Tr が 6℃以上の頻度について、北側市街の方が旧

市街より顕著に少ない。北側市街には熱容量の大きい材料が多く分布するが、日中に日陰に

なったことで、建物付近と同様に蓄冷の影響が生じていると考えられる。旧市街では蓄熱の

影響で Tr が高い部分が残る一方で、熱容量の小さい木造の建物が多いため低い Tr を示す

部分も多く、全体的になだらかな分布である。 

 以上より、夏季よりも冬季において、日陰部に Ts が低い空間が形成され、その範囲も冬
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季の方が大幅に広い。特に、日陰部にある材料の熱容量により広い範囲で蓄冷が顕著に見ら

れることを確認した。そこで次章（3 章）において、Ta への影響やその形成要因について、

エリアごとに移動観測結果を分析することで考察する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.10 北側市街と旧市街における放射温度 Tr のヒストグラム 

 

 

2.4 熱収支シミュレーションの方法 

 

2.4.1 解析用 3D モデリングと計算アルゴリズム 

 

熱収支シミュレーションモデル[2-22]を用いて、対象市街地の 3D の Ts 分布を算出した。

まず、建物、樹木、その他の構造物の三次元空間形状や二次元（2D）の地面を 400mm メッ

シュサイズのボクセルメッシュに分割した。ボクセルは、3D 空間内の規則的な格子上の値

を表し、表面に関するいくつかの情報及び構成材料を含む。各表面ボクセルについて、表面

の法線ベクトル及び構成材料が含まれ、熱収支及び一次元の非定常熱伝導が計算される。使

用された方程式は付録 1 に示されている。 

レイトレーシング法を用いて、ボクセルが受けた直達日射量（IDR）を解析した。日射吸

収率と表面の法線ベクトルを用いて IDR の吸収量を推定した。各面の反射日射（IRR）は鏡

面反射と均等拡散反射を含み、どちらも第 1 反射を考慮した。鏡面反射による放射量は、鏡

面反射の方向に向けてレイトレーシング解析を行うことによって計算された。均等拡散反

射による放射量はランベルトの余弦則に従って均等拡散反射の仮定のもと、推定した。ボク

セルが受けた均等拡散反射による放射量は周囲のボクセルに対してマルチトレーシング解

析を実行することによって計算した。鏡面反射率は窓などのガラス材料にのみ適用され、拡

散反射率は他のすべての構成材料に設定した。 

ボクセルが受けた天空日射量（ISR）は、気象データから求めた晴天日の ISR の量にボク

セルの天空率を掛けて推定した。天空率は、ボクセルから半球方向に向かってマルチトレー

シング解析を行うことによって計算した。ボクセルが受けた大気放射（RLA）の量も晴天日
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に対するブラントの式によって計算された RLA の量及び天空率によって推定した。天空放

射分布について、空からの短波と長波の両方の拡散放射に対して無視され、均一とみなして

計算した。一般的に、長波放射計算には大きな計算負荷が必要となるため、周辺地物からの

長波長放射量（RLW）は近似的な方法で計算した。まず、周辺の建物や樹木の Ts 値を気温

相当と仮定し、これらの表面から放射される長波長放射をマルチトレーシング法で推定し

た。次に、表面全体の熱収支を解くことにより近似 Ts 値の日変化を計算した。続いて、近

似された Ts 値に基づいて、周辺地物の表面から放射される長波長放射量を計算した。 

対流熱伝達量（顕熱流量）は、対流熱伝達率（CHTC）に、表面温度と表面近傍の気温と

の差をかけることによって計算した。CHTC はユルゲスの式によって推定した。本章では、

都市キャノピーにおける気温・風速の空間分布が一様であると仮定した。これは単純な簡略

化のようであるが、弱風の条件では有効である。このモデルを CFD 解析と連成解析をする

と、計算負荷が大幅に増加する。この簡略化は、リモートセンシングの結果との比較によっ

て確認する必要があると考えられる。キャノピーにおける気温・風速の空間分布を考慮した

CFD 解析と連成解析による分析は 5 章にて紹介する。気温と風速データは土浦アメダスで

観測されたデータを用いた。 アメダス観測所も都市部に設置され、対象市街地の気温との

対応性が確認された。さらに、本研究では潜熱フラックスは計算されておらず、解析では土

壌に水分が含まれていない状態と仮定した。建築物の表面と地面の断面温度分布と Ts は一

次元の非定常熱伝導方程式と 1 日の熱収支によって計算した。時間積分を伴う一次元の非

定常熱伝導に後退差分法を用い、5 分の時間間隔で計算を行った。 

 

2.4.2 対象市街地の CAD モデルの作成 

 

本項では 3D-CAD を用いて建物・地面・植栽の空間形状を再現し、構成要素の断面仕様

とその熱物性値を付加することで計算用の街区モデルを作成する。梅干野らは都市部の詳

細な Ts を解析するための CAD ベースのモデリング手法を発表した[2-32]。梅干野らの研究

では、建物や地面の空間形態及び構成材料データの収集・整備手法を構築した。本研究では、

対象となる都市部の空間形態と構成材料に同じモデリング手法とデータベースを適用した。

一部入手困難なデータを現地調査により補うことでデータを収集・整備した。再現精度は、

建物の凹凸等の空間形態や構成材料の分布が Ts に与える影響を明確にするために、空間分

解能 0.4m のメッシュサイズを適用した。 

図 2.11 に空間形態と構成材料のモデリング方法を示す。 空間形態・構成材料のデータ収

集については整備済の情報として、1/2500 都市計画基本図 GIS データ[2-32]、1/5000 デ 

ジタルオルソ航空写真[2-33]、1972 年～2008 年の約 10 年ごとの住宅地図を入手した。既往

研究[2-34]で使用された東京地区の GIS データには、建物の用途、構造、階数などの属性が含

まれていたが、土浦市の GIS データにはこれらの値が含まれていないため、不足データで
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ある建物階数・階毎の用途・建物構造を対象市街地の写真や現地調査から取得した。建物の

高さは、階数と標準階高さから推定した。構成材料データは、建物用途・竣工年代等に基づ

く既往研究[2-34]の構成材料データベースを一部修正し、設定した。また地面に関しても既往

研究[2-34]と同様の手法により設定した。壁、屋根、及び地面の部材は、現地調査の写真から

建物の構造、用途、表面材質から推定した。反射率データについては、表面色をマンセル表

色系と比較し、輝度値を割り当てた。次に、輝度値を日射反射率に変換した。また本研究に

おいては高層建築物による日射遮蔽の効果を検証することを主眼においているので、建物

の日射熱取得に影響を与える塀は再現するが、高さ 1m 以下の構造物・植栽は再現してい

ない。また建物屋根面の形状も同様の理由により屋上の付属物に関しては周辺の建物の日

射環境に影響を与えないものは再現していない。樹木の高さは、簡易式レーザ距離計

（NIKON 社製，550AS, 高さ精度±0.2m）による実測データと実地調査から得られた写真

を基に設定した。樹形は樹種に応じて 5 種類に分類した。落葉樹と常緑樹の日射透過率は

それぞれ 15％と 20％と設定した。これらの値は、樹冠下で撮影した魚眼写真から求めた。

樹冠内の葉の間のギャップの比を、太陽透過率を推定する際に使用された。図 2.12 に対象

市街地 3D CAD モデルを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.11 熱収支シミュレーションに使用される 3D CAD 対応のモデリング方法 

 



 

第 2 章 航空機リモートセンシングと数値解析による 

高層建築物周辺の表面温度分布の把握 

 

30 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.12 対象市街地の 3D CAD モデル 

 

 

2.4.3 解析条件 

 

気象データは、航空機リモートセンシングの観測日である 2009 年 8 月 25 日と 12 月 22

日の土浦アメダス（気象庁）とつくば高層気象台のデータを取得した。構成材料の熱容量の

影響を考慮するため、4 日間の助走計算を行った。そのため、2009 年 8 月 25 日と 12 月 22

日それぞれより前 4 日間の気象条件（気温・風速・日射量・雲量・湿度・気圧）なども取得

した。12 月 18～22 日には晴れたが、8 月 21～24 日には曇りや雨の日であった。気温・風

速データは土浦市のアメダスから得られたものである。水平面全天日射量と相対湿度のデ

ータは、リモートセンシング観測による分析に使用された観測データと同じである（2.3 節）。 

熱収支解析は、5 日間の連続気象データを用いて、3D の Ts 分布を計算する。 出力して

分析に使用する Ts は 5 日目の結果である。すなわち、対象日前の 4 日間の気象条件が考慮

され、その時間積分の計算が対象日の結果に与える影響も考慮されている。建物内部や地面

の境界条件として、室温と地中温度を既往研究[2-34]で用いた方法と同様に設定した。地中温

度は各月で一定と仮定した。室内境界条件の室内気温の日変化パターンは建物の用途によ

って異なってくる。商業施設には空調時の室温を適用した（夏季は 26℃、冬季は 20℃）。住

N
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宅には非空調時の室温を適用した。これらの値は、夏季と冬季両方の住宅の熱負荷シミュレ

ーション[2-35]によって設定した。 

 

 

 

2.5 熱収支シミュレーションによる対象地の放射温度分布 

 

2.5.1 夏季昼間の放射温度分布 

 

図 2.13（a）に、夏季のリモートセンシング観測日（2009 年 8 月 25 日）の熱収支解析に

よって計算された 13:00 の Tr の分布を示す。この地域の建物の材質は、主に木材と RC で

ある。図 2.13（a）の（1）は、木造住宅の日向に位置する屋根（日射反射率 0.3、熱容量 40 

[kJ /（m2K）]）の Tr が約 55℃までに上昇し、Ta より 30℃程度高いことがわかった。 RC

屋根（日射反射率：0.3、熱容量：515 [kJ /（m2K）]）の Tr は約 47℃である（図 2.13（a）

の（2））。この温度差は、材料の熱容量の差に起因する。日向に位置する壁の場合、RC 建物

の Tr も Ta より 14℃高い。木造住宅の Tr は RC 建物よりも 8℃高くなっていることが確

認できた。 

図 2.13（a）の（3）から建物 A について、日向に位置する屋根（日射反射率 0.3、熱容量

515 [kJ /（m2K）]の Tr は約 46℃であり、Ta より 20 度しか高くない。これは、午前中こ

の区域が図 2.13（a）の（4）の高層建築物 S の影に入り、RC 材の熱容量によって低温が

13:00 まで続いたためである。 

図 2.13（a）の（4）から、高層建築物 S の南側の壁面では、ベランダの上層階の Tr 値よ

りも下層階のほうが高いことを示している。これは、下層階のベランダの壁が高い Tr 値を

有する周辺の屋根や地面からより多い長波長放射を受けたためである。大通り（県道 275 号）

（図 2.13（a）の（5））では、日向部分の Tr は約 48℃であり、Ta よりも 22℃高くなって

いる。一部の駐車場（図 2.13（a）の（6））の地面では、Tr は 55℃近くまで上昇した。そ

れは駐車場のアスファルト舗装の日射反射率（0.1）は、大通り（0.3）（図 2.13（a）の（5））

よりも低いためである。 

図 2.13（b）に壁、屋根、及び地面の日影部の Tr 値を示す。日影部の Tr 値（図 2.13（b）

の（1））は、午前中の日射の影響により、Ta よりも 3℃高い約 29℃である。窓の Tr 値（図

2.13（b）の（2））は、窓ガラスの低い日射吸収率と熱抵抗の影響および室温によって約 26℃

である。 
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図 2.13 夏季の数値シミュレーションによる放射温度（Trs）の分布（a）日向側、（b）日

陰側 

 

 

2.5.2 冬季昼間の放射温度分布 

 

図 2.14（a）は、冬季のリモートセンシング観測日（2009 年 12 月 22 日）の熱収支解析

によって計算された 12:15 の Tr の分布を示す。木造住宅（図 2.14（a）の（1））の屋根（日

射反射率：0.3、熱容量：40 [kJ /(m2K)]）の Tr 値は、RC 建物（図 2.14（a）の（2））の屋

根（日射反射率は 0.3、熱容量は 515 [kJ /（m2K）]）より 6℃高く、熱容量の違いによるも

のと考えられる。図 2.14（a）の（3）と（4）に示す RC 建物の B と C について、屋根の Tr

の差は、日射反射率（建物 B：0.5、建物 C：0.3）の差によるものと考えられる。建物 B と

C の南側の壁面の Tr 値は屋根の Tr 値よりも高いことが見られる。この結果は、太陽高度

が低いほど壁に入射する日射放射が大きくなるためである。また、夏とは逆の結果になって

いる。 
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図 2.14（b）に日影側の Tr 値を示す。冬季の太陽高度が夏季より低いため、高層建築物

S（図 2.14（b）の（1））の影は、より広範囲に及ぼし、北側街区に位置する木造建物の屋

根の Tr 値（図 2.14（b）の（2））は日向に位置する木造建物の屋根より約 16℃低くなって

いる。この値は Ta よりも 4℃低くなっていることがわかった。大通りの南側に位置する低

層建物（図 2.14（b）の（3））は日向に位置するが、屋根の Tr 値は日向に位置する他の建

物の屋根（図 2.14（b）の（4））よりも約 4℃低いことが確認できる。午前中の高層建築物

S の影の影響が正午まで、Tr に寄与したと考えられる。 

図 2.14（b）に示すように、高層建築物 S の北側は日影となった。同じ影でも、タイル（日

射反射率 0.4、地層 0.25m の熱容量：493 [kJ /(m2K)]）の歩道（図 2.14（b）の（5））の Tr

はアスファルト（日射反射率：0.3、地層 0.25m の熱容量：452 [kJ /(m2K)]）舗装道路（図

2.14（b）の（6））より 1℃低いことがわかった。タイルの日射反射率はアスファルトの日

射反射率より 0.1 しか高くなく、これらの点はいずれも陰に位置するため、この微小な温度

差は、主にタイルのより高い熱容量によって引き起こされたと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.14 冬季の数値シミュレーションによる放射温度（Trs）の分布（a）日向側、（b）日

陰側。 
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2.5.3 表面温度の形成機構 

 

Tr 結果の代表点に対して熱収支を分析した。冬季の解析結果に対して、2 つの地点をサ

ンプリングした（図 2.14（b））。1 つは高層建築物 S の北側に位置する大通りに位置し（図

2.14（b）の（8））（日射反射率 0.3、地層 0.25m の熱容量：452 [kJ/(m2K)]）、その日のほと

んどは日陰に位置した。もう 1 つは日向に位置する駐車場にあり（図 2.14 の（7））（日射反

射率 0.1、地層 0.25m の熱容量：452 [kJ/(m2K)]）、低層木造住宅に囲まれている。熱収支

の各成分：日射と反射、周辺地物及び空との長波長放射の授受、対流熱伝達、熱伝導などを

出力した。 

図 2.15 の（a）と（b）にそれぞれ日向と日影の熱収支の各成分の日変化を示す。両地点

の天空と反射日射の入射量と周囲地物及び空からの長波長放射量が日中類似の傾向が示さ

れた。これは両地点の天空率がほぼ等しいためである（日向地点：0.60、日影地点：0.57）。

天空率がこれらの入射フラックスを支配する。日向地点の直達日射の入射量の日最大値は

日陰地点よりも約 8 倍高いことが確認できた。日影地点における直達日射は 16:00 頃にし

か発生しなく、その時は高層建築物 S による日射遮蔽はなかったと考えられる。直達日射

量の顕著な差異は、日向地点の Tr が日陰地点よりも 14.5℃高くなることを引き起こす。日

影地点の Tr は、8：00~16：00 の間、Ta よりも低いことがわかった。それは夜間の大気放

射冷却と地表面の構成材料の熱容量による蓄冷によって引き起こされた可能性があること

が示唆された（図 2.14（b））。これらの要因は、日向地点と日陰地点の間の対流熱伝達量の

差に寄与し、2 番目の重要さを持つと考えられる。その影響度合いは 5 章にて具体的に分析

してゆく。2 地点の対流熱伝達は、日中の間で逆の傾向を示した。具体的には、日向地点の

熱フラックスはマイナスで日影地点の熱フラックスはプラスであり、すなわち、日影地点で

は地面が表面近傍の大気から、顕熱を吸収する形となる。さらに、Tr によって決める長波

長放射量も 2 地点の間で、昼間に最大 74W / m2 の差を示した。 

日向地点の Tr は、日中の直射日射が支配的な影響を及ぼす一方、日影地点の Tr は、天

空と反射日射、長波長放射の授受と対流熱伝達など詳細な熱収支の影響を受けた。これは対

流熱伝達量及びその方向、すなわち Tr 及び Ta の差が、天空日射、反射日射と長波長放射

の授受を含む詳細な熱収支によって容易に変化することを意味する。 
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図 2.15 冬季における日向地点（a）と日影地点（b）の熱収支各成分の日変化（負の値

は、熱フラックスが表面から大気へ向かうことを意味する） 

 

 

2.6 航空機リモートセンシングと熱収支シミュレーションとの放射温度の比較 

 

図 2.16 と図 2.17 はそれぞれ夏季と冬季において、航空機リモートセンシング観測した放

射温度（Trr）と数値シミュレーションによって計算した放射温度（Trs）を比較する図であ

る。 

一部の表面を除いて、屋根、道路、駐車場及び影における Trs は、夏季と冬季の両ケース

で Trr と非常に類似していることが確認できる。 Trs と Trr の結果分析は、この節で定量

的に比較する。 

数値シミュレーションと航空機リモートセンシングによって得られたそれぞれの熱画像

の同じ領域を分析に使用した。Trs と Trr を同じ位置でサンプリングして比較した。サンプ

リング位置は、比較の客観性を保つため、等間隔（20 m）で選択され、112 箇所が抽出した。

グリッドの配置は、異なる種類の表面（建物または地面、日向または日影）、物理特性（日

射反射率、放射率、熱容量など）と天空率を含むように決定した。各グリッドの頂点につい

て、航空機リモートセンシングの熱画像から純粋なピクセルが選択した。これらの物理特性

及び天空率の範囲は、日射反射率 0.1~0.5、熱容量 22~515 [kJ / m2K]、放射率 0.8~0.95、

天空率 0.21~0.96 である。数値シミュレーションの 3D CAD モデルで再現されなかった建

物は、評価から除外した。また、図 2.16 と図 2.17 の全画素の Trr、Trs のヒストグラムを

比較した。 



 

第 2 章 航空機リモートセンシングと数値解析による 

高層建築物周辺の表面温度分布の把握 

 

36 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.16 夏季におけるリモートセンシング観測による放射温度（Trr、左）と数値シミュレ

ーションによる放射温度（Trs、右）の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.17 冬季におけるリモートセンシング観測による放射温度（Trr、左）と数値シミュレ

ーションによる放射温度（Trs、右）の比較 
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2.6.1 夏季昼間の比較 

 

図 2.18 に夏季の熱画像に対して選択された地点の Trr と Trs の比較結果を示す。横軸は

Trs を表し、縦軸は Trr を表している。点の大部分は線 y = x（1：1）の周りに位置してい

る。これは、ほとんどの位置で Trs が Trr と近い値であることを意味する。近似線の勾配は

ほぼ 1 に近い。一部の位置（特に点 A、点 B、点 C）では、Trs と Trr は一致していない。

点 A は傾斜屋根に位置し、CAD モデルが再現された傾きは実際よりも勾配があるため、Trs

は Trr より約 10℃高くなった。点 B は太陽光パネルに位置する。太陽光パネルの熱収支と

放射率は複雑で完全に計算することが難しいため、6℃の誤差が生じた。点 C は、平らな屋

根の上に位置しているが、Trs は、材料の物理特性の再現誤差に起因して、Trr より約 8℃

低くなっている。本研究では、すべての建物の構成材料を調査し、それらの材料を複数の典

型的なカテゴリに分類したが、構成材料のすべての特性を正確に再現することには限界が

ある。 

図 2.19 に全画素に対して、Trs と Trr のヒストグラムを示す。ほぼ同じ温度範囲内で同

じピークが現れた Trs と Trr の分布は類似していた。このように同様の特性を有する結果

が得られたため、熱収支シミュレーションは基本的に Tr を再現することができると言える。

しかしながら、Trs と Trr の間にはいくつかの異なる点が確認された。Trs は、28℃及び

48℃により集中する傾向を示した。 Tr の分布はより分散的な傾向を示した。これらの類似

点と相違点については 2-6-3 で論じる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.18 夏季のサンプル点の Trs）と Trr との比較 
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図 2.19 夏季の熱画像の全ピクセルに対して Trr と Trs のヒストグラム 

 

 

2.6.2 冬季昼間の比較 

 

図 2.20 に冬季の熱画像に対して選択された地点の Trr と Trs の比較結果を示す。夏の場

合と同様に、大部分の点は y = x 線の付近にプロットされている。勾配は 0.99 で、夏季の

場合よりもやや低かった。それは冬季の大気の水蒸気圧は低いため、大気放射の反射が Trr

への影響が夏季の場合より大きくなる。点 A と B については、Trr 値は Trs より 8～10℃

高い。この違いは、夏季と同様に CAD モデルの屋根形状の再現誤差が原因であると考えら

れる。点 C と D については、反対の結果（すなわち、Trs の値は Trr より高い）が得られ

た。これは、周辺の建物によって陰となる地面である。 CAD モデルでは、該当地面近傍の

建物の高さに再現誤差があり、日向の地面となっているためである。また Tr が 5℃付近で、

Trr が Trs より小さい点が複数存在していることが確認できる。それは高層建築物の陰に位

置する点である。その原因について、5 章にて詳しく分析してゆく。 

図 2.21 に全画素に対して、Trs と Trr のヒストグラムを示す。夏季の場合と同様な傾向

が確認された。しかし、ピーク時の温度は、夏季よりも全体の範囲内の低い位置で現れた。

それは冬季の太陽高度が夏季より低く、建物の影がより広範囲に分布するためである。 
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図 2.20 冬季のサンプル点の Trs）と Trr との比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.21 冬季の熱画像の全ピクセルに対して Trr と Trs のヒストグラム 
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2.6.3 考察 

 

本項では、2.5 節による熱収支シミュレーションの結果の不確実性と、数値解析モデルの

利点と限界について述べる。本項はまた、上記の結果と Hénon et al.[2-23, 2-24]の結果と比較す

ることによって、重要な知見及び課題を明らかにする。 

図 2.19、夏季の場合のヒストグラムに対して、Trr は分散する傾向があり、Trs はより集

中的な分布を見せた理由は次の点であると考えられる。 

（1）航空機リモートセンシング観測で得られた熱画像にはミクセルがあり、それが放射温

度分布に影響を与えた。図 2.22 に特定エリアの Trs と Trr の熱画像の比較を示す。この部

分の熱画像は屋根と地面との境界を同じ位置にプロットしている。図 2.22（b）の Trr につ

いて、境界部分はミクセルが存在し、その放射温度は屋根の Trr より高く、陰の地面の Trr

が小さい値を表した。Trs を示す図 2.22（a）では、中間値を示すピクセルはなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.22 地表面温度の比較 (a) 数値シミュレーションによる Trs (b) 航空機リモートセン

シング観測による Trr 

 

 

（2）実際には街区の各構成材料には、物理特性にある程度のばらつきがある。熱収支シミ

ュレーションにて、構成材料のモデル化の方法は各材料の典型的な特性を適用した。さらに、

微気候としての表面近傍の気温・風速の分布は、Tr の詳細的な分布に影響する可能性もあ

る。ただし、Trs と Trr のヒストグラムは同じピークを有しており、典型的な材料と都市表

面の物理的特性が良好に再現されていることが示された。 

（3）空調設備、自動車排熱やその他の熱源機器などの人工排熱は、その周辺の表面におけ

る実際の Trr 値を高くし、それは熱収支シミュレーション上では再現されなく、Trs へ反映

されなかった。 

（4）熱収支シミュレーションは各表面メッシュから内部への伝熱は一次元の熱伝導を考慮

して計算した。 Trr の熱画像は、表面における三次元の熱伝導の影響も含むため、異なる

材料と日射条件との間の Trr の差は Trs より小さくなった。 
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冬季の場合、図 2.21 の Trr と Trs の違いの理由は次の点であると考えられる。 

（1）その差は主に、夏季の場合で言及したように、材料の物理特性によるものである。屋

根について、タイル張り屋根の典型的な特性を熱収支シミュレーションに設定した。実際は

同じタイル張りの屋根でも、色と日射反射率が異なる。地点 D の駐車場では、異なる日射

反射率及び熱容量が Trr に影響を与えた可能性がある。さらに、モデル上の建物形状の再現

性が結果に影響を与えた。地点 E では、実際に正午において隣の建物によって日陰となり、

低い Trr を有していた。しかし、建物の高さの再現誤差で、数値シミュレーションでは日向

となり、Trr より高い Trs を有していた。 

（2）冬季の場合にも人工排熱からの熱の影響が確認された。道路上では、車からの排熱に

より、近傍 Ts が高くなり、それはリモートセンシング観測の Trr に現れた。一般的な日本

の家屋は煙突を備えておらず、夏の場合とは対照的に建物からの人工排熱は見られなかっ

た。 

（3）約 5℃での Trr は、Trs より 2-4℃低くなっていることが確認できた。これらの地点の

大半は高層建築物及び隣の商業施設の北側の陰に位置し、その中の一部は北側街区の低層

建物に囲まれていて、それも高層建築物の陰に入り、日射が遮られていた。2.5.2 項では、

熱収支解析による夜間の大気放射冷却と構成材料の蓄冷（図 2.14（b））の影響を数値シミ

ュレーションで考慮した。しかし、Trr は Trs よりもはるかに低く、他に付加的な原因が考

えられる。Ts が低い地域は主に高層建築物の大きな影に現れるため、実際の日影空間では

低気温が形成されている可能性があると考えられる。この現象は、現在の熱収支シミュレー

ションモデルでは再現されなかった。それは気温・風速分布がモデル上で考慮されなかった

ためと考えられる。これは、5 章にて都市キャノピーにおける気温・気流の分布を考慮した

計算（CFD との連成解析）により検証してゆく。 Ts 形成に伴う都市空間の気温・風速分

布の重要性は、既往研究にてすでに理論的に説明されているが[2-14, 2-26, 2-27]、本研究では航空

機リモートセンシング観測結果と熱収支シミュレーション結果を比較することで実際の効

果をマイクロスケールで示している。マイクロスケールでの市街地の表面と微気候との間

の相互作用を明らかにするために、5 章では、具体的に対象市街地に対して、非等温数値流

体力学（CFD）解析による熱収支解析と CFD との連成解析を行う。本章の結果は、連成解

析における時間積分計算の重要性を示した。 

Hénon et al.[2-23, 2-24]の結果との比較は、類似点と相違点両方から、以下の知見が得られた。 

Hénon et al.は対象都市域の放射温度の観測値と計算値の散布図は、ほとんど 1：1 の線に位

置し、いくつかのクラスタに分類されることが示された。 また、有効面と屋根の反射率を

それぞれ 0.25 と 0.17 に導いた[2-23]。 小さな構造要素はシミュレーションに考慮されなか

った。 Hénon et al.はほとんどの構造物は平均温度に顕著な偏りをもたらさなかったが、分

散に寄与していると結論した[2-24]。また、観測値と計算値の温度差について、全ピクセルの

2/3 が 5℃以内であり、1/3 が 2.5℃以内であることを示した。 
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本研究では、放射温度の観測値と計算値が 1：1 の線の周りにプロットされていることも

示している（図 2.18 と図 2.20）。本解析で用いられている反射率は 0.1～0.5 であり、使用

された構成材料と物理特性が異なることを再現された。それにもかかわらず、散布図上の点

はほとんど近似直線上に位置し、夏季と冬季の両方で相関が高い（R2 = 0.93 と 0.84）。 

Hénon et al.と同じ基準[2-24]を使用すると、観測値と計算値の温度差について、全ピクセル

の 90％は 5℃以内であり、70％が 2.5℃以内である結果が得られた。詳細な空間形態と構成

材料を高解像度なシミュレーションに適用し、航空機リモートセンシング観測による高分

解能熱画像から均質なピュアピクセルを選択して比較することによって、シミュレーショ

ン結果が観測結果に近づいたことが示された。その違いは、シミュレーションモデル上では

許容可能であるとみなされる。 

Ts 形成メカニズムについて、Hénon et al.は、日影面と日向面、表面の種類、反射率の影

響、ミクロとマクロの不均一性が Ts の違いにもたらす影響を示した。本研究は、これらの

点だけでなく、材料の熱容量の影響を考慮した蓄熱／蓄冷効果も分析した。特に、高層建築

物の日影空間の表面に低い Tr が存在し、それは日射遮蔽と舗装材（アスファルト）や屋根

材（コンクリート）による蓄冷の可能性があり、すなわち、空間形態（高層建築物）と構成

材料（高い熱容量）による作用であることを示唆した。日影にある舗装における Tr のシミ

ュレーションの過大評価は、Hénon et al.も指摘したが、その理由は詳細的に議論されなか

った。それは上記の原因により特定することができる。シミュレーションモデルの限界とし

て、対流熱伝達率の単純化、土壌水分のモデル化の不足、及び建物と車からの人工排熱の無

視は、Hénon et al.の研究と本研究で議論された。 

複雑な空間形態や構成材料を含む実在の都市空間では、航空機リモートセンシング観測

と点レベルの比較によって、大部分の場所において、熱収支シミュレーションモデルが Ts

分布を効果的に再現することが確認された。一方、高層建築物の日影空間において、航空機

リモートセンシングは低温域を観測した。この低温域は現在の熱収支シミュレーション上

では十分再現できなかった。それは解析モデル上、都市キャノピー空間内の気温・風速分布

を一様と仮定したことに原因があることを考察した。 
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2.7 まとめ 

 

本章では、都市部における Tr 分布の特性を分析すするうえで、Tr に見られる高層建築物

の影響を確認し、周辺の放射温度分布を把握することを目的として、リモートセンシング観

測と熱収支解析を行なった。それらの間で比較することを通して、都市表面の Ts を評価す

るために、シミュレーションモデルの能力と限界も確認した。既往研究と比較し、本研究で

発展した部分も確認した。 

1) 航空機リモートセンシング観測の方法及び観測結果を示した。 

2) 数値シミュレーションのモデリング方法及び計算アルゴリズムを示した。 

3) リモートセンシング観測の結果及び数値シミュレーションの結果それぞれに対して、

Tr の再現性を検討し、高層建築周辺の放射温度、及び高層建築が放射温度に与える影

響を確認した。 

4) リモートセンシング観測から、高層建築物が周辺地域の放射温度の影響は夏季より

も、太陽高度の低い冬季が広範囲で日陰となり、日中でも放射温度が気温より数度低

い箇所を多数確認した。この現象に対して、3 章の冬季実測にて地上レベルで各熱収

支成分を詳しく確認してゆく。 

5) 熱収支解析とリモートセンシング観測値の比較を通して、放射温度分布の大部分に良

い対応が見られたが、一部の箇所では両者に違いが現れた。モデル上再現できない部

分以外に、長時間の日陰による地表面の蓄冷や高層建築物周囲に特有の微気候の影響

を受けている可能性があることが示唆された。すなわち、数値シミュレーション上で

キャノピー空間内の気温（Ta）と風速（V）を一定と仮定しているため、高層建築物

周囲に特有の微気候が正確に再現できないことが示唆された。この点について、4 章

にて熱収支解析と CFD との連成解析により明らかにする手法を検討する。 
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2 章の付録 

 

熱収支の計算式： 

 

各表面における熱収支 

𝑅𝑆 +𝑅𝐿 +𝑄𝐻 +𝑄𝐸 − 𝑄𝐺 = 0 

𝑅𝑆 = 𝑎𝑠𝑢(cos𝜃 ∙ 𝐼𝐷𝑅 + 𝐹𝑠𝑘𝑦𝐼𝑆𝑅 + 𝐼𝑅𝑅) 

𝑅𝐿 = 𝐹𝑠𝑘𝑦𝑅𝐿𝑎 + 𝑅𝐿𝑤 − 𝜀𝑠𝜎𝑇𝑠
4 

=𝐹𝑠𝑘𝑦(𝑅𝐿𝑎 − 𝜀𝑠𝜎𝑇𝑠
4) + (𝑅𝐿𝑤 − 𝐹𝑤𝜀𝑠𝜎𝑇𝑠

4) 

𝐹𝑠𝑘𝑦 + 𝐹𝑤 = 𝐹𝑠𝑘𝑦 + ∑ 𝐹𝑖
𝑛
𝑖=1 =1, 

𝑅𝐿𝑎=𝜀𝑠𝜎𝑇𝑎
4 ((𝑎 + 𝑏√𝑒) (1 −

𝑐

10
𝑚) +

𝑐

10
𝑚), 

𝑅𝐿𝑤=𝜀𝑠 ∑ 𝐹𝑖𝜀𝑤𝑖𝜎𝑇𝑤𝑖
4𝑛

𝑖=1 , 

𝑄𝐻 = 𝛼𝑐(𝑇𝑎 − 𝑇𝑠), 

𝑄𝐸=lβk(𝑋𝑎 −𝑋𝑠)  (濡れた表面、緑化した表面、本研究では𝑄𝐸= 0), 

𝑄𝐺= −λ
𝜕𝑇

𝜕𝑥
 

 

一次元非定常熱伝導 (各表面内部) 

𝜕𝑇

𝜕𝑡
=

λ

𝐶𝜌

𝜕2𝑇

𝜕𝑥2
 

 

建物内部の境界条件 

−λ
𝜕𝑇

𝜕𝑥
= 𝛼𝑜(𝑇𝑠𝑟 − 𝑇𝑟) 

 

用語： 

RS 正味放射量 [W/m2] 

RL 正味長波長放射量 [W/m2] 

RLa 大気放射量 [W/m2] 

RLw 周辺の建物や地面からの長波長放射量 [W/m2] 

QH 対流熱伝達量（顕熱流量） [W/m2] 

QE 潜熱フラックス [W/m2] 

QG 伝導熱 [W/m2] 

T 温度 [K] 
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asu 日射吸収率 [-] 

𝜃 直達日射の入射角 [rad] 

IDR 直達日射量 [W/m2] 

F 形態係数 [-] 

Fsky 天空率 [-] 

ISR 天空日射量 [W/m2] 

IRR 反射日射量 [W/m2] 

ε 長波長放射率 [-] 

σ ステファン・ボルツマン定数 [W/(m2K4)] 

a,b ブラントの式の定数 [-] 

e 地表面近傍の水蒸気圧 [Pa] 

c 雲量 (0 ≤ c ≤ 10) [-] 

m 雲高係数 [-] 

αc 対流熱伝達率 [W/(m2･K)] 

l 蒸発熱 [J/kg] 

β 蒸発効率 [-] 

k 物質伝達率 [kg/(m2s(kg/kg’))] 

X 絶対湿度 [kg/kg’] 

λ 熱伝導率 [W/(m･K)] 

Cρ 容積比熱 [W/(m･K)] 

αo 全体の熱伝達係数 [W/(m2K)] 

Tsr 室内側の表面温度 [K] 

𝑇𝑟 室温 [K] 

下付き 

s 表面  

a 大気 

w 周辺の建物や地面 

n 長波長放射を放出する地物の総数 
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注釈 

 

注 2-1） 高層気象台による観測は 9 時と 21 時に行われる。昼間は一定の気温逓減率を仮定

し、リモートセンシング観測時の地上気温を用いて計算を行った。日没後について

は、夜間大気放射冷却により鉛直温度勾配が変わり一定の逓減率を仮定できない

ため、21 時に観測された気温の鉛直分布を用いて計算を行い、結果を参考として

使用した。 
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3.1 はじめに 

 

2 章の航空機リモートセンシング観測と数値シミュレーションによる対象市街地の放射

温度の把握について、高層建築物の日影空間における放射温度の解析値よりも観測値のほ

うが 5℃程度低いことが確認できた。すなわち、実態の表面温度（Ts）が数値シミュレーシ

ョンより低いことが確認できた。この現象の形成要因を調べるために、まず、現地で Ts の

形成を決める各熱収支成分を調べる必要があると考えられる。したがって、本章では高層建

築物周辺に形成される温熱環境の実態を明らかにするために、冬季における温熱環境の実

測を行った。 

本章の構成は以下の通りである。 

1) 移動観測による実測方法を検討する。 

2) 高層建築物の日影空間を含む周辺街区における気温・風速分布及び他の熱収支成分の

実態把握と分析を行う。 

3) ２章で提示した高層建築物の日影空間には地表面の蓄冷や高層建築物周囲に特有の微

気候の影響を受けている可能性に対し、実測にてそれを明らかにする。 

また既往研究と比べて、単棟の高層建築物の冬季の微気候へ及ぼす環境影響を議論する

ために、以下の研究課題が残されており、明らかにするべきである。 

1）高層建築物の周辺でどのような放射収支と微気候が形成されているか？ 

2）高層建築物が周辺街区の放射収支や微気候に及ぼす影響はどの程度か？ 

したがって、本章は現地での気温（Ta）や放射収支の移動観測により、高層建築物周辺に

形成される温熱環境の特徴を詳しく明らかにしてゆく。 
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3.2 実測方法（移動観測） 

 

実測には定点観測と移動観測に分けることができる。定点観測[3-1]は限られた点しか観測

できなく、ただし、観測地点における各観測項目の時系列変化を確認できる。それに対して、

移動観測は各観測項目が広範囲での分布を得ることが可能である。ただし、実測の間で気象

条件が変化することが考えられる。また既往研究で定点観測の方法を用いられていた研究

は天空率など空間の形態との関係に着目したものが中心である[3-1～3-4]。街路やオープンス

ペースにおける温熱環境の主要な形成要因となる放射収支などの詳細分布を把握するには、

定点観測によりも移動観測による都市域における空間分布（主に下向長波放射量）を把握し

ようとする試みが多く見られる[3-5～3-8]。 

2 章（図 2.1）で紹介したように、対象市街地は日本の典型的な地方中小都市であり、単

棟の高層建築物と周辺の低層街区が混在する特徴がある。こうした単棟の高層建築物の周

辺の微気候の特徴を把握するためには、広範囲にわたって各熱収支成分を把握必要がある

ため、定点観測での把握は困難であると考えられる。したがって、移動観測は、各熱収支成

分のデータを取得するために実現可能で有効な方法であると考えられている。 

都市部の温熱環境を把握するための実測に関する既往研究では、Ta 分布に着目したもの

は比較的多く見られ、時空間的な分布特性が調べられてきている[3-9～3-12]。都市部における

ヒートアイランド（UHI）の空間構造に関する調査でも Ta 分布がよく観測されてきた[3-13～

3-16]。他に、複数の研究では、都市構造が UHI へ及ぼす放射影響を説明するために、下向き

長波長放射の分布が明らかにされてきた[3-5, 3-17]。一部の研究では、局所的な Ts と Ta の分

布との関係を調べるために、航空機から観測した Tr データと移動観測で得られた Ta を用

いた[3-18～3-20]。上述のように、単棟の高層建築物の影響を評価するには、Ts、微気候、及び

放射収支の関係が重要である。したがって、2 章で行った航空機リモートセンシングによる

Tr 観測以外も微気候及び放放射収支成分の移動観測を行う必要があると考えられる。 
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3.3 実測方法及び実測当日の気象条件（実測の概要） 

 

移動観測の対象市街地は 2 章と同様（図 2.1）であり、観測日は冬季の晴天日である 2016

年 1 月 20 日である。図 3.1 にアメダスから得られた観測日の気象条件を示す。リモートセ

ンシング観測日に比べて１日の最高気温は 3.5℃低く。風は強い日であった。具体的に実測

当日の平均気温は 2.3℃、日最高気温は 7.3℃であり、平均風速は 2.7m/s である。主風向は

西である。1 月の土浦市の日最高気温の平均は 9℃程度、風速は 2.0 m/s 程度であり、この

条件に比べても気温が低めで風がやや強い日であったが、1 月下旬の平均日平均気温 2.4℃

と平均日最高気温 7.7℃、平均風速 2.2m/s から見ると、この時期にとっては風速がやや高

いが気温は平均的であると判断できる。また 1 月の 31 日中風向が西の日数は 11 日である。

よって、この日の条件は典型的な冬日と考えられ、平均条件とやや違いがあっても、高層建

築物の日影空間をはじめ、対象市街地の冬季における Tr と微気候の特徴を議論することが、

可能であると考えられる。表 3.1 に観測項目と使用機器を示す。Ta、Rh、V、下向と上向の

短波放射量(S↓, S↑)と長波放射量(L↓, L↑)を観測した。Ta の観測には PC ファンによる

自作の二重筒式強制通風筒を用い、気温センサーに Ø 0.1 mm の熱電対を用いることで、放

射の影響を除去した。移動観測は自動車を用いた観測が見られる[3-11, 3-12]が、本研究では、

狭い路地が存在する低層住宅地や駐車場などを通るため、自転車による移動観測を行った。

観測機器を図 3.2 のように自転車の前かごに取り付け、自転車を一定の速度で押して歩い

た。観測者は自転車の左側から押すようにし、人の日陰の影響は入らないよう配慮した。ま

た、自転車の日陰や形態係数も小さいことを確認した。移動速度とセンサーの時定数を考慮

して観測間隔を 2 秒としてデータを取得した注 3-1) 注 3-2)。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.1 移動観測日の気象条件 
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表 3.1 移動観測の観測項目と使用機器 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2 移動観測用自転車の模式図 

 

 

図 3.3 に移動観測のルートを航空写真上で示す。駅前、高層建築物及び隣接する商業施設

の前、北側市街、旧市街を網羅するように観測を行った。観測は 2 名で行い、1 名が自転車

を押し、もう 1 名はチェックポイントを通過した時刻を記録した。チェックポイントは数

十メートルの間隔で設定された。道路の曲り角、横断歩道における横断の開始と終了地点、

及び建物の正面入口がチェックポイントとして設定された。10 時 30 分、12 時、15 時、17

時、19 時を観測時刻に設定し、各時刻を中心とする 30 分間（観測時刻±15 分）に観測を

行なった。安定した気象条件であったため、観測時間内における上空の気象変化の影響は小

さいことを確認した。チェックポイントと通過時刻をもとに、各観測値に位置情報を与えた。

すなわち、チェックポイントの位置情報を地図から取得し、記録地点間は速度一定で均等に

観測値が存在するとした。 
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図 3.3 対象市街地の写真及び移動観測のルート 

 

 

3.4 移動観測の結果 

 

2 章のリモートセンシング観測の結果から、対象市街地ではエリアごとに特徴が異なると

考えた。また、本節では移動観測の結果を分析することによって、日影空間を中心としたエ

リアで Tr が低いことを微気候と放射収支成分の移動観測で明らかにする。微気候と放射収

支成分はエリアごとで異なると予想され、観測ルートを図 3.4 のような区画に分けて特徴を

考察する。また、高層建築物の等時間日影図（図 3.5）注 3-3)も考慮して分析を行う。この地

区は商業地域のため、日影規制は適用されていないが、2 時間以上の日影時間は北側市街地

にはほとんど及んでいないが、2 章の結果から 1–2 時間程度の日陰であっても温熱環境に大

きく影響している可能性がある。 
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図 3.4 移動観測ルートの区画への分割 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.5 4 m 高さにおける高層建築物の等時間日影図（冬至日） 
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 図 3.6 に各観測時刻の結果をルート上にマッピングして示す。3 次元 CAD モデルから導

いた高層建築物の影の位置も併せて図上で示す。昼間において、調査対象市街地の Ta の範

囲は Ta'の範囲と同等であった（図 3.6 と図 3.1）。 逆に 17:00 と 19:00 の間においては、

観察された Ta 値の大部分は、Ta'よりも高かった。それはアメダスサイト周辺に熱容量の

低い材料が対象市街地より多く存在したためであると考えられる。したがって、Tr≦Ta'の

物質については、Tr と対象市街地における Ta の差が Tr と Ta'の差よりも大きい（Ta'の代

わりに対象市街地における Ta を用いると、Ta より低いピクセルがより多く抽出される）

と考えられる。10 時や 12 時においては Ta の差が 2 °C に達しており、それほど広くない

市街地の中でも大きな分布がある。区画 A_駅前は午後に高温の状態が続く、区画 C_商業施

設前は午前中から正午にかけて非常に低温、区画 J_旧市街南側は 10 時では最も Ta が高い

が 19 時では最も低いなどエリアごとに異なる特徴が見られる。高層建築物の下ではどの時

刻においても V が大きく、ビル風が生じていると考えられる。S↓から日陰の分布が読み取

れる。12 時において、南側に建物が隣接する道路が日陰になっているが、区画 F_北側市街

内部も一面日陰になっており、高層建築物の影響が 130 m 先まで及んでいることが確認で

きる。L↓の差は 60–80 W/m2 であり、天空率の違いが影響していると考えられる。区画 C

の東側は常に L↓が大きいが、これは歩道の上に屋根が設置されたためである。この屋根は

可視光を透過する素材でできており、リモートセンシング観測時には設置されていなかっ

た。L↑は主に地面の Ts に関係しており、Ta の分布によく対応している傾向が見られる。 

高層建築物の日影空間について、S↓、Ta、L↑が小さいことから、受熱日射量が小さく、

低温（気温と表面温度の低下）の状態が 1 日中を通して続いたことがわかった。高層建築物

による日陰空間で、L↑（地表面の放射温度に依存）が周辺地域より小さい結果は、2 章の

航空機リモートセンシング観測結果と一致するものである。その場所の Ta は周囲より低く、

上空気温（Ta’）よりも低い結果は、航空機リモートセンシング観測から示唆された可能性

を裏付けるものである。10:30 の S↓と Ta と L↑を見ると、旧市街地の北側（灰色の枠）

はこの時間帯で高層建築物の日影に入り高層建築物近傍の日陰空間と同程度に日射量が小

さいところが確認できたが、Ta は周囲と大きな差がなく、高層建築物の日陰空間よりも 1℃

から 2℃程度高くなっている。また高層建築物の周囲は V も高いことから、高層建築物の

日陰空間において局所気温が低くなっていることは、長時間の日陰となり、近傍空気と低温

の地表面との局所的な熱交換により冷気が生成し続けられているためであることが示唆さ

れる。 

上記で観測された高層建築物の日陰空間における局所気温が低くなっている現象に対し、

これが近傍空気と低温の地表面との局所的な熱交換によるものか、また低温の地表面には

構成材料の蓄冷現象の影響がどの程度含まれているか（2 章の航空機リモートセンシング観

測から示唆された）を 5 章の 24 時刻の連成解析手法で明らかにする。 
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気温（Ta）          風速（V）      下向き短波長放射（S↓） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.6 移動観測の結果。 黒い線は、高層建築物が該当時刻に落す影の輪郭を示す。 破線

は、商業施設の前に建設された大きな屋根を表す。 区画区分も示されている（A～J）。 
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上向き短波長放射（S↑）    下向き長波長放射（L↓）   上向き長波長放射（L↑） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.6 移動観測結果（続き） 
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3.5 各区画における観測結果の分析 

 

各区画における観測結果を分析する前に、実測データのばらつきについて検討する。図

3.7 の(a)、(b)に移動実測対象日のそれぞれ風速と気温の時系列変化を示す。図から、気温

に対して、実測対象時刻では、上空気象データがほぼ変動がないことが明らかになった。風

速については、気温よりばらつきが大きいが、日変化に対して、測定の 30 分間の変化が限

定的と判断できる。12 時の実測については、高層建築物の日影空間を通る時刻は 12：00 前

後であり、その時の上空風速は前後の時刻と比べ最も小さいことがわかった。一方、実測結

果では高層建築物の日影空間でその他のエリアより高い風速が観測された。ただし、実際の

微気象としては風向・風速と気温の時間変動はあると確認したので、下記の分析においては

実測エリアを各特徴のある区画に分類し、それぞれの区画に対して、実測値の平均化を行っ

た。 

 

(a) 

 

 

 

 

 

 

(b) 

 

 

 

 

 

 

図 3.7 実測対象日の風速・気温の時系列変化 

 

図 3.8 に観測結果を各区画で平均した値の日変化を示す（以下、空間平均的な値を示す場

合Ta̅̅̅̅ のように表記する）。区画 A（駅前）では、地面がアスファルト舗装に覆われていて、

南に建物がないため、12:00 から以降S↓̅̅ ̅が増加し、L̅↑が大きい状態が夜まで続き、Ta̅̅̅̅ も高

く保たれている。区画 B_商業施設向側では，午前中に区画の東側に日射が当たりL̅↑が大き

くなるが，Ta̅̅̅̅ はあまり上がっていない．区画 C は高層建築物と商業施設のすぐ北側にある

歩道である。この区画ではS↓̅̅ ̅とL̅↑が 1 日中最も小さい。V̅は大きいが、流れ込んだ空気が
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高層建築物の日影の壁面や地面によって冷却されたことからTa̅̅̅̅ も低くなっている可能性が

あると考えられる。Ta̅̅̅̅ は 10:30 と 12:00 に最も低い。（また、冷却された空気が流れ込んだ

可能性があるために区画 B のTa̅̅̅̅ も低かったとみられる。）区画 C は透明な屋根でも長波長

放射に対して透過できないため、図 3.6 によると、屋根が設置された場所においても L↑は

屋根が設置されてない場所より小さい。大気放射冷却が低い Ts の形成にとって重要である

ことを示している。一方、屋根の下と屋根の外の Ta の差は小さかった。L̅↑は 19 時まで小

さい状態が続くが、Ta̅̅̅̅ は他の区画に比べて低くはない。旧市街に多く見られる木造建物の屋

根面のように Ts が急激に下がる材料がないこと、風が強く空気の混合が盛んであることが

要因と考えられる。 

 区画 D_旧市街北側は日射が当たりにくく、L̅↑が小さい状態が続いた。しかしながら、

12 時以降のTa̅̅̅̅ は高い。歩道沿いの RC 造建物の屋根面の温度が下がりにくいことが影響し

ている可能性がある。また、リモートセンシング観測時には建物が存在したが、移動観測時

には駐車場に変化した場所も存在した。区画 E_北側市街西側には昼から日射が当たり、L̅が

大きくTa̅̅̅̅ も比較的高い状態が続いた。区画 F（北側市街地内部）では、高層建築物の影響で

12 時に日射が得られなく、S↓̅̅ ̅が低かった。S↓̅̅ ̅分布は高層建築物の日影図（図 3.5）と一致し

ていることから、高層建築物と 130m 離れた場所にも高層建築物の日影に入っていること

が推測される。高層建築物と隣接する道路（区画 C）と旧市街における低層建物と隣接する

道路（区画 D）や、一日を通して日射が当たりにくい建物に囲まれた駐車場（区画 H）につ

いでL̅↑とTa̅̅̅̅ が低い。1–2 時間程度の日陰（図 3.5）であっても L↑だけでなく Ta にも影響

している。午後には日射が当たるようになりL̅↑が増加するが、17 時以降Ta̅̅̅̅ は低い。木造建

物（区画 F のうち北側のルートに隣接する建物（図 3.3））の影響や区画内の比較的高い建

物に隣接する地面の蓄冷の影響と考えられる。この場所は高層建築物から 70m 離れた居住

空間であり、それでも厳しい温熱環境が形成されていることが示されている。高層建築物の

温熱環境への影響は数十 m までに及ぶと推定されている（3.1 節の課題（2））。 

 区画 F の隣に存在する駐車場（区画 G_北側駐車場 1）では、10～12 時に日射を受けて

L̅↑が大きくなりTa̅̅̅̅ も上昇した。しかしながら、午後からは高層建物の日陰に入りL̅↑は減

少してゆく。日射が当たる時間が短いためにあまり蓄熱していないと考えられる。15 時に

おいてL̅↑が小さいにも関わらずTa̅̅̅̅ は比較的高い。一方、17 時では全区画の中で最もTa̅̅̅̅ が

低い。V̅のグラフによるとこの場所は風が弱く、空気の混合が少なく徐々にTa̅̅̅̅ が低下したと

考えられる。その隣の駐車場（区画 H_北側駐車場 2）では、一日を通して日射量が少ない

傾向がある。これは午前には東側の建物の影響を、昼からは高層建築物の影響を受けるため

であり、L̅↑が小さくTa̅̅̅̅ も低い状態が一日中続く。15 時からは商業施設の前（区画 C）より

もTa̅̅̅̅ が低いのは、区画 C に比べると風が弱いためと思われる。これらの駐車場の周囲には

住宅も存在しており、日射が得られず Ts が低いだけでなく実際に Ta も低くなっており、

高層建築物が低温の居住空間をもたらしていることを確認できた。この場所の日影時間は 2
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時間程であり（図 3.5）、この程度の日影時間であっても温熱環境への影響は大きい。 

 区画 I_旧市街内では，10 時から 12 時において日射があたり、S↓̅̅ ̅とL̅↑が大きくTa̅̅̅̅ も高い。

午後もL̅↑が大きい状態が続くが、17 時からはTa̅̅̅̅ が低い。リモートセンシングの結果（図

2.8）で述べたように、屋根面の温度が急激に下がる木造建物が分布していることが影響し

ていると考えられる。区画 J では、区画 I よりもさらにTa̅̅̅̅ の変化が大きい。10 時、12 時に

は最もTa̅̅̅̅ が高く、19 時には最も低い。これは区画 I と同様の理由であるが、区画 I には駐

車場も隣接するのに対し、区画 J は多くの木造建物に囲まれており区画としての熱容量が小

さかったためと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.8 各区画における観測結果の平均値の日変化 

 

 

 

3.6 気温と他の観測項目の関係  

 

Ta が Ts に及ぼす影響は広範囲な大気・熱現象、地域スケールの大気・熱移動に依存す

る。 どの要因がより支配的であるのかは、大気安定度、風環境、空間形態によって異なる

が、ここでは Ts、局所微気候、及び放射収支の間の関係性から確認される。気温場の形成

要因を考察するために、各時刻の全ての観測点の結果を対象に Ta と他の観測項目の相関係

数を調べた（図 3.9）。17 時と 19 時においてはどの項目も Ta との相関は低いが、10 時か

ら 15 時においては L↑が高い相関を有する。そこで Ta と L↑の関係を詳しく見るために



 

 

第 3 章 冬季における高層建築物周辺の温熱環境の実測 

 

63 

 

区画ごとに両者の散布図を作成した。 

 図 3.10 に各時刻の Ta と L↑の関係を示す。グラフの 1 点が 1 つの観測点の結果を表す。

前述のように、移流は Ta の分布に影響を与えたが、Ta の回帰直線を求めると、L↑は 15:00

まで Ta によく一致した。回帰直線の傾きは、10:30 から 17:00 まで徐々に減少した。10:30

から 12:00 については，S↓（日向と日陰）の違いによる Ts の大きな違いが Ta の違いを引

き起こした可能性が高い。12:00 以降では、日射量の減少や日陰の部分が増えたことにより、

Ts が高かった場所で Ts が大きく低下し。それは日影における蓄冷の影響が Ts を影響した

と推測される。特に区画 C ではその影響が大きいと見られる。それによって、全体的に Ta

の差が小さくなったとみられる。17 時においては Ta と L↑の間に関係がほとんどなくな

った。特に区画 I と J では、道路の Ts は高いままであったが、大気放射冷却により周辺木

造建物の屋根面の Ts が低下し、Ta の低下につながったためと考えられる。19 時には再び

傾きが生じており、区画 A や区画 B の蓄熱の影響と考えられるが、ほとんど相関は見られ

ない（図 3.10）。要するに、日射による Ts の増加は、15:00 まで局所 Ta に影響を及ぼし、

日没時に Ta と Ts の相関が消えた後、夜間に Ts と Ta に対して熱容量の影響が顕著になっ

た。これらの結果は、昼間における低い Ts が局所的に低い Ta との相互作用によって引き

起こされたという仮説を裏付けている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.9 気温 Ta と他の観測項目の相関 
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図 3.10 各時刻において、気温 Ta と上向長波放射量 L↑の関係 

 

 

3.7 実測値とリモートセンシング観測平均値との比較 

 

 上記の結果や 2.5.2 項の結果から観測点近傍よりもその周辺を含むエリアの Ts の Ta と

の関係が推測された。そこで Ta とリモートセンシングによる空間平均的な Tr の関係を調

べた。図 3.11 に各区画のTa̅̅̅̅ とTr̅̅̅の関係を示す。Tr̅̅̅を用いたことによる変化を示すためにL̅↑

との関係も示す。Tr̅̅̅には観測ルートから約 15 m の範囲に含まれる Tr を用いた。このとき

次のピクセルは除いた。放射率が低い材料、区画 A・区画 B・区画 E（熱画像において建物

の倒れ込みの影響が見られたため）、区画 G（駐車場内に存在した建物が移動観測時には撤

去されていたため）。リモートセンシング観測日と移動観測日は異なるため日射の当たり方

などに多少の差はあるが、観測ルートに隣接する建物の影響などは確認することができる

と考えられる。 

 12 時においてL̅↑とTr̅̅̅はともにTa̅̅̅̅ と関係している。Tr̅̅̅を用いた場合には、区画 J がTa̅̅̅̅ 、Tr̅̅̅

ともに最も高く、屋根面の高い Ts が街路の Ta の上昇に寄与したことを示す結果である。

区画 F のTa̅̅̅̅ が高いのは、午前中に日射を受けて Ts が高かったためと考えられる。17 時に

おいてL̅↑とTa̅̅̅̅ には相関がないが、Tr̅̅̅とTa̅̅̅̅ の間には相関が見られる。L̅↑から輝度温度を求

めると、区画 H と区画 I の差は 2 ℃程度であるが、Tr̅̅̅では 1℃の差であり、両区画の気温

の差が小さいことと整合している。また、気温が最も高い区画 D はTr̅̅̅も最も高い。壁面の
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影響や Ta への各地物の影響範囲については 5 章での検討が必要である。 

 以上のようにいずれの時間においても空間平均的な Tr と Ta の間に相関が見られた。す

なわち、高層建築物の日陰は Ts に影響するだけでなく、その場所に低温な空間を形成する。

またそのような温熱環境を議論する際、街区としての熱容量も重要であることが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.11 各区画における気温の平均値(Ta̅̅̅̅ )と長波放射量の平均値L̅↑およびリモートセンシ

ング観測による放射温度の平均値(Tr̅̅̅)の関係 
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3.8 考察 

 

区画 I と J において、17:00 と 19:00 に観測された道路レベルでの Ts と Ta 間の上記の不

一致に関して、Parlow et al.[3-21]は、地上と屋根レベルでの Ta の差を指摘した。屋根の Ts

が地面の Ts よりも高かったにもかかわらず、屋根付近の Ta は地面付近よりも低かった。

しかしながら、Parlow et al.は、平均的な建物の高さは 15-18m であったが、地上から 33m

の高さで測定された Ta を屋根レベルの Ta として使用した。 Johansson[3-22]は、屋根の大

気放射冷却によって、キャニオンへ流れ込む冷気が、ストリートキャニオンの夜間温度が著

しく低下することを示した実験結果により説明できることを示唆した。同様な議論は本章

の結果にも適用できると思われる。 17:00 と 19:00 に Ta の分布の原因を議論するために、

Ta が記録された地点周辺の航空機リモートセンシング観測の Tr と比較することができる

（3.7 節）。ただし、商業施設北側の歩道の上に屋根が新しく設置されたこと、材料の低放射

率による Tr が Ts より顕著に小さい場合、リモートセンシング観測と移動観測の間に発生

したいくつかの土地被覆の変化などがあるため、誤差を考慮すべきである。 

航空機リモートセンシング観測から得られた熱画像の空間分解能による Tr と Ta の関係

の差異を議論する必要がある。Coutts et al.[3-23]は、0.5m の空間分解能を持つ航空機リモー

トセンシング観測から得た Tr データと深夜における自動車観測による Ta 分布を用いて、

夏季の都市域のホットスポット（Ta が比較的高い地域）を検出するために、航空機リモー

トセンシングの能力を調査した。Coutts et al.は、高空間分解能の Tr データは、ホットスポ

ットを検出するために、より粗い解像度（> 30m）に集めるべきであると結論付けた。2 章

と本章は、高い空間分解能の Tr データが、昼間に日陰になる場所が多い冬季における都市

部の Ta 分布を議論するのに有利であることを示し、さらに、日影空間における Ts と局所

的に低い Ta との相互作用がある可能性を示唆した。 

10:30 と 12:00 は、昼間に広範囲スケールの不安定層による熱対流で、鉛直方向と水平方

向の気流拡散が加速され、対象市街地の中の Ta の差、及び L↑と Ta の相関は、本来小さ

くなるはずである。しかし、その相関が大きく、低い Ts がある地域では Ta が局所的に低

い結果を示した。この傾向は、高層建築物と隣接する商業ビルの前で高まった。 Kanda et 

al.[3-24]は、高密度の低層建物を含む都市キャノピーでは、キャノピー外の大気が昼間に不安

定であってもキャノピー内の空気が安定していることを示している。本章の結果から、高層

建築物と商業施設の北側の歩道のようなキャノピーの外に開いた空間でも、Ta が周囲の Ta

よりも低い低温な環境が形成されることを示した。日中、周囲の建物や高層建築物の影にな

っている高層建築物から数十 m 離れた場所であっても、Ta は対象市街地の他の地域と比べ

て低かった。 

これまでに、都市部の熱容量は夜間の都市ヒートアイランドの観点から論じられてきた

（Runnels et al.[3-25]、Oke[3-26, 3-27]）。キャノピーの外側と比較してキャノピー内部の Ta が



 

 

第 3 章 冬季における高層建築物周辺の温熱環境の実測 

 

67 

 

低いことを示す研究（Bourbia et al.[3-28]、Johansson[3-22]、Georgakis et al.[3-29]）では、日射

と気流分布は低 Ta を引き起こす主な原因として示されている。都市キャニオンにおける熱

収支の詳細な測定を行う研究（Nunez et al. [3-30]、Yoshida et al. [3-31]）では、夏の蓄熱が主に

問題視されてきた。しかし、本章の研究結果からは、持続的な日影、長期間にわたる大気放

射冷却、街区構成材料の高い熱容量、及び Ts と局所 Ta との相互作用の可能性によって、

日中では日影地域において顕著に低い Ts が形成されていることを示唆した。本章の結果は、

発生頻度や複雑な熱・気流現象である低 Ts と Ta の詳細な生成メカニズムを解明するには

不十分であった。したがって、今後の研究では、様々な気象条件での多点（水平、鉛直）観

測が必要と考えられる。また、5 章では、都市キャノピーの空間形態と構成材料、地面と壁

面の蓄熱／蓄冷、そして表面と大気との相互作用を考慮した三次元の数値シミュレーショ

ンを実施する。 
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3.9 まとめ 

 

移動観測により、高層建築物周辺を含む対象市街地における気温（Ta）、風速（V）及び

熱収支成分に対して、実測・分析を行った。2 章の航空機リモートセンシング観測から得ら

れた放射温度（Tr）と併せて、高層建築物周辺の冬季における温熱環境に実態把握をした。

冬季と夏季の Tr 分布から、高層建築物の影が冬季の Tr 分布に大きな影響を与えているこ

とがわかった。冬季において、長時間日射遮蔽された区域では、熱容量の大きい舗装の昼間

の Tr は著しく低く、表面温度（Ts）は放射率を考慮すると Ta よりも低いと考えられ、蓄

冷が Ts に影響を及ぼしている可能性が高いことを示している。特に、高層建築物と隣接す

る商業施設の北側歩道では午前から正午にかけて気温も低く保たれることが明らかになっ

た。ビル風の影響を受けるにも関わらず、同じ市街地内の日向に比べて 2℃以上低かった。

長波放射を遮蔽する屋根が設置されたにも関わらずこのような低温な空間が形成されたこ

とから、屋根の下の地表面への蓄冷の影響と考えられる。高層建築物の影響範囲については、

周辺の建物や高層建築物などで長時間遮蔽されていた数十 m 離れた場所でも、Tr と Ta の

上昇は抑制されていた。これまで主に都市の熱容量は夜間のヒートアイランドの観点から

問題点が指摘されてきたが、このように局所的には冬季の蓄冷についても温熱環境を議論

する上で重要であることが示される結果である。 

高分解能のリモートセンシングデータからの Tr と局所微気候及び放射収支との関係につ

いては、昼間において Ta の分布は上向き長波長放射（L↑）の分布によく一致した。建物

密度が低い市街地であっても、日中 Ts が比較的低い地域では、局所的に低い Ta が形成さ

れる可能性がある。Ts と局所的に低い Ta との間の相互作用は、極端に低い Ts の重要な形

成要因であることを示唆している。例えば、高層建築物の北側の地区では、日中は日陰によ

り表面温度の上昇が抑制され、それがその場所の気温に大きく影響していた。日没後は木造

建物が多く分布する地区で Ta の低下が顕著であったが、道路の L↑（Ts）は依然として高

く、L↑と Ta の相関関係は消えた。リモートセンシングの Tr データから読み取れる大気放

射冷却による木造住宅の屋根の Ts の減少は、道路レベルでの Ta に影響を与えたと推測さ

れた。 

本章は高層建築物の日影空間において、Ta が低いこと、すなわち、冷気が生成されてい

ることを確認した。また持続的な日影、長期間にわたる大気放射冷却、街区構成材料の高い

熱容量、及び可能性のある Ts と局所 Ta との相互作用によって、高層建築物の日影空間に

おける日中の極端に低い Ts が形成されることを示唆している。それに関して、5 章の数値

シミュレーションによる分析を加えることで、低い Ts と Ta の形成機構をより詳細に明ら

かにしてゆく。 
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注釈 

 

注 3-1) 長短波放射計の応答時間(95%)は日射計と赤外放射計についてそれぞれ 17 秒と 18

秒である。歩行速度は約 1 m/s としたため、観測点と同一の放射環境下を 18 m 程

度移動することが必要となる。ただし、実際に現地で確認したところずれは数 m で

あった。湿度センサーの応答時間(90%)は 1 秒、風速計は 4 秒であり、ずれはほと

んどないと考えられる。したがって、得られたデータに対する応答時間の影響は小

さい。 

注 3-2) 移動観測のため風速は相対風速である。歩行速度は約 1 m/s であったのに対し、数

m/s の風が吹いていたため、移動観測であることの影響は小さい。 

注 3-3）この図はコンピューター支援設計（CAD）ソフトウェアで生成された高層建築物の

3 次元モデル（GIS データと現地調査に基づいて生成された[3-32]）から導かれ、冬至

日において、各地点に高層建築物の陰が投影される時間の長さを表す。CAD モデル

はまた対象空間の空間形態を示すために使用された（図 3.11）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.11 移動実測の主な対象空間の 3-D CAD モデル 



73 

 

 

 

 

 

 

 

第 4 章 

熱収支解析と CFD の連成解析手法に関する検討 

 

 

 

 

4.1 はじめに 

4.2 連成解析の手法及び流れに関する検討 

4.3 連成手法検討用のモデル及び解析条件 

4.3.1 高レイノルズ数 k-εモデル 

4.3.2 低レイノルズ数 k-εモデル 

4.3.3 メッシュサイズの感度分析 

4.3.4 解析の条件 

4.4 建物細部形状の再現に関する検討 

4.5 CFD 乱流モデルに関する検討 

4.6 連成回数に関する検討 

4.7 まとめ 

参考文献 



 

  

第 4 章 熱収支解析と CFD の連成解析手法に関する検討 

 

74 

 

4.1 はじめに 

 

建築外部空間に形成される微気候は、快適な都市空間や自然エネルギーを利用した建築

空間を創出するうえで重要である。微気候は空間特有に形成されるヒューマンスケールの

気候であり、建築物や樹木の高さや配置計画、地表面被覆といった、空間形態と構成材料に

よって大きく影響を受ける。既往研究でも実測調査[4-1～4-4]や数値解析[4-5～4-8]により、都市空

間に形成される微気候（気温、湿度、気流、放射、等）の特性を明らかにしようとする試み

が続けられている。微気候の形成メカニズムを明らかにするうえでは、実測調査に加えて、

原理や現象をモデル化した数値解析を行うことが有効である。数値解析手法としては、数値

流体力学（Computational Fluid Dynamics; CFD）シミュレーションに基づくものが近年は

一般的になってきている[4-5, 4-6, 4-9～4-12]。CFD シミュレーションは、風の流れに加えて、熱・

湿気の輸送現象などの微気候の主要な特徴を解析可能であるが、熱・湿気のソースとなる、

建物や地表面からの顕熱・潜熱フラックスを予測するには、建物や地表面における熱・物質

収支のシミュレーションモデルとの連成解析が必要となる。吉田ら[4-5]の対流・放射・湿気

連成解析手法は、改良型 k-εモデルによる CFD シミュレーションに放射解析と湿度輸送方

程式を組み込み、都市空間内の気流・気温・湿度・放射温度分布を予測している。原山ら[4-

13]は、これに非定常の熱伝導計算を組み込み、材料の熱容量の違いを考慮した屋外の熱環境

予測を行っている。 

梅干野ら [4-14]・Asawa et al.[4-15]は、屋外熱環境の設計支援ツールとして、3D CAD 

(Computer Aided Design)に基づき街区内の空間形態・構成材料を再現し、全表面での非定

常・熱収支解析により表面温度の時系列変化を予測する熱収支シミュレーションツールを

開発した。2 章で述べるように、このツールは、屋外熱環境における表面温度と熱放射環境

の重要性に着目し、表面温度予測に特化したものである。本ツールは、暑熱環境の悪化が問

題となる弱風環境下での予測を行うことを前提とし、都市空間内の気温・風速の空間分布を

一様と仮定することで、CFD シミュレーションとの連成解析を行わずに、低計算負荷で表

面温度予測を行えることを特徴としている。同様の取り扱いは、海外を中心に近年多くの研

究者が使用している街区スケールの熱収支シミュレーションモデルである SOLENE model

でも行われている[4-16, 4-17]。 

山村ら[4-18]は、梅干野・浅輪らの熱収支シミュレーションツールを発展させ、屋外熱環境

の総合的な予測・評価、すなわち微気候の予測が行えるように、都市空間内の気温・風速の

空間分布を考慮できる熱収支と気流の連成解析手法を提案した。具体的には、熱収支シミュ

レーションと標準 k-εモデルによる CFD シミュレーションとを連成解析するものである

が、その特徴としては、解析時刻を設定し、対象時刻とその 1 時刻前についてのみ、CFD

との連成解析を行うものである。これは、熱収支解析において構成材料の熱容量に伴う蓄熱

／蓄冷現象を考慮しつつも、当時（2000 年前後）の計算機の演算能力を前提として CFD シ
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ミュレーションの実行回数を最小にすることを主眼としたものである。山村ら[4-18]は、2 時

刻分の連成の効果と限界を、数値実験により明らかにしている。その後、Takata et al.[4-19]

により、近年の計算機能力の向上を踏まえて、連成解析を一日の全時刻に適用することで、

より長時間の蓄熱／蓄冷現象にも適用できるように改良がされてきている。全時刻の連成

解析は、その他の既往研究でも取り組まれており、共通の研究課題と考えられる[4-20～4-22]。 

 連成解析の精度を左右するパラメータの一つは、熱収支シミュレーションの境界条件と

して、CFD から引き受けた解析結果の対流熱伝達量（顕熱流量 qc）である。qc と対流熱伝

達率（CHTC）との関係は、下記の式で表すことができる。 

 

qc = CHTC (Ts − Tref),  (式 4-1) 

 

その中、qc は顕熱流量[W / m2]、CHTC は対流熱伝達率[W / m2K]、Ts は表面温度[K]、

Tref は温度境界層外の参照気温 [K] である。したがって、qc 及び CHTC を正確に予測する

方法が重要であると考えられる。 

これまでの研究では qc 及び CHTC を把握するものが多く、そのアプローチは様々であ

る。その中は実測[4-23～4-35]、風洞実験[4-36～4-38]、数値シミュレーション[4-39～4-45]と大きく 3 つ

に分けられる。ただし、実測は測定機器による誤差や限られた点しか観測できない限界があ

り、風洞実験はスケール効果やモデルの再現性、コストなどの問題が存在する。それに加え、

本研究では顕熱流量以外も建物や地面近傍の気温・風速などを含む微気候を評価対象にな

っているため、数値シミュレーションによる検討方法を用いる。数値シミュレーションによ

る qc あるいは CHTC の予測の研究でも、建物の基本形状を再現する研究[4-46～4-49]がほとん

どで、実在街区に存在するような建物の細部形状（ベランダ、庇など）を再現した研究が少

ない。また、建物の細部形状を考慮したうえで、CFD の乱流モデルによる予測精度への影

響を検討する研究も少ない。 

そこで、本章では、2 章と 3 章では高層建築物周辺の表面温度と気温を検討した結果より

示された 1）高層建築物の日影空間で放射温度が極端に低く、熱収支シミュレーション（現

在のモデル：気温・風速分布一様）では再現が不十分である。2）高層建築物の日影空間に

おける気温は 1 日中周辺より低く、冷気が生成されたことに対し、冷気と低温の地表面の

相互作用による蓄冷の可能性がある。 

2 つの点に対して、数値解析の手法で明らかにする前段階として、CFD を用いる熱収支

シミュレーションとの連成手法について検討する。具体的には連成の手法、CFD の乱流モ

デル、建物細部形状の取り扱い、連成回数について検討を行う。 
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4.2 連成解析の手法及び流れに関する検討 

 

連成解析の熱収支解析について、2 章で使用した都市の空間形態と構成材料を細部まで再

現して熱収支計算できる熱収支シミュレーションツールを用いる。CFD 解析について、

RANS(Reynolds Averaged Navier-Stokes Equations) 、 LES(Large Eddy Simulation) 、

DNS(Direct Numerical Simulation)などのアプローチが挙げられる。それぞれの概要と特徴

を以下のように述べる。 

DNS：乱流の基礎方程式系に対して特別な操作（モデル近似）を施すことなく、そのまま

直接数値的に解く。モデル近似を含めないため最も高精度な解を与えるが、一方で乱流に含

まれる全てのスケールの渦変動を解像することが必須となり、乱流の最小渦スケールまで

正しく解像できるように十分細かい計算格子点を設ける必要がある。そのため、次元解析か

ら現在の計算機能力ではレイノルズ数が数千程度までの流れ場が限界であり、建築外部空

間の乱流場に適用することは現実的ではない。 

LES：乱流の基礎方程式系に対して空間フィルタ操作を施し、「粗視化」した乱流を解析

対象とする。計算格子で捉えられるスケールの渦変動については直接数値的に解析し、格子

スケール以下の変動成分のみをモデル化するため、非定常解析が可能である。計算負荷につ

いては DNS に対し大幅に削減できる。また LES では Smagorinsky モデルをはじめ数多く

のモデルが提案されており、予測対象とする流れ場の性状に応じてその選定が可能である。

また昨今計算機能力の向上に伴い、LES を高 Re（レイノルズ）数の乱流場に適用する研究

が活発化しており、建築や都市スケールにおける乱流場の解析においても多くの研究が見

られるが[4-50～4-54]、複雑な形状を有する大きな街区に対して長時間にわたる計算に対して、

計算負荷が依然と大きい。 

RANS：乱流の基礎方程式系に対して Reynolds 平均操作を施し、平均流のみを解析対象

とする。そのため変動成分を非定常解析することができない。一方で LES よりも大幅に粗

い計算格子を用いることができ、計算負荷が小さく、街区レベルの解析に向いている。都市

の対象とした研究にも多く用いられていて、その中も標準 k-εモデルを用いて、解析する

ケースが多く見られる[4-55～4-59]。なお山村らの手法ではこれを採用している。 

ここで特に本研究で RANS を採用する理由を述べる。本研究で用いる熱収支解析は 5 分

ステップおきの非定常計算を行い、LES は秒オーダーの計算を行うため、計算負荷上経済

的ではない。また、本研究で注目する蓄熱／蓄冷などの現象は熱容量と関係する時間スケー

ルの長い（数時間～数日）現象であり、それを検討するため、1 時間ごとに連成解析を行う。

この時間オーダーに対して、LES が再現できる変動による影響は平均化で再現できると考

えられる。 

図 4.1 に連成解析の流れを示す。まず熱収支解析より、全表面温度分布を算出する。次に、

これを CFD 解析の境界条件とし、非等温 CFD 解析を行い、対流熱伝達率分布を算出する。
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また算出された CHTC 分布を熱収支解析の境界条件とし、式 4-1 を適用し、表面近傍の気

流・気温分布を考慮した熱収支解析を行い、表面温度分布を算出する。本章では、4.1 で述

べた検討項目を確認する目的で、24 時刻の気流解析は行われず、12 時のみに対して、気流

解析をした。また、熱収支シミュレーションでは蓄熱／蓄冷を考慮した非定常計算をし、

CFD で得られた 12 時の対流熱伝達率分布と気温分布を熱収支解析の 24 時刻分の境界条件

として適用した。同じ操作を繰り返し、連成解析が収束（隣接する連成回数の間の qc の差

は 5%未満）するまで行う。熱収支シミュレーションと CFD 解析におけるメッシュサイズ

は異なるが、それらの間のデータ転送プログラムを使用して、CHTC または Ts の値を最も

近いメッシュの中心から与えを抽出し、境界条件とすることができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1 連成解析のフローチャート 
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4.3 連成手法検討用のモデル及び解析条件 

 

k-εモデルは壁近傍における境界層内部のモデリング方法の違いで、壁関数を使う高 Re

数型 k-εモデル（以下、高 Re モデル）と no-slip 条件を使う低 Re 数型 k-εモデル（以下、

低 Re モデル）に分けられる。 

 

4.3.1 高レイノルズ数 k-εモデル 

 

高 Re モデルは、都市環境工学、特に建物の通風や都市部の風環境に関する研究に広く適

用されている[4-60, 4-61]。一部の研究では、High-Re モデルを使用して CHTC を同定してい

た。他の研究は、乱流モデルの精度の比較[4-62]、CHTC と上空風速との相関[4-63]、CFD と

エネルギー解析の連成による室内環境の熱伝達に注目していた[4-64]。高 Re モデルは第一メ

ッシュのセル中心を対数層に配置するようメッシュを生成する。壁面の境界条件について、

壁関数（Launder et al.[4-65] ，式 4-2）は、壁に隣接するメッシュの風速と温度を計算するた

めに適用される。温度場の解析に対し、境界条件として壁面の温度𝜃𝜔が与えられることが

多く、この場合、壁関数は壁面近傍の温度差（𝜃𝜔- 𝜃𝑝）と壁面熱流束ℎ𝜔をブリッジするもの

となる。したがって、計算結果は CHTC に影響を与える境界層内の挙動を考慮せず（図 4.2）。 

CHTC は、壁面近傍の風速との相関によって再現することができる。 

 

𝜃𝜔−𝜃𝑝

ℎ𝜔/(𝜌𝐶𝑝)
･(𝐶𝜇

1/2
𝑘𝑝)

1/2
= (

𝑃𝛾𝑡

𝜅
) 𝑙𝑛 [

𝐸̅･(1/2)ℎ𝑝･(𝐶𝜇
1/2

･𝑘𝑝)
1/2

𝜈
]  （式 4-2） 

 

以下に示すユルゲス方程式[4-66]は、都市環境及び建築環境の分野における伝統的で一般的

に使用される CHTC 相関の 1 つである。 

平滑面： 

 

CHTC = 5.8 + 3.9v、v≦5m / s 

CHTC = 7.1v0.78、v> 5m / s    （式 4-3） 

 

粗い表面： 

 

CHTC = 6.2 + 4.2v、v≦5m / s  

CHTC = 7.5v0.78、v> 5m / s    （式 4-4） 

 

その中、v [m / s]は表面境界層の上端の風速である。既往研究ではいくつかの CHTC 相関
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がある[4-67, 4-44]。これらの相関方程式の大部分は、v を説明変数として使用する。したがっ

て、相関式の選択は、シミュレーション結果上の CHTC の絶対値に影響を与えるが、CHTC

の分布特性は基本のものであり、影響されにくい。本研究では、高 Re モデルにおいて CHTC

相関の代表としてユルゲスの式（平滑面）を用いた。境界層上端にメッシュを生成すること

と CHTC の相関は、高 Re モデルの計算負荷が低いことを示している[4-68]。これはこのモデ

ルの利点である。 

また、建築分野では慣用的に対流熱伝達率 CHTC に基づき熱流束ℎ𝜔を算出する。この

方法ではℎ𝜔は式 4-5 により算出される。 

 

ℎ𝜔 = 𝐶𝐻𝑇𝐶(𝜃𝜔 − 𝜃𝑟𝑒𝑓)  （式 4-5） 

顕熱流量を表示すると、 

𝑞𝑐 = 𝐶𝐻𝑇𝐶(𝑇𝑠 − 𝑇𝑟𝑒𝑓)  （式 4-6） 

になる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.2 高 Re 数型 CFD 表面近傍の境界層とメッシュ分割 
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4.3.2 低レイノルズ数 k-εモデル 

 

低 Re モデルも、CHTC と qc を予測することができる。既往研究は、低 Re モデルを用い

て立方体の建物の風上側の外表面における CHTC 予測に注目した[4-41, 4-42, 4-62]。 低 Re モデ

ルは、壁の境界近くで壁関数を使用しない。このモデルは、非常に細かいメッシュを境界層

内部に施すことによって、境界層内部の流れ及び温度プロファイルを分析できる。 高 Re モ

デルとの違いは、境界層のモデリングレベルである。 低 Re モデルは no-slip 条件をレイヤ

に適用し、qc と CHTC は次の式によって計算される。 

𝑞c = −𝜆 ∙
d𝑇

d𝑦
,    (式 4-7) 

 ℎ𝑐 =
𝑞c

𝑇s − 𝑇ref
,    (式 4-8) 

その中、λ は空気の熱伝導率[W /（m・K）]、dT / dy は粘性層内部の温度勾配[K / m]、

Ts は壁面の温度[K]、Tref は温度境界層[K]の上端の気温である。 

低 Re モデルでは、高 Re モデルの問題点を解決するために、以下に示す改善点が施さ

れている。 

1) 渦動粘性係数の算出の際に壁座標、乱流レイノルズ数などをパラメータとする減衰

関数fμを導入する。 

2) εの輸送方程式の生産項、散逸項に対してモデル関数f1 f２を導入する。 

3) 壁近傍の領域に十分細かい計算格子を施し、no-slipの壁面境界条件の下で得ことに

より、壁近傍の乱流挙動、低レイノルズ効果を正しく再現する。 

表 4.1 にブジネスク近似を用いた低 Re モデルの基礎方程式を示す。 

なお、表 4.1 において fμ= f1 =f２=1, D=E=0, とすれば通常の高 Re モデルとなる。 
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表 4.1 ブジネスク近似を用いた低 Re 数型ｋ-εモデルの基礎方程式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

CHTC 値に影響を及ぼす境界層内部の熱及び運動量の伝達に関する挙動は、低 Re モデ

ルを用いて再現することができる（図 4.3）。以下の研究で用いた低 Re モデルは、Launder-

Sharma モデル[4-69]を適用している。壁座標 y +は、少なくとも 1 つの第一メッシュが粘性低

層の内側にあることを保証するために、約 1 でなければならない。壁座標 y +は以下として

定義される[4-70]。 

 

𝑦+ =
𝑢𝜏𝑦p

𝜈
,  (式 4-9) 

 

その中、Uτは摩擦速度[m / s]、yp は第一メッシュの中心点 p から壁までの距離[m]、νは

空気の動粘性係数[m2 / s]である。 
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低 Re モデルは伝熱理論に基づいているため、特に境界層が未発達の場所では、CHTC 及

び qc 予測の精度が高い。それは境界層内部の熱的挙動を再現することができるためである。

それにもかかわらず、非常に細かいメッシュの使用のために、計算負荷は高い。 

また、低 Re モデルの建物や街区キャニオン空間における予測精度はすでに chen et al.[4-71]

にて、二次元街路建物群モデルと三次元建物の模型を対象とした風洞実験の結果と比較に

よって検証された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.3 低 Re 数型 CFD 表面近傍の境界層とメッシュ分割 

 

 

 

 

 

4.3.3 メッシュサイズの感度分析 

 

chen et al.[4-71]の 2.3 節による比較は、低 Re モデルが建物表面の CHTC 分布の基本特性

を再現できることを確認した。風洞実験とこれから検討する実大の建物の間でスケールが

異なるため、低 Re モデルを実大建物に適用する前に、CHTC 結果に対するメッシュ感度に

ついて検討する必要があると考えられる。3 つのメッシュサイズが異なる（粗い、中間、細

かい）（AIJ 2016[4-72]）ケースを比較して、低 Re モデルの計算結果にメッシュ感度を分析す

る。中間のケースのメッシュサイズは、y +が式 4-9 に従って 1 であることを保証するよう

生成された。したがって、第一メッシュのサイズは 61μm であった。粗いケースと細かい

ケースの場合は、中程度の場合よりも粗く、細かいものであった[4-71]。メッシュ感度の検討
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は、4.4 節以降の詳細な形状を持つ実大建物モデルを用いた。各ケースのメッシュ構造は 2

つの部分で構成されている。建物の周辺空間については、各ケースの間辺長が 2 倍異なる

正 6 面体メッシュを使用した。この空間では、3 つのケースの間にメッシュ数の差は 8 倍で

ある。建物の近傍空間では、一番近傍となる六面体のメッシュをリファインすることによっ

てレイヤが生成された（図 4.4）。粗いケースから細かいケースまで、レイヤの層数が 1 つ

ずつ増加した。 2 つの連続したメッシュ間の拡張比は 1.3 以上であったが[4-73, 4-74]、メッシ

ュ感度の検討結果から、本節で使用された大きな比はほとんど CFD 解析の結果に影響を与

えないことがわかった。 

高 Re モデルのメッシュサイズの感度分析は既往研究[4-21, 4-75, 4-76, 4-79]ですでに行われてい

た。また既往研究で多くの解析例[4-46, 4-76]が高 Re モデルを用いて検討を行った。本研究は

高 Re モデルを用いて顕熱流量を算出する際に、ユルゲスの式のよって対流熱伝達率を算出

した上、式 4-6 によって顕熱流量を求めている。そのため、対流熱伝達率を計算する際に使

用する参照風速はユルゲスの実験の時に参照した位置に決めた。すなわち、参照風速は表面

から 10 数 cm 程度で取得した。そのため、参照風速の位置より壁面と近い場所でメッシュ

を施す必要がある。また高 Re モデルでは、壁面近傍の速度場を求める時に、壁関数を使っ

ている。本研究は標準 k-εモデルを使用するため、対数則を適用している。そのため、第一

メッシュを粘性底層と緩衝層の上にある対数則領域に施す必要がある。そのため、第一メッ

シュのサイズは壁座標 y+が 30～100 になるようにメッシュサイズの上限と下限を決めた。

ただし、本研究の対象建物の空間形態はベランダなどの細部形状を含んで複雑であるため、

エッジ部分など境界層の未発達が起こりやすい場所では第一メッシュが対数則領域に入ら

ない場合がある。この部分の影響に対しては、顕熱流量を直接に求める低 Re モデルで検証

をする（4.5 節）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.4 メッシュ感度分析のメッシュ分割：（a）粗い、（b）中間、及び（c）細かい 
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表 4.2 メッシュ感度分析の 3 つのケースの比較 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 粗い 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 中間 

 

 

 

 

 

 

 

(c) 細かい 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.5 風上面における CHTC の分布:（a）粗い、（b）中間、及び（c）細かい 
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図 4.5 に、3 つのケースについて、対象建物の風上面における CHTC 分布の結果を示す。 

CHTC 分布の基本的な特徴は、すべてのケースにおいて風洞実験の 3D 建物模型（修士論

文 3.2.2 項）の結果と同じであった。これは、スケールの相似性[4-77, 4-78]が確認されたことを

意味する。表 4.2 に 3 つのケース間の違いを示す。粗いケースと中間ケースの間の違いが大

きい。風上面における CHTC の平均値差は粗いケースと中間のケースの違いは約 2 倍であ

り、一方、中間ケースと細かいケースの違いは約 10%であり、非常に小さいと考えられる。

各ケースの計算時間について、計算が収束するまで細かいケースの所要時間は中間ケース

の 8 倍であった。したがって、中間ケースのメッシュは、次節からの検討（実大建物）で低

Re モデルを用いた CHTC シミュレーションに適していると言える。 

 

4.3.4 解析の条件 

 

本章は典型的な細部形状（ベランダや庇）及び構成材料（壁や窓）を有する実大の単棟集

合住宅を検証用モデルとして選定した（図 4.6）。表 4.3 に建物の物性を示す。 

熱収支シミュレーションは、実際の気象条件（表 4.4 に示す）を用いて実施した。 CFD 解

析の計算領域は、200×140×60m である[4-79, 4-74]。大気境界層プロファイルとしてべき乗則

を用いる風速プロファイルを使用した[4-70]。解析条件も表 4.4 に示す。 

図 4.7 に高 Re ケースと低 Re ケースのメッシュ分割を示す。低 Re ケースではベランダ

などの細部形状でさえ、メッシュが非常に細かいであり、表面と密接に適合していることを

確認した。メッシュは、4.3.3 項のメッシュ感度分析から導かれた。計算の収束は、CFD 解

析で用いる OpenFOAM 2.0.1 での残差の設定によって判断され、相対残差は 0.01 と設定

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.6 詳細な形状を有する対象建物の 3D モデル 
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表 4.3 建物の構成材料の物理特性 

 

 

 

 

 

 

 

表 4.4 解析条件と気象条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.7 高 Re モデルと低 Re モデル CFD の建物及び表面付近のメッシュ分割 
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4.4 建物細部形状の再現に関する検討 

 

本節は低 Re モデルの CFD 解析との連成解析の結果を用いた。細部形状を含んでいない

ケースを CASE1 とし、細部形状を含んでいるケースを CASE2 とする。非等温 CFD 解析

を使用することにより、浮力を考慮することができる。自然対流が qc および気温・気流場

に及ぼす影響も考慮することができる[4-80]。図 4.8 は、12:00 の風上面の表面温度分布を示

す。表面温度は CHTC 分布[4-46]の傾向とは逆の傾向を示し、高い CHTC は表面からの対流

熱伝達を大きくし、それによって表面温度を低下させることを確認した。 CASE2 では、ベ

ランダ内の空間の表面は日影のため、低い表面温度を示した。 

 

 

(a) CASE1 

 

 

 

 

 

 

 

(b) CASE2 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.8 12:00 時の CASE1（a）と CASE2（b）の風上面における表面温度分布 

 

 

 

 

 

 

 

表
面

温
度

(T
s)

 [
℃

] 



 

  

第 4 章 熱収支解析と CFD の連成解析手法に関する検討 

 

88 

 

図 4.9 に、12：00 に風上面における qc 分布を示す。ベランダ空間を除いて、表面付近の

気流による CHTC と表面温度の分布は逆の傾向を示したが、qc と CHTC の分布はほぼ同

じ傾向を示した。式（4-1）は、同じ日射を有する表面では、CHTC が qc よりも表面温度に

重要な役割を果たすことを示している。したがって、このケースでは、風速が速いと表面温

度が低下するが、CHTC を増加させることによって qc を増加させる。 

図 4.10 に、両ケースの風上面における qc のヒストグラムを示す。この図からは、どのケ

ースも同様の qc の一般的傾向を示している。0W / m2 付近のピークは、窓と影がついた部

分の壁からの qc である。熱収支シミュレーションでは、室温を 20℃に設定した。窓付近の

Ta は窓の Ts よりも高かった。したがって、窓上の qc はマイナスであった。 120 W / m2 前

後の別のピークは、風上面（日向面）のコンクリート壁からの qc である。累積頻度から、

CASE2 は、CASE1 よりも 0W / m2 前後の qc の割合が高いことを示している。それは陰に

なる面の面積の割合は、ベランダや庇からの日射遮蔽によって増加したからである。しかし、

CASE2 の表面積の合計が増加したため、CASE2 の合計 qc が CASE1 よりも低いことを意味

するものではない。したがって、投影面積当たりの平均 qc を調べる必要がある。表 4.5 は、

風上面における単位投影面積の合計と区画ごと（H1、H2、H3、及び H4）の平均 qc を示し

ている。各区画の平均 qc を比較すると、どのケースも、建物の外周部（H2 及び H4）の qc

が中央（H1 及び H3）の qc よりも大きいことが示されている。風上面の上部（H1 及び H2）

の qc は下部（H3 及び H4）の qc よりも大きいことが示されている。この分布の傾向は CHTC

分布の性質に従った。上半部と下半部の qc 差は、外周部と中間部の qc 差より大きかったこ

とがわかった。CASE2 で詳細な形状が再現されることによって、単位投影面積からの平均

qc の合計は、風上面で CASE1 よりわずかに大きくなった。このケースでは風上面は日向面

なので、ベランダや庇などの複雑な形状の存在は、日射の多重反射を促進し、太陽エネルギ

ーを吸収しやすくなった。一方、CASE1 と比較すると、CASE2 では H1 と H2 は大きくな

り、H3 と H4 が小さくなった。この場合、詳細な形状を再現することによって、建物の上

部の qc が増加し、下部の qc が減少したことを意味する。 詳細な形状によって、H1 と H2

における qc の増加は、それぞれ 16W / m2 と 20W / m2 であった。前述のように CHTC が

qc 分布に支配的役割を果たしたので、詳細な幾何学的形状による CHTC の変化が qc 分布に

影響を与えたと考えられる。建物の詳細な形状は、風速が比較的高い上部の CHTC と qc を

増加させたが、風速が比較的低い下部の詳細な形状は CHTC と qc を減少させた。これは、

CHTC 及び qc に対する詳細な形状の影響が、風速の高いエリアでより敏感であることを意

味する。 

以上から、細部形状が風上面にある場合、建物の空間形態と構成材料両方から顕熱流量

（qc）に影響を与えた。特に顕熱流量の局所分布に大きな影響を及ぼしている。5 章で街区

の局所的な微気候を議論する際に建物の細部形状を再現する必要性を示唆している。 
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(a) CASE1 

 

 

 

 

 

 

 

(b) CASE2 

 

 

 

 

 

 

図 4.9 12:00 時の CASE1（a）と CASE2（b）の風上面における顕熱流量分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.10 CASE1 と CASE2 の顕熱流量のヒストグラム 
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表 4.5 風上面の投影面積での合計と異なる区画における平均顕熱流量[W / m2]（図 4.9 に

その区画を示す） 

 

 

 

 

 

4.5 CFD 乱流モデルに関する検討 

 

本節は乱流モデルが建物の外表面から大気への顕熱流量の予測に及ぼす影響を確認する

ため、細部形状なしの実大建物を検証対象とし、高 Re モデルと低 Re モデルを用いて、連

成解析を行った。それぞれ CASE3 と CASE4 とする。解析結果は図 4.11 に示す。図 4.11(a)(b)

の比較から、高 Re モデルと低 Re モデルによる解析した顕熱流量の分布特性が類似してい

る。4.3 節と同様な区画ごとに見ると、CASE3 は、壁面両端の下部（H4）でやや過大評価

が見られる。表 4.6 に両ケースの区画ごとと全体の顕熱流量を示す。両ケース間の顕熱流量

の総量の差は、平均して 3.5W/m2 と小さいことがわかった。また各区画においても、差が

全体の 15%以内に収まったことがわかった。街区スケールにおける 1 日をわたる連成解析

では、計算負荷を考えると、高 Re モデルでも適用可能であることを示した。 

 

(a) CASE3 

 

 

 

 

 

 

(b) CASE4 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.11 12:00 時の CASE3（a）と CASE4（b）の風上面における顕熱流量分布 
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表 4.6 風上面の合計と異なる区画における平均顕熱流量[W / m2]（図 4.9 にその区画を示

す） 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.6 連成回数に関する検討 

 

本節は 4.3.4 項で述べた連成解析の収束回数を確認するため、前節の直方体実大建物を解

析対象とし、連成解析を行った。図 4.12 に、連成 1 回目、2 回目及び 3 回目の顕熱流量分

布の可視化結果を示す。顕熱流量分布図から、1 回目の結果は 2 回目より顕熱流量の値が小

さく、3 回目の結果は 2 回目と相似している。原因としては、連成 1 回目の表面温度はキャ

ノピー内の気流・気温分布を考慮せずに上空風速と気温を用いたため、表面温度の予測に 

対しては過小評価が生じたことが考えられる。また図 4.13 に、連成 1 回目と 2 回目及び 2

回目と 3 回目の度数分布図を示す。この結果からも、連成 1 回目と 2 回目の顕熱流量予測

は差が大きく、1 回目の対流熱伝達量は 2 回目より大幅に過小評価したことがわかった。2

回目と 3 回目は近い値を示している。3 回目の顕熱流量が 2 回目と比べ、0 と 10W/m2 の区

分以外、差が 5%に収まったことから、連成 2 回目の段階で収束に達したとみなし、連成解

析の必要回数は 2 回と判断する。 
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(a) 1 回目 

 

 

 

 

 

 

(b) 2 回目 

 

 

 

 

 

 

(c) 3 回目 

 

 

 

 

 

 

図 4.12 連成解析各回の風上面における顕熱流量分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.13 顕熱流量の比較、1 回目と 2 回目（左）、2 回目と 3 回目（右） 
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4.7 まとめ 

 

本章では、連成解析を研究対象地（土浦駅前）へ適用し、表面温度低下の形成機構を明ら

かにするため、その準備として、熱収支解析と CFD との連成解析の手法について検討した。 

具体的には、既往研究と比べながら、材料の熱容量による非定常の熱収支と、周辺気流と

の対流熱伝達を連成解析により予測する方法を提示した。選定した乱流モデル高 Re 数型 k-

εモデルと低 Re 数型 k-εモデルについて、それぞれの概要及び特徴を分析した。 

建物細部形状が対流熱伝達量予測へ及ぼす影響を確認し、細部形状を有する場合は投影

面積当たりの平均顕熱流量（qc）の予測結果は、詳細形状がない場合よりもわずかに高かっ

た。ベランダや庇などの複雑な形状の存在は、多重反射を促進し、日射エネルギーを吸収し

やすくなったためと考えられる。また詳細形状を考慮すると、建物の上部の qc が増加し、

下部の qc が減少したことから、局所的な微気候を分析する際に、実際の都市の詳細な形状

を、再現すべきである。 

連成解析が収束するまでに必要とする連成回数に関して検討し、連成 1 回目と 2 回目の

qc の差が大きく、2 回目と 3 回目の qc の差は 0 と 10W/m2 の区分以外 5%以内に収まって

いる結果から、連成解析は 2 回必要であることを確認した。 

CFD の乱流モデルについて検討し、実大建物については、高 Re 数型 k-εモデルによる

顕熱流量分布予測の再現性が低 Re 数型 k-εモデルと類似していて、差が全体の 15%以内

に収まったことを確認した。高 Re 数型 k-εモデルの計算負荷が低 Re 数型 k-εモデルより

小さいことから、次章以降では計算負荷の少ない高 Re 数型 k-εモデルを対象市街地の微気

候形成要因の分析に適用してゆく。 
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5.1 はじめに 

 

2 章では対象街区に対する航空機リモートセンシング観測の放射温度と熱収支シミュレ

ーションによる解析した放射温度との比較した結果、冬季において、12 時における高層建

築物の日影において、放射温度は解析値より観測値のほうが低いことが確認できた。この低

温化の原因としてまず考えられるのが大気放射冷却である。しかしながら、より低温の地表

面は高層建築物の日陰空間に集中してあり、長時間の日陰による地表面の蓄冷や高層建築

物周囲に特有の微気候の影響を受けていることが推測された。またそれが現在の熱収支シ

ミュレーション（大気放射冷却による効果が考慮されるが、局所の気温・気流場による効果

は考慮していない）では再現しきれなく、正確な表面温度を再現できないと考察した。 

3 章では航空機リモートセンシング観測日と気象条件が似た冬季日において、高層建築物

周辺の微気候を把握するために、気温・放射収支の移動観測を行った。高層建築物の日影空

間では航空機リモートセンシング観測と同様な表面温度低下の現象を確認した。また同地

域の表面温度と気温の実測値を分析した結果、高層建築物の日陰空間において局所気温が

低くなっていることは、長時間の日陰となり、近傍空気と低温の地表面との局所的な熱交換

により冷気が生成し続けられているためであることを示唆した。高層建築物の日陰空間に

おいて、蓄冷と冷気の間ではどのような相互作用があり、局所気温が低くなっている現象に

対し、これが近傍空気と低温の地表面との局所的な熱交換によるものか、また低温の地表面

には構成材料の蓄冷現象の影響がどの程度含まれているか。これらの現象と示唆された仮

説は局所気温・気流分布を考慮した熱収支解析、すなわち、熱収支シミュレーションと CFD

との連成解析が必要であると考察した。 

そこで、4 章では熱収支シミュレーションと CFD との連成解析手法に関して検討し、高

Re 数型 k-εモデルを用いた CFD と熱収支シミュレーションとの連成解析が有効であるこ

とを確認した。また街区の細部形状は表面からの顕熱流量を予測し、微気候を議論するうえ

で、再現する必要があることを確認した。連成解析は 2 回まで必要であることを確認した。

検討ケースでは 1 時刻分の気象条件しか使われていないが、材料の熱容量を考え、本章で

は 24 時刻連成解析を行う必要がある。 

既往研究では温熱環境の数値シミュレーションが進展した背景で、熱容量の異なる構成

材料と空気との局所的な熱交換を考慮した微気候の解析が行えるようになってきた。例え

ば、Ma et al. [5-1]は、街区内の約 10 点で計測された気温・風速、および 2 か所の土地被覆

における熱画像撮影より得られた表面温度について、24 時刻の熱収支・気流の連成解析結

果と比較している。しかしながら、非定常的な特性である材料の蓄熱／蓄冷の影響について

は実測データ、シミュレーション結果ともに議論されておらず、非定常的に連成することの

効果については明示されていない。Toparlar et al. [5-2]は 24 時刻の同様の連成解析を 5 日間

にわたり実施しているが、実測結果との比較は衛星リモートセンシングデータより得られ
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た数十 m 四方の空間平均的な表面温度についてのみであり、構成材料と空気との熱交換と

いった局所的な議論はされていない。それに対して、本研究は、高層建築物の日陰空間に形

成される微気候に着目し、冬季においてその日陰空間に、低温の地表面と局所気温が低くな

っていることを、それぞれ航空機リモートセンシング観測（2 章）と現地での高分解能の移

動観測（3 章）により確認した。これらの結果はそれぞれ、上記で指摘した連成解析で対象

とする構成材料の蓄熱／蓄冷現象と、近傍空気と地表面との局所的な熱交換に基づくもの

であることが示唆されるが、その形成要因は本章の数値解析にて明らかにする。 

以上により、本章では前章（4 章）で検討された局所気温・気流分布を考慮した熱収支解

析を実現するための熱収支解析と CFD との 24 時刻の連成解析の手法を用いて、土浦駅前

地域を対象とした高層建築物周辺に冬季において形成される温熱環境の形成要因を明らか

にする。具体的には、冬季における高層建築物の日影地域の低い表面温度と冷気の形成メカ

ニズム及び蓄冷との相互影響を明らかにする（図 5.1）。 

高層建築物の日影における冷気形成メカニズムに対し、3 つの仮説が挙げられる。 

1） ビル風によって、上空の気温の低い空気が吹き下ろす。 

2） 上空風が吹き下ろした途中、高層建築物の日影壁面により冷却される。 

3） 地表面付近に到達するもしくは滞留している空気が高層建築物の日影によって 

蓄冷している地表面により冷却される。 （図 5.1 に示している） 

それにあたり、本章は、まず対象地の再現と解析の概要を述べる。次に、対象地に対して、

冬季晴天日のリモートセンシング観測日である 2009 年 12 月 22 日に対して、熱収支解析と

CFD との連成解析をし、解析結果（風速分布、気温分布、表面温度分布）を分析する。ま

た、2 章と 3 章で示された高層建築物の日陰空間における低温の微気候の形成要因を、構成

材料の蓄冷現象（局所蓄冷）と、近傍空気と低温の地表面との局所的な熱交換（局所熱交換）

の観点から明らかにする。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.1 高層建築物の日影空間における温熱環境及びその影響要因の模式図 
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5.2 実在街区における連成解析手法 

 

連成解析手法は 4 章で検討したが、5 章では実在街区へその手法を適用するため、24 時

刻の連成解析を行う。具体的には以下に示す。 

 

5.2.1 解析の概要 

 

ある時刻の表面温度は、その時刻の熱収支に加え、構成材料の熱容量のオーダー

（~MJ/m3K）に依存する数日～数時間という時間スケールの蓄熱／蓄冷現象が関与する。

一方、地表面付近の空気の流れ場や温度場の非定常性は、秒スケール（またはそれ以下）の

高周波の変動から、気象場によって支配される卓越風向・風速の日変化の時間スケールまで

幅広い。材料の蓄熱／蓄冷現象と、高層建築物の日陰の影響、地表面付近の空気との熱交換

を考えるうえでは、これらに共通する日変化のスケールで非定常的な物理現象を解析する

ことが重要となる。 

日変化スケールの熱収支と表面温度の変化に関しては、前記の熱収支シミュレーション

ツールにより解析が可能である。熱収支シミュレーションツールの計算項目は、直達日射、

天空日射、反射日射、大気放射、周辺地物との長波長放射の授受、対流熱伝達、非定常の熱

伝導である。詳しくは、梅干野ら[5-3]、Asawa et al.[5-4]を参照されたい。これと連成する CFD

シミュレーションは、前章で示した通り、平均流を対象とする RANS(Reynolds-Averaged 

Navier-Stokes equations)を用い、乱流モデルに高 Re 数型の標準 k-εモデルを採用する。こ

れにより、1 時間ごとに上空の主風向・風速を反映した流れ場と温湿度場を予測し、それを

当該時刻の平均的な空間分布として連成解析に使用する。アメダス気象データに代表され

る地域の気象データは、基本的に 1 時間ごとに整備されていることを考えても、この取り

扱いは実用上も妥当であると見なしている。それを、一日の全時刻（24 時刻）で解析し、

熱収支シミュレーションとの連成を行う。CFD は各時刻の平均場の解析であり収束計算を

行う（山村ら[5-5]の手法を 24 時刻分適用したものである）。よって、連成の方法は、いわゆ

る Static coupling（シミュレーションツールは別で、データのみやり取りする連成）であり

ながら、24 時刻分のデータを熱収支解析との間で授受することにより、日変化の非定常特

性を再現する。浮力の影響を考慮した CFD の非等温解析には、ブシネスク近似を適用する。 

解析メッシュに関して、熱収支シミュレーションツールはボクセルメッシュを使用して

おり、CFD シミュレーションにも構造格子を採用するため、データ授受の整合性は高い。

ツール間での表面近傍のデータの授受は、最近接のセル間で行うこととする。高 Re 数型の

RANS モデルである標準 k-εモデルを用いているため、固体表面には壁関数（運動量：一

般化対数則、対流熱伝達：ユルゲスの式）を適用する。両ツールでメッシュサイズを変更す

ることも可能であるが、4 章の計算では、同一の均等メッシュサイズを採用した。CFD シ
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ミュレーションでは湿度解析も可能であるが、本研究では地表面や樹木からの潜熱フラッ

クスを取り扱わず、また湿度分布も評価対象としないため、湿気輸送解析は行わない。 

 

5.2.2 解析の手順 

 

具体的な解析の手順は、次の通りである（図 5.2）。1) 対象街区を 3D CAD により三次元

で再現し、構成材料を設定する。2) 熱収支シミュレーションにより、第一段階の表面温度

分布を時系列で算出する。このとき、まだ連成を行っていないため、気温・風速の空間分布

は一様と設定する。本研究では、比較のために、この段階での表面温度の結果も使用する注

5-1）。3) 次に、この表面温度分布を建物・地表面の境界条件に設定し、非等温の CFD 解析

を実施することで、気流・気温の空間分布を得る。各時刻の卓越風向と風速に基づきべき乗

則を流入条件に設定し、24 時刻分の解析を実施する。4) これにより得た 24 時刻分の気流・

気温の空間分布を熱収支シミュレーションに入力し、局所の風速（対流熱伝達率）と気温の

影響を考慮した表面温度分布を算出する注 5-2)。5) これを、結果が収束するまで 2 回繰り返

す（4 章で確認した）。 

 連成解析の収束について、今回は逐次収束ではなく、2 つの独立としたプログラムによる

連成となる。熱収支解析は非定常で解析しているが、気流は各時刻で定常計算を行っている。

このような連成解析は、都市熱環境の解析では近年見られるようになってきており、本研究

でも実用上への可能性を考え、上記の方法で、連成による各時刻の収束の判定を行い、その

結果、いずれの時刻においても前の時刻での連成打ち切りによる誤差は次の時刻にはほぼ

影響しておらず、2 回での収束を確認した。 

夜では日射がないため、一般的に風速が小さく、気温の分布が小さいことがわかっている。

また、気温と表面温度の差も小さいである。そのため、連成解析は前日の深夜 12 時からス

タートすれば、次の日の日中の温熱環境を予測するうえで十分であると考えられる。既往研

究[5-1]でも当日からの連成解析を一般的に行われている。また本研究では実測調査の結果よ

り連成解析の実施回数と開始時間を検討した。実測結果より、夜から深夜にかけて、風速は

0.5m/s 程度、局所気温と上空気温の差は 0.2℃程度である。このとき、対流熱伝達量の差は

1.5W/m2 である。このような状態が数時間続く場合では、地面の表面温度に 1/100℃オーダ

ーの違いが生じるが微小な影響である。日の出後、午前中では風速 2m/s 程度、局所気温と

上空気温の差は 2℃程度になり、対流熱伝達量の差は 27W/m2 である。このような状態が 1

時間続く場合、地面の表面温度に 0.2℃程度の差が生じる。すなわち、そのオーダーが 10 倍

以上となり、午前中の 9 時前後で、前夜の上空気温と上空風速を境界条件として熱収支計

算をすることによる誤差の影響がなくなることを確認した。（冬季典型日では深夜に風速が

小さく、気温と表面温度との差が小さいである。一方、日の出後は風速が大きくなり、気温

と表面温度との差も大きくなり、対流熱伝達による影響が大きくなる。）その結果から、日
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中の評価を行う場合は、前夜から連成解析を行えば十分であるという知見が得られたので、

０時を連成の開始時刻とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.2 対象市街地へ適用する連成解析の手順 

 

 

5.3 対象地の再現と解析の概要 

 

対象市街地の 3D CAD の作成方法は 2.4.2 項で説明した。本章では CFD 解析を行うた

め、周辺の街区形状も気流性状に影響を及ぼすことにより、分析対象箇所に影響を与えるた

め、対象街区の 3D 建築モデルを 2 章より広範囲に再現した。また、時刻別に異なる風向を

初期条件として解析をし、冬季における高層建築物の日影部は重要な評価対象になるため

（高層建築物の影響を分析することが目的であるため）、高層建築物を中心とした街区を

3D モデルで再現した（図 5.3）。 
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図 5.3 連成解析用の対象市街地の 3D モデル 

 

熱収支解析は各部材には熱容量があるため、温度の変動に必要な時間は長く、蓄熱の累積

効果がある。よって、気流の変動特性を解析する LES モデルよりも時間的平均値を反映す

る RANS モデルを使って、熱収支シミュレーションと連成解析をする方が適していると思

われる。また RANS は計算負荷が小さく、本解析対象のような細部形状が再現された街区

スケールでの解析に適用可能と考えられる。 

5.2.2 項で示した 24 時刻の連成解析（CASE 3）のプロセスは、局所熱交換と局所蓄冷の

影響の両方が考慮されたものである。比較として、連成解析をせずに熱収支解析のみを行っ

たケース（5.2.2 項の 1）のプロセスの結果）（CASE 1）及び対象時刻 12 時のみを連成解析

の対象にしたケース（CASE 2）も計算した。CASE 1 は気温・風速の空間分布を一様として

いるため、局所熱交換が考慮されておらず、放射収支の影響（日射、上空大気への放射冷却）

が考慮されたものである。CASE 2 は対象時刻のみ気温・風速の空間分布を計算し、局所熱

交換が考慮されたものである。ただし、上空風速・気温から対流熱伝達量を算出しているた

め、対流による効果自体が考慮されている。その概要を表 5.1 に示す。すなわち、CASE 1

と CASE 2 との比較により、局所熱交換の影響が確認でき、CASE 2 と CASE 3 との比較に

より、局所蓄冷の影響が確認できる。 
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表 5.1 解析ケースの概要 

 

 

 

 

 

CASE 1 は、気温・風速を空間分布一様とし、計算対象日の気象データの風速に基づいて

ユルゲスの式より対流熱伝達率を算出した。この解析は 2 章の解析と同様な方法を用いて

いる。気温も気象データから与えた。気象データは冬季リモートセンシング観測と同じ 2009

年 12 月 22 日の土浦アメダスデータを用いた。計算対象日に遡って 4 日間、2009 年 12 日

18 日～21 日の気象データを用いて助走計算をした。地中温度は一定とし、商業施設の室温

を 20℃と設定し、住宅室内は空調なしと設定し、熱収支解析を実施した。 

CASE 3 は、解析対象日（2009 年 12 月 22 日）に対して、1 時間ごとに連成解析を実施

した注 5-3）。熱収支解析における 4 日間の助走計算に対しては連成解析を行っておらず、計

算対象日当日のみ連成解析を行った点から、より長期間にわたって蓄冷する影響は考慮さ

れていない。CFD 解析の概要を表 5.2 に示す。流入風のプロファイルとして、駅前の高層

建築以外は中低層建築を中心とした街区で、流入風の鉛直勾配にはべき乗則（べき指数 0.25）

[5-6]を適用した。地表面と近傍空気との間の熱交換に注目するため、流入風の気温鉛直分布

は一様とし、流入境界面における成層安定度による鉛直気温分布などを考慮していないが、

解析領域内部においては非等温 CFD 解析を行い、浮力による自然対流を考慮している。す

なわち、高層建築物の日影などの局所的な影響のみを確認することを解析の目的とする。 

 CASE 2 は解析対象日の 12 時のみに対して、連成解析を実施した。12 時における CFD

解析の条件は CASE 3 と同じであり、他の時間帯は CASE 1 と同じ扱いで解析を行った。 

 

 

表 5.2 対象市街地の連成解析の CFD 解析の解析概要 
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5.4 冬季の連成解析の結果 

 

本節では、3.3 の移動観測が示唆した同日陰空間における冷気の生成要因は局所熱交換に

よることを、24 時刻の連成解析により検証する。また、前節の熱収支解析による高層建築

物の日陰空間の表面温度の過大評価（リモートセンシング観測値より計算値のほうが高い）

を 24 時刻の連成解析で改善できるか、すなわち、同日陰空間における低温の地表面の形成

は局所熱交換や局所蓄冷によるものかを、24 時刻の連成解析により明らかにする。 

 

5.4.1 冷気の生成要因 

 

まず、図 5.4 に、連成解析によって得た水平面の気流・気温分布の結果を示す。午前、昼、

午後の代表的な時間帯について検討できるように、10：00 (a)，12：00 (b)，15：00 (c)の

1 m 高さの結果である。いずれの時刻でも、高層建築物周辺での風速の増加、および日陰空

間での気温の低下が見られ、移動観測と同様の傾向が確認できた。ただし、移動観測の方の

局所気温がより低くなっている。時刻別に見ると、10：00 では上空風の風速はそれほど高

くないが、風向は大通りに沿うような北西方向からであるため、高層建築物の日陰空間では

他の時間帯よりもやや強い風が吹いていた。また同日陰空間の近傍気温は日向部より 0.5℃

程度低いことが確認できる。12：00 では風向は南西方向に変わり、風速は全体的に 10：00

より低下したが、高層建築物の北側の風速は依然として高い。同日陰空間の気温も周囲と比

べて比較的低く、地上 1m にもかかわらず、上空気温(Ta’)よりも 0.1℃程度低いことが確認

できた。これは移動観測の結果と一致するものである。一方、旧市街地の気温は他のエリア

に比べて比較的高いことが示された。15：00 では他のエリアに比べ、高層建築物の北側か

ら隣の商業施設の北側まで風速が大きく、特に商業施設の北東側の気温が低いことが目立

っている。該当する場所はこの時間帯の日陰空間と一致している。 
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(b) 12:00 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) 15:00 

 

図 5.4 対象市街地の気温分布と風速分布（高さ 1m） 
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図 5.5 に、高層建築物日陰空間の鉛直断面の気温分布の結果を示す。断面位置は図 5.6 に

示す。高層建築物の日陰空間（地面と北側の壁面）近傍の気温が周囲より 0.1～0.3℃程度低

くなっており、Ta’よりも 0.1℃以上低いことが確認できる（図 5.5 (a)）。また気流が地面と

熱交換した後、地表面近傍空間に移流していることが確認できる（図 5.5 (c)）。この結果よ

り、高層建築物の日陰空間の地表面付近の冷気は上空から低温の空気の吹き下ろしが無く

ても、局所熱交換により、地表面付近で生成・移流することが示される。また高層建築物北

側の壁面付近での気温も低いことから、地表面だけでなく日射の当たらない北側壁面での

冷気の生成も示される（図 5.5 (b)）。生成した冷気が下降流に乗って、高層建築物の日影空

間の地表面付近まで降下していることも確認できる（図 5.5 (d)）。すなわち、5.1 節の仮説

1)と 2)は確認された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 高層建築物及び隣接の商業施設の日影空間の断面    (b)高層建築物を切断する断面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) 高層建築物及び隣接の商業施設の日影空間の断面    (d)高層建築物を切断する断面 

図 5.5 高層建築物の日影空間における気温分布及び風速ベクトル（鉛直断面） 
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図 5.6 図 5.5 の断面位置と表 5.3 及び図 5.7 の点の位置 

 

 

5.4.2 地表面の低温化の形成要因 

 

次に、地表面の低温化は局所熱交換と局所蓄冷とのいずれが寄与しているかを詳細に確

認するため、図 5.7 に CASE 1, CASE 2 と CASE 3 の高層建築物の周辺における表面温度の

比較を示す。低温域を強調するために、温度レンジを 4℃以下の低温側に絞って表示した。

CASE 1 は気温・気流場一様（上空気温・上空風速）であり、CASE 2 と CASE 3 の地表面

高さ 1m の気温・気流場分布は図 5.4（b）に示す。表 4 にそれぞれのケースに対して、高層

建築物の日陰空間とその周囲の地点の表面温度値を示す（地点位置は図 5.6 より）。局所風

速や気温及びその時間履歴を確認するため、連成解析の影響が顕著に表れた箇所を比較し

た。CASE 2 は高層建築物の日陰空間の表面温度が CASE 1 より低くなる場所が多いことが

確認できる（表 5.3: B, C, D, E, F）。これは長時間の日陰と上空大気への放射冷却（CASE 1）

を考慮したうえで、局所熱交換が解析結果に寄与したためである。また、CASE 3 では同日

陰空間において CASE 2 よりさらに表面温度が低いことが確認でき、場所により 0.5℃の差

も生じている（表 5.3: B）。すなわち、局所蓄冷が表面温度の低下に寄与していることが確

認された。また表 5.3 から、高層建築物の日陰空間付近以外の場所(表 5.3: A, H, I)では連成

前後で表面温度の変化が小さいことから、上記の低温の地表面を形成する原因は高層建築

物周辺特有な微気候によるものであることがわかった。 

24 時刻の連成解析を行うことによって、局所的には地表面の局所蓄冷と局所熱交換が反
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映され、日陰空間の表面温度低下が場所によって最大 1℃程度低減することができたが、日

影空間の広範囲にわたる現象までは再現できなかった。図 5.8 に高層建築物の日影空間を中

心に、地上 1m の風速ベクトル分布を示す。高層建築物の日影空間において、一部のエリア

ではビル風によって、2m/s 以上の強風域が確認できる。一方、高層建築物の後流域では高

層建築物の両側から回り込む風により、水平方向の循環流が形成している箇所が確認でき

る（図 5.8 の⓵）。特にこの渦の中心付近では風速 1m/s 以下の弱風域が見られる。図 5.4(b)

では連成後、高層建築物の日影空間で局所冷気が生成し、連成前と比べて表面温度と近傍気

温の差ΔT が減少したことがわかる。風速、すなわち対流熱伝達率については渦の中心をは

じめ、連成後の局所近傍風速が連成前と比べて減少したが、一部のエリア（図 5.8 の⓶）で

は連成前と比べて減少しなかった。そのため、空気から地表面への熱フラックスが場所によ

って減少し、連成後は局所性に表面温度低下が確認できた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.7 各連成プロセスのケースの表面温度分布（低温域強調） 

 

表 5.3 各地点における各連成プロセスのケースの表面温度分布 
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図 5.8 高層建築物の日影空間付近の風速ベクトル分布図（水平高さ 1m） 

 

 

続いて、地表面の熱収支の観点から、局所熱交換の影響を評価する注 5-4)。図 5.9 に高層建

築物の日陰空間に位置する D 点の連成前後（CASE 1, CASE 2 と CASE 3）における地表面

熱収支の各成分の比較結果を示す。プラスは、地表面に向けた熱フラックスがあることを意

味する。3 ケースいずれも長波長放射の授受は上空大気への放射冷却により、常にマイナス

（すなわち、地表面が冷却されている。）である。天空日射や周囲からの反射日射の影響は、

朝方を除いて限定的である。よって、地表面の熱容量により、高層建築物の日陰空間におけ

る地表面温度が日中低く維持され、対流による熱フラックスはプラス（近傍空気から地表面

へ）になる。一方、CASE 1, CASE 2 と CASE 3 で他の熱収支項が大きく変わらない中、対

流熱伝達量に差が生じている。具体的には、12:00 において、CASE 2 と CASE 3 の対流熱

伝達による近傍空気から地表面への熱フラックスが、CASE 1 より小さくなった。これは気

温・風速の空間分布を考慮したことで、地表面近傍で生成された冷気が再現されたためであ

る。CASE 3 はさらに 11:00 頃から近傍空気から地表面への熱フラックスが CASE 2 より小

さくなり、蓄冷の継続が再現された。これは CASE 3 の表面温度がより低くなった原因とな

る。 
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図 5.9 点 D における連成プロセスのケースの熱収支成分を表すグラフ 

 

連成解析により、高層建築物の日陰空間における局所熱交換によって、冷気が生成され

（5.4.1 項）、その近傍の冷気によってさらに地表面温度の低下も促進される（CASE 1 と

CASE 2 の比較）。すなわち、低温の地表面や壁面と冷気との相互作用が確認された。また

この相互作用が時間的に継続することで、蓄冷効果も起こることが示された（CASE 2 と

CASE 3 の比較）。 

 

 

 

5.5 考察 

 

今回の連成解析手法による冬季における低温の微気候の検証では、高層建築物の日陰空

間を対象に実施した。建物に囲まれた閉鎖的なキャニオン空間における蓄冷と日中におけ

る気温の低減は Kanda et al.[5-7]、Johansson[5-8]、Parlow et al.[5-9]によって示されている通り

明らかである（図 5.10(a)）が、本研究は開放的な空間（図 5.10(b)）であっても、大規模な

高層建築物の日陰空間であれば、近傍空気と低温の地表面との局所的な熱交換と構成材料

の蓄冷現象により、冷気が生成可能であることが数値解析からも示されたことは意義深い

ものである。これは、同様に 24 時刻の連成解析を行った既往研究[5-1, 5-2, 5-10]でも得られてい

ない結果である。低温の地表面の再現について、非連成解析における仮定（気温と風速の空

間分布が一様）が局所的に誤差を生んでいたことと（CASE 1 と CASE 2 の表面温度の比

較）、過去の履歴を考慮することで局所的な蓄冷が影響を及ぼす（CASE 2 と CASE 3 の表
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面温度の比較）ことの 2 点が明らかとなった。ただし、上記の連成解析を行い、対流効果と

蓄熱／蓄冷の影響を加味することで、より低温の地表面の再現に対しては、局所的にとどま

り、日影空間の広範囲にわたる現象までは再現されなかった。 

本章で得られた結果、すなわち、冷気の生成と低温の地表面について、一般化する可能性

を検討する。図 5.11 に示すように、低温の地表面と局所冷気は相互に影響を及ぼし、局所

冷気は風環境によって影響される。低温の地表面はさらに大気放射冷却と風環境が影響を

及ぼす。大気放射冷却と風環境はまたそれぞれ気象条件と微気候に影響される。さらに微気

候の影響要素は街区の空間形態と構成材料である。 

まず、冷気の生成機構については 5.4.1 項で確認したように、近傍空気と日影に位置する

低温の地表面と壁面との局所的な熱交換によって生成された。局所冷気が生成する唯一の

冷却源は低温の地表面と壁面である。冷却源がなければ、卓越の移流によって、冷気が飛散

され、気温が低いエリアが現れないはずであるが、地表面と壁面という熱容量が空気の 500

倍程度の冷却源があれば、近傍空気を冷却しつつも、自身の表面温度がほとんど上がらず、

近傍空気を冷却し続けることができると考えられる。そこで、移流が卓越しても対流熱伝達

によって冷気が生成され続け、その場は動的な平衡状態となり、気温が低いエリア、すなわ

ち冷気が形成されることが確認された（図 5.11 の⑨）。解析結果の 10 時、12 時、15 時、

17 時で風向が異なるが、広大な日影空間でフェッチ距離が長い場合はこのような状況が起

こることが高さ 1m の水平気温分布からも確認された。ただし、冷気の生成の度合いは、風

向条件によって異なってくると考えられる（図 5.11 の⑧）。上流側から上空気温よりも高い

空気が直接に流れ込む場合について、南風の場合（すなわち、高層建築物の日影空間が後流

域にある場合）日影空間における風速が小さく、冷却された空気が滞留しやすく、気温が低

いエリアが形成されると考えられる。日影空間が後流域ではない場合について、比較的高温

な空気が流れ込み、移流効果により低温の表面を経ても上空気温より低く冷却されない場

合が考えられるので（図 5.11 の④、⑤）、以下の試算を行った。 

周囲から移流で流れ込む空気が日影空間で低温地表面との熱交換によりどの程度冷却す

るのかを、日影の面積とフェッチ距離との関係で算出すると（図 5.11 の①）、 

A
s

𝑣
(5.8 + 3.9𝑣)(𝑇𝑎 − 𝑇𝑠) ≒ 1301 × 𝑉(𝑇𝑎 − 𝑇𝑎′) 

空気の熱エネルギーの変化と対流によって得る熱と等しいことから、上記の式で表す。 

A: 高層建築物の日影空間における低温の地表面と低温の壁面の総面積[m2]、 s: 空気が

日影空間に流入し、冷却できるフェッチ距離（日影の幅）[m] 、v: 風速[m/s]、 Ta: 日影

空間外の気温[K] 、Ts: 表面温度[K]、 V: 冷却される空気の体積[m3]、 Ta’: 日影空間で

冷 却 後 の 気 温 [K] 、 1[m3] の 空 気 を 1℃ 上 昇 さ せ る の に 必 要 な 熱 量 は 、

1.006[J/gK]×1293[g]×1[K]≒1301[J]。 

上記の式によると、日影空間が後流域ではない場合でも、v に対して、A と s が十分大き
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い（すなわち、高層建築物が十分大きく、日影の壁面が大きい、広大な日影がある。また空

気が日影に流入する時から、十分冷却されるまでのフェッチ距離が十分ある）場合には、日

影空間において、冷気の生成が可能と考えられる。本研究の対象市街地において、観測と数

値解析により、高層建築物の日影空間が後流域ではなくても、冷気が生成されていることが

確認された。 

次に、冬季における高層建築物の日影空間に形成される低温の地表面について、本章の連

成解析の結果から、局所の気温・気流分布と時間履歴・蓄冷の考慮はより低温の地表面形成

に寄与するが、大気放射冷却は唯一の冷却源として存在する。それは気象条件、街区の空間

形態と構成材料によって左右される（図 5.11 の②、③）。気象条件に対して、対象市街地は

関東地方に位置するため、冬季は晴天日が多く、空気が冷たく乾燥し、大気放射冷却が促進

される。対象市街地の空間形態的な特徴として、高層建築物と併設する中層商業施設による

広大な日影が存在している。12 時時点で高層建築物による日影が 45m×140m まで及び、

高層建築物と離れるエリアまで影響が及んでい る。中層商業施設は横幅が大きく

(100m×45m)、中層商業施設近辺で東西方向にフェッチ距離の長い日影を作っている（高

層建築物の日影と重なると幅が 145m に達している）。また、大気放射冷却には天空率が大

きいことが必要ですが、単棟で建つ高層建築物では、その条件が満たされる。対象空間の構

成材料について、主な構成材料は熱容量の大きいアスファルト、コンクリートとタイルで、

他のサイトでも一般的に使われている材料である。本研究の対象市街地の高層建築物の日

影空間のような一日中を通して、直達日射が少なく（もしくはない）、すなわち長時間に日

影であるエリアは図 5.9 のような熱収支の時系列変化が起き、主な受熱は対流熱伝達と天空

日射及び反射日射からである。天空日射及び反射日射は日影であれば、本研究のような開放

空間と構成材料の場合、同程度の天空率と反射率があり、同程度の受熱が考えられる。対流

熱伝達について、上記冷気の生成部分で分析したように、もしくは日影空間が広大であり、

十分なフェッチ距離がある場合、日影空間の地表面の表面温度は上空気温より高くならな

く、低温の地表面は形成されると考えられる。局所の気温・気流分布と時間履歴・蓄冷の考

慮がより低温の地表面形成への寄与に対して、上記冷気の生成の条件が満足され、冷気が生

成されれば、局所の気温・気流分布が低温の地表面は形成に寄与し、また対象時刻より前の

時刻で冷気が生成されれば、時間履歴・蓄冷の考慮がより低温の地表面形成への寄与するこ

とになる。 

すなわち、構成材料は一般化できるもので、気象条件は関東地方の冬季という条件下にお

けるものである。空間形態について、高層建築物の広大な日影があり、もしくは十分なフェ

ッチ距離がある中層建築物の日影空間が存在すれば、本研究のような開空間でも、低温の地

表面や冷気が生成する可能性が十分あると考えられる。 

一方、著者らが想定したよりも、リモートセンシング観測と移動観測により示された地表

面温度と局所気温がより低く、これに関しては、連成解析を行っても完全には再現しきれて



 

 

第 5 章 高層建築物周辺の温熱環境の形成機構に関する熱収支・気流の連成解析 

 

118 

 

おらず、1 日のみを連成解析した現状の手法の限界とも言える。図 5.12 に図 5.6 の D 点の

連成前後の対流熱伝達量の比較を示す。連成後、表面温度が低くなった点に対して、連成後

では対流により得る熱フラックスが対象日 1 日の積算値が減っていることが確認できる。

気象条件が安定した冬日であれば、前日も類似な状況が生じ、長期の連成は対流による得た

熱フラックスの差の積算値を表面温度に反映できると考えられる。そこで、今後の課題とし

ては、より長期の局所蓄冷を考慮した場合に、どの程度観測結果に近づいた解析結果が得ら

れるかということがあるが、その場合、必然的に計算負荷が膨大になってくる。よって、長

期の影響については、連成の頻度を抑えて、時間積分的な局所蓄冷と局所の冷気の影響を考

慮するなど、時間方向のモデル化が必要となると考えられる。その他に、CFD シミュレー

ションには、各時刻の流入風条件に基づき平均流を解析する RANS モデルを用いた。これ

は、各時刻の流入風に代表性があることに基づくものであるが、より短い時間スケールでの

風向・風速の変動が冷気分布に影響をした可能性も考えられる。これらの影響要因の分析に

ついても、今後の課題としたい。 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 既往研究                (b) 本研究 

図 5.10 高層建築物の日影空間で起きる熱的な現象 
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図 5.11 高層建築物の日影空間で起きる熱的な現象を引き起こす原因と流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.12 D 点における連成前後の対流熱伝達量の変化 
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5.6 まとめ 

 

本研究では、高層建築物の日陰空間において冬季に形成される低温の微気候の形成要因

を明らかにするために、24 時刻の熱収支・気流連成解析手法により検証を行った。近傍空

気と低温の地表面という熱容量の大きく異なる対象間での局所的な熱交換を確認できた。 

1) 熱収支解析と CFD 解析との連成解析によって、十分な放射冷却と広大な日影という

条件が揃う本事例では、高層建築物の日陰空間において、近傍空気と低温の地表面や

壁面との局所的な熱交換により、冷気が生成されたことを確認した。 

2) 連成なしの熱収支解析、12 時のみの連成解析と 24 時刻の連成解析を実施・比較し、

冷気の生成と地表面への局所的な蓄冷がそれぞれ表面温度へ及ぼす寄与を確認した。

連成解析により、地表面温度の低下を数値解析において 24 時刻の対流効果と蓄熱／

蓄冷の影響を加味することで再現しようと試みたが、局所的には温度低下が確認され

たが、日影空間の広範囲にわたって観測値ほどの温度低下までは再現されなかった。 

これは、より長期間の局所蓄冷の影響であることが推察されるため、長期の連成を行う必

要性を示唆した。ただし、長期間の連成解析は計算負荷の増大を招くため、時間を遡るにし

たがって連成の頻度を減らすなど、計算を簡略化する工夫が必要と考えられる。また、より

短い時間スケールでの風向・風速の変動も冷気分布に影響している可能性もあるため、今後

の研究課題としたい。 

 6 章では本章で確認した高層建築物周辺の温熱環境に対して、環境アセスメントの観点か

ら人の温熱快適性に及ぼす影響を評価する。 
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注釈 

 

注 5-1） 連成回数を最小化するには、等温場の CFD シミュレーションを先に実施してから

（：気流分布のみを算出）、熱収支シミュレーションを実施する（：局所対流熱伝

達率を踏まえた表面温度を算出する）方が連成の収束に至るまでの回数は減らせ

ることが分かっている。本研究では、連成を行わない場合の表面温度分布について

も比較に使用するために、熱収支シミュレーションを先に実施した。 
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注 5-2） 本研究では、比較のために、対象時刻 12 時の気流・気温の空間分布のみを熱収支

シミュレーションに入力し、その他の時間帯の気温・風速の空間分布は一様と設定

するケースについても実施した。詳細は 4.1 に示す。 

注 5-3） 連成解析は 1 時間間隔で実施しているため、各時刻の時間代表性が問題となる。図

5.10 の(a), (b)にそれぞれ土浦アメダス気象データから風配図と風速の出現頻度分

布図を作成した。10 分間と 1 時間の測定データ、それぞれについて作成している。

本結果から、両者はほぼ一致した傾向を示していることから、1 時間以内に風向や

風速の変化がほとんどなく、1 時間ごとの風向風速の代表性が高いと言える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 対象市街地における風配図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 対象市街地における風速の度数分布 

図 5.10 対象市街地における 1 時間ごとと 10 分ごとの風速条件の比較 

注 5-4） ここでは、主に対流熱伝達による顕熱フラックスを評価しているが、移動観測では

計測が困難ため、観測と数値解析との結果については比較せずに、連成解析による

影響を、連成前、12 時のみ連成と 24 時刻の連成（CASE 1, CASE 2 と CASE 3）

の比較から評価する。 
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6.1 はじめに 

 

前章では高層建築物が単棟として存在し、周辺は低層住宅地という比較的に開放的な空

間でも高層建築物の日影空間において、蓄冷した低温の地表面と近傍空気との熱交換が行

われ、冷気が生成された。また生成された冷気により、局所的な気温が低いことによって、

大気から地表面に向かう熱フラックスが抑制され、地表面の低温を促進されるという知見

が得られた。また、温熱環境は人々が生活する上での健康や快適性を保障する意味で重要で

ある。一方、高層建築物の周辺地域では生活者の温熱快適性が担保されていないことが現状

である。本章ではこの知見に基づき、高層建築物の影響に対し、従来の環境アセスメントの

評価方法を踏まえたうえで、既存の環境アセスメントの中に十分でない部分、温熱環境を考

慮し、今後の温熱環境を考慮した環境アセスメントに関する知見を得る目的で、冬季におけ

る高層建築物周辺の温熱快適性を評価する。本章の構成は以下の通りである。 

まず高層建築物に関する現在の法規制や環境アセスメントについて調査したうえで、従

来の環境影響評価である日射遮蔽とビル風の観点から、高層建築物の周辺環境を評価する。 

次に、温熱快適性を表す指標：標準新有効温度（SET＊）を用いて、温熱環境の視点から、

高層建築物が対象市街地への環境影響を評価してゆく。 

 

 

6.2 高層建築物に対する法規制 

 

 日本では高層建築物による環境問題が取り上げられるようになったのは、1960～70 年代

のマンションブームによる中高層住宅の一般市民への定着以降である。そのため、中高層住

宅による市街地形成は歴史が浅く、幹線道路沿いや商業系用途地域に散発的に中高層住宅

群が形成されていることが多い[6-1]。これらの市街地の中には、隣接する住宅への配慮がな

いこと等により問題が生じている場合が見られる。 

 高層建築物は都市再開発によって建設されることが多いが、都市再開発を行う場合は都

市再開発法に則って特定の地域地区で行わなくてはならない。 

 前述のように、高層建築物が周辺環境に与える影響については日射障害・ビル風・景観の

悪影響等が挙げられるが、日照時間の減少は法律で規制され、自治体によっては特定の高さ

以上の建物の建設について環境アセスメントが義務付けられている。本節においては、これ

らの高層建築物に対する法規制を整理し、次節において、環境影響評価手法を整理すること

うえで、6.5 節は対象市街地において、今までの環境影響評価手法に基づいて、評価を行う。 
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6.2.1 都市再開発と地域地区 

 

都市再開発とは、市街地再開発事業、土地区画整理事業等の市街地開発事業にとどまらず、

特定街区、地区計画等の規制誘導手法による修復型まちづくり、特定の市街地の整備を目的

とした助成事業及び工場等の跡地利用や都市施設の整備と一体となった土地利用の面的転

換等を含むものとされている[6-2]。この内市街地再開発事業は、市街地内の、土地利用の細

分化や老朽化した木造建築の密集、十分な公共施設が無い等の都市機能の低下が見られる

地域において、土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を図ることを目的とし

ている[6-3]。市街地再開発事業は第１種事業の「権利変換方式」と第２種事業の「管理処分

方式（用地買収方式）」の２種類に分かれるが、第 2 種事業は公共性・緊急性が著しく高い

区域において行われるため、基本的には第 1 種の方式で行われる。 

 市街地再開発事業はどこでも行えるわけではなく、高度利用地区、都市再生特別地区また

は地区計画、防災街区整備地区計画もしくは沿道地区計画の地域地区で行うことができる。

地域地区とは都市計画区域を用途毎に区切ったもので、最も基本的なものである全 12 種類

の用途地区の他に、高度利用地区等のその他の地域地区が 20 種類存在する。自治体はこれ

らの地域地区を指定することによって都市計画を進めてゆく。 

都市計画法で定める用途地域は、表 6.1 のように住居系 7 地域・商業系 2 地域・工業系 3

地域に分かれ、それぞれの地域に対し建てられる建築物の用途と容積率の上限が決められ

ている（表 6.2）。このうち住居系・商業系地域では、第 1,2 種低層住居専用地域では最高

200%、第 1,2 種中高層住居専用地域・第 1,2 種住居地域・準住居地域・近隣商業地域では

最高 500%、商業地域では最高 1300%の容積率上限が指定される。商業地域は容積率の上

限が大きく、地方都市の中心街に指定されることが多いため、高層建築物を建設しやすい用

途地域であると言える。また、商業地域は一部の工場を除けば全ての用途の建物を建設する

ことができるので、戸建て住宅や集合住宅が混在する等、日照問題が起こりやすい地域でも

ある。 

 本研究の対象市街地は商業地域に該当するため、これからは商業地域に対する法規制を

中心に展開する。 
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表 6.1 都市計画法で定める用途地域の種類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 6.2 容積率の基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

用途地域 内容

住
居
系

第１種低層住居専用地域 低層住宅のための地域。小規模な店舗、事務所を兼
ねた住宅や、小中学校を建てることができる

第２種低層住居専用地域 主に低層住宅のための地域。小中学校のほか、
150m2までの一定の店舗などが建てられる

第１種中高層住居専用地域 中高層住宅のための地域。病院、大学、500m2まで
の一定の店舗などが建てられる

第２種中高層住居専用地域 主に中高層住宅のための地域。病院、大学等のほか、
1,500m2までの一定の店舗や事務所等が建てられる

第１種住居地域 住居の環境を守るための地域。3,000m2までの店舗、
事務所、ホテル等は建築可能

第２種住居地域 主に住居の環境を守るための地域。店舗、事務所、
ホテル、カラオケボックス等は建築可能

準住居地域 道路の沿道において、自動車関連施設等の立地と、
これと調和した住居の環境を保護するための地域

商
業
系

近隣商業地域 まわりの住民が日用品の買物等をするための地域。
住宅や店舗の他に小規模の工場も建設可能

商業地域 銀行、映画館、飲食店、百貨店等が集まる地域。住
宅や小規模の工場も建設可能

工
業
系

準工業地域 主に軽工業の工場やサービス施設等が立地する地域。
危険性、環境悪化が大きい工場のほかは、ほとんど
建設可能

工業地域 どんな工場でも建てられる地域。住宅や店舗は建築
できるが、学校、病院、ホテル等は建築不可

工業専用地域 工場のための地域。どんな工場でも建築できるが、
住宅、店舗、学校、病院、ホテル等は建築不可

容積率
(%)

用途地域

１
低

２
低

１
中

２
中

１
住

２
住

準
住

近
商

商業 準工
工
業

工
専

無
指
定

指定
容積率

50
60
80
100
150
200

100
150
200
300
400
500
※1

200
300
400
500
600
700
800
900
1000
1100
1200
1300

100
150
200
300
400
500
※1

100
150
200
300
400

(50)
(80)
(100)
(200)
(300)
(400)
※2

※1：高層住居誘導地区内の建築物は除く

※2：カッコ内は特定行政庁が都市計画審議会の議を経て指定する区域内の数値

道路

GL

1

1.5

適用距離

(20～50m)

建物を建てられる範囲

GL：前面道路の中心高さ
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6.2.2 斜線制限及び天空率 

 

斜線制限とは道路の開放性や道路に面した建築物の日射・通風・採光の確保を目的に建築

物の高さを制限するものである。斜線制限には道路斜線制限・隣地斜線制限・北側斜線制限

の３種があるが、商業地域においては北側斜線制限が適用されない。 

 

（1）道路斜線制限 

道路斜線制限は敷地に面した道路を基準とした斜線制限で、建物の高さは原則として図

6.1 のように前面道路の反対側の境界線からの水平距離に 1.5 を乗じた数値以下としなけれ

ばならない。また、道路斜線は適用距離（20 m～50 m）を超える範囲には及ばない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1 商業地域における道路斜線制限の模式図 

 

 

（2）隣地斜線制限 

隣地斜線制限は、高層部分の通風・採光を目的に、隣地境界線からの水平距離に応じて建

築物の高さを制限するものである。商業地域においては、図 6.2 のように隣地境界線からの

水平距離の 2.5 倍に 31m を加えた数値以下とする。 
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※2：カッコ内は特定行政庁が都市計画審議会の議を経て指定する区域内の数値
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図 6.2 商業地域における隣地斜線制限の模式図 

 

 

（3）天空率 

天空率は、2003 年 1 月から施行された斜線制限の緩和規定である。天空率により採光、

通風、開放の確保が評価され、斜線制限によって確保されている採光、通風と同程度以上確

保されているかが判断される。天空率の定義は図 6.3 に示す。斜線制限は決められた基準に

基づき建物の高さを制限する仕様規定型の制限であったが、天空率は斜線制限の性能規定

版であると言える。計画建築物の天空率が、現行の斜線制限に適合した建築物の天空率以上

であれば、現行の斜線制限によって確保されている採光、通風等が同程度以上確保されてい

ると判断される。天空率を使用すると、斜線制限による計画よりも建物の高さを高く計画す

ることや、斜線制限によって切り取られた不整形な建物を整形な形状に計画することがで

きる。 
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図 6.3 天空率の定義 

 

6.2.3 日影規制 

 

日影規制は 1976 年に導入された。導入の背景には、都市部の過密化により日照紛争やそ

の他都市環境を阻害する事態が随所に発生したことにある。日影規制は日影の影響が大き

い中高層建築物を規制対象とし、建築物が周囲に落とす日影の時間を制限して日照条件の

悪化を防ぐものである。日影規制は殆どの用途地域で適用されるが、商業地域・工業地域・

工業専用地域では反映されない。これは日影規制が住居系の地域を中心として考えられた

制度だからである。しかし先に述べたように商業地域内であっても住宅は建設可能であり、

現行の制度が全住居に対し公平に適用されているかどうかは疑問である。なお、商業地域内

の建物であっても、高さが 10 m を超える建築物は、他の地域の規制区域に影を落とす場合、

その地区の規制を受ける。 

 日影規制の審査基準は、冬至日の真太陽時による午前 8 時から午後 4 時まで（北海道に

おいては午前 9 時から午後 3 時まで）の間において、その区域に設けた平均地盤面より用

Z

S
A

計
画
建
築
物
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面積：As

指定点A
指定点B

指定点Aの方位角計画建築物の正射影：Ab

指定点Aの方位円
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Rs：天空率
As：想定半球（地上のある位置を中心としてその水平面上に想定する半球）の

水平投影面積
Ab：建築物およびその敷地の地盤をAsと同一の想定半球に投影した投影面の

水平投影面積

Rs= (AsーAb )〳As
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途地域により指定された高さ(1.5 m, 4 m, 6.5 m のいずれか)の水平面に、敷地境界線からの

距離が 5m 及び 10m の位置に対して条例で指定した時間以上日影となる部分を生じさせて

いないかの判断となる。図 6.4 に概要を示す。敷地境界線からの距離が２段階となっている

のは、まず 5m の範囲で建築物が直接隣地に及ぼす影響を規制し、10 m の範囲ではこれを

超えて広がる日影や他の建物との複合日影を考慮して規制している。 

 日影規制の問題点は商業地域では反映されないことや、日影にかかる時間の基準の決め

方も科学的知見に基づいたものではないことが挙げられる。本研究の対象市街地である土

浦駅前地域は商業地域に該当するため、日影規制はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.4 日影規制の概要 
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6.2.4 CASBEE による評価 

 

 建築物一般に対する環境評価手法としては「建築環境総合性能評価システム

（CASBEE=Comprehensive Assessment System for Built Environment Efficiency）」による

評価がある 10)。 

CASBEE は 1980 年代後半からのサステナブル建築推進の動きを受け、英国の BREEAM

（Building Research Establishment Environment Environmental Assessment Method）や北

米の LEED（Leadership in Energy and Environment Design）を参考にして 2001 年 4 月か

ら日本で開発されてきた環境評価手法である。 

CASBEE では Q(Quality:建築物の環境品質)と L(Load:建築物の環境負荷)をそれぞれ別

個に採点し、最終的にその結果を基に BEE(Built Environment Efficiency:建築物の環境効

率)を指標として評価している（図 6.5）。その際、L はまず LR(Load Reduction:建築物の

環境負荷低減性)として評価される。 

CASBEE 新築では屋外熱環境の評価は「LR3.敷地外環境」で行われており、LR の内 3

割の重みを占めている。LR3 は「1.地球温暖化への配慮」、「2.地域環境への配慮」、「3.周

辺環境への配慮」で構成されており、この内周辺地域の熱環境に関連する評価項目は「2.2 

温熱環境悪化の改善」と「3.2 風害、日照阻害の抑制」である。2.2 に関しては主に風下の

地域の風通しの良さや建物や地表面の表面温度低下への取り組みを評価対象としている。

3.2 に関しては風害に関しては事前調査の有無、机上やシミュレーションによる予測の有

無、対策のランク付け等によって評価されているが、日照阻害に関しては日影規制を基に

した評価しか行っておらず、日影規制が無い用途地域においては全て一律の評価としてい

る（表 6.3）。このため日影規制の無い商業地域等においては建築物による日射遮蔽が周辺

地域の熱環境に与える影響については評価されないことになる。 
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Qの得点
Q1 室内環境
Q2 サービス性能
Q3 室外環境（敷地内）

LRの得点
LR1 エネルギー
LR2 資源・マテリアル
LR3 敷地外環境

棒グラフ、レーダーチャートと
BEEにより表示

（1）Qの評価結果

（2）LRの評価結果

（3）BEEの結果

評
価
項
目
の
得
点

＜スコアシート＞ ＜結果表示シート＞

Q：建築物の環境品質
LR：建築物の環境負荷低減性

BEE：建築物の環境効率

レベル1 （該当するレベルなし）

レベル2 （該当するレベルなし）

レベル3
日影規制を満たしている、または当該地域に日影規制が無い
場合

レベル4 日影規制に対して1ランク上注)の基準を満たしている

レベル5 （該当するレベルなし）

注）日照阻害の抑制において、1ランク上とは、例えば近隣商業地域で日影規制
が5時間/3時間(5m,10m)の場合、それより1つ厳しい基準が準住居地域で、
4時間/2.5時間とすると、準住居地域の日影規制を満たしている場合である。
なお、既に最も厳しい規制を受けている場合、規制基準より-1時間/-0.5時
間(5m,10m)を1ランク上の基準とみなす。

)5(25

)1(25

:

:

SLR

SQ

L

Q
BEE






建築物の環境負荷

建築物の環境品質

SQ,SLR：Q,LRの得点

図 6.5 CASBEE の基本構成[6-5] 

 

 

表 6.3 CASBEE 新築による日照阻害の評価方法[6-5] 
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6.3 高層建築物に対する従来の環境影響評価手法 

 

高層建築物に対する環境アセスメントによる評価は特定の高さ以上の超高層建築物を対

象に地方自治体によって行われている。それは主に東京などの大都市や北九州などの地方

中核都市で行われていて、対象市街地が位置する茨城県土浦市では行われていないことが

現状である。具体的に、土浦市は環境基本条例が存在しているが[6-6]、その中には高層建築

物に対する規制はない。また土浦市は茨城県の環境アセスメント手法を適用しているが、高

層建築物はアセスの対象となっていないことが現状である[6-7]。 

大都市や地方中核都市などでは環境アセスメントの具体的な項目として、施設の存在・併

用の区分で景観、日照、風害、電波障害、ヒートアイランドの項目で評価を行っている。 

 風害（ビル風）に関する評価は様々な調査研究の結果を元に行われており、例えば村上ら

[6-4]によって長期間にわたる住民の風環境に関する意識調査と風観測の結果を元にした風環

境評価基準が提案されている。森川ら[6-8]も気温の影響を考慮した風環境評価尺度を提案し

ている。 

一方、日照の項目では対象建築物の時刻別日影図及び等時間日影図をコンピュータによ

り計算・作図して評価を行っているが、その評価手法は既存の建物物の日影図との比較によ

るもので、実際の周辺地域の環境を調査検討した上で行われてはいなかった。また対象事業

実施区域周辺は商業地域であることから日影規制による評価も行っていない。 

 

 

6.4 従来の環境影響評価手法の対象市街地への適用 

 

6.4.1 日影図 

 

図 6.6 に対象市街地における高層建築物の日影図を示す。この日影図は 2 章と同様に、

CAD モデルから、3D CAD 対応熱環境シミュレータによって、対象日において、直達日射

の範囲を計算した結果となる。12:00 の日影の範囲は当日の航空機リモートセンシング観測

で日影によると思われる北側街区における放射温度が低い地域と一致していることを確認

した。日影図から見ると、合計 1 時間が高層建築物の日影に入るエリアは、午前中の旧市街

の北側、昼頃から午後にかけて北側街区と広く分布している。一方、合計 2 時間から 3 時

間以上高層建築物の日影に入っているエリアは高層建築物から半径 50m 程度以内の交差点

の車道と北側駐車場を含むごく限られているエリアである。 
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図 6.6 対象市街地における高層建築物の日影図 

 

図 6.7 に土浦市の日影による中高層建築物の制限を示す。対象市街地は商業地域に分類さ

れている。図示の情報から、商業地域では日影規制はないことに対し、低層住居専用地域で

も日影規制は 2 時間から 3 時間であることが確認できる。従来の日影規制の観点から見る

と、図 6.6 で示された日影図に囲まれたエリアでは、ほとんど環境影響評価上問題がない地

域に当たる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.7 土浦市の建物の高さ制限（土浦市公式ホームページより） 
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6.4.2 ビル風 

 

ビル風は都市開発によって、特に高層建築物が周辺の風環境を改変させ、不快な風環境を

形成していることを指す。夏季では高層建築物の遮風によって、弱風域が形成され、熱的不

快感を増すケースもあれば、風が極端に強くなり、帽子が飛ばされたり、人が転倒したりす

るケースもある。このような被害は夏季だけでなく、冬季でも問題になっている。冬季にお

いては、風速が弱いほど快適になる一方、強風の場合、歩行者に対しては、夏季の場合と同

様な問題をもたらすと同時に、風速が少しでも強くなれば、非常に寒く感じ、熱的不快感を

もたらす。 

森川ら[6-7]は気温を考慮した風環境評価尺度を提案した。表 6.4 にこの尺度に基づいて、

日平均気温が 0～10℃の場合の分類をまとめる。森川らの尺度によると、対象市街地の冬季

における風環境について、風速 1.3m/s は適風域とし、快適な場所と見なしている。風速が

1.3m/s～2.0m/s は中間域とし、「適風」から強風による非適風」に移行する風速である。風

速が 2.0m/s を超えると、大多数の人が強すぎると感じ始める風速になり、強風域としてい

る。 

図 6.8 の(a)(b)(c)(d)にそれぞれ午前、昼、午後、日没後の代表的な時刻 10:00、12:00、

15:00、17:00 における風環境を示す。水平断面は人間の居住域高さである地上 1.5 m と設

定した。結果から見ると、10:00 と 15:00 では高層建築物の周辺の一部限られたエリアでは

強風域が現れたものの、その他の場所（高層建築物の一部の日影空間を含む）では中間域や

適風域に属している。17:00 では対象市街地全域で強風域が現れなかった。特に、リモート

センシング観測の対象時刻である 12:00 でも強風域がほとんど見当たらない。森川らの尺

度によると、12:00 では高層建築物の日影空間の車道の一部を除いて、対象市街地のほぼ全

域が問題にならない地域であることがわかった。 

 

 

表 6.4 気温を考慮した風環境評価尺度（日平均気温が 0～10℃の場合） 
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(a) 10:00                                     (b) 12:00 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(c) 15:00                               (d) 17:00 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.8 気温を考慮した風環境評価尺度に基づく風環境分類図（高さ 1.5 m） 

 

 

6.5 温熱環境の視点からの環境影響評価 

 

これまでに温熱快適性に対する評価には、OT（作用温度）、ET（有効温度）、PMV（予想

平均温冷感申告）、WBGT（湿球黒球温度）などの指標が提案されている。その中では、標

準新有効温度（SET＊）[6-9]が提案された。SET＊は気温・湿度・気流・放射熱・着衣量をも



 

 

第 6 章 高層建築物周辺の微気候を考慮した温熱環境評価 

 

137 

 

とに、気流の無い相対湿度 50%の場合と同じ体感となる気温で表す。既往研究では SET＊

に関する研究[6-10]や、それを評価指標として屋外空間における温冷感を研究する[6-11]試みが

見られるが、高層建築物の日影空間が冬季における温熱環境を予測する研究はまだない。

SET＊は環境側の要素、気温・湿度・風速・日射・表面温度を考慮することができ、かつ人

間側の要素、着衣量・代謝量などを考慮する複数のモデルにより、温熱快適性を定量的に評

価できるため、本研究でも SET＊を対象市街地の温熱環境の評価指標として採用する。図 6.9

に高層建築物周辺の環境の評価及びその中の温熱環境評価の概念を示す。本研究では人間

側要素をモデル化し、米国空調学会の基準である ASHRAE Standard[6-12, 6-13]を適用してい

る。環境側要素について、湿度はつくば高層気象台のデータしかなく、気温条件を使って、

絶対湿度に換算し、また土浦アメダスの気温データを使って、現地の湿度に換算した。日射

や長波長放射、表面温度は連成解析の熱収支シミュレーションの計算結果を使用した。気温、

風速は連成解析の CFD で計算された局所気温と風速を使用した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.9 高層建築物周辺の環境の評価に関する概念図 
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6.5.1 12:00 の SET＊分布 

 

図 6.10 に研究対象日の対象市街地における SET＊の平面分布を示す。水平断面はビル風

を評価する時と同様に人間の居住域高さである地上 1.5 m としている。桑原ら[6-14]の実験研

究によると、SET＊は 10℃の場合、すでに不快側申告率が 60%に達し、すなわち、60%の人

はすでに温熱的不快を感じる状態にあると見なされる。SET＊は 5℃の場合、不快側申告率

がさらに 90%に達し、すなわち、90%の人は温熱的不快を感じる状態にあると見なされる。

対象市街地の SET＊の分布から見ると、12:00 において、高層建築物の東側、北側、旧市街

地と北側街区の間の通りでは SET＊が 5℃以下の場所が多く、温熱環境が不快になっている

ことがわかる。特に高層建築物と隣接する商業施設の北側の歩道と車道では SET＊が 2℃程

度しかなく、ほとんどの人は温熱的不快を感じる状態にあると考えられる。また従来の日影

規制やビル風の評価では問題にならないエリア（例えば、北側街区の高層建築物の日影空間

に位置するエリア）においても、SET＊が 5℃未満になり、90%以上の人は温熱的不快を感

じる状態にあることから、温熱的には不快な環境が形成され、高層建築物によって問題が生

じる地域であることが示された。本対象市街地のみならず、5.5 節の条件が満たされた街区

であれば、上記の温熱環境が生じる可能性が十分あると判断する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.10 12:00 における人間の居住域高さでの SET*分布（地上 1.5 m） 
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6.5.2 SET＊への各影響要素による影響度 

 

本項は本研究がこれまでに高層建築物周辺の微気候に対する分析を踏まえて、数値シミ

ュレーション上で微気候を再現することによって、各要素が SET＊への影響度合い（すなわ

ち、SET＊への寄与）を明らかにする。定量化の方法は、図 6.11 に示された SET＊から対象

要素のみ一定値にした SET＊を引いた結果を可視化する。 

図 6.11 に対象市街地における 12:00 の局所風速が SET＊への寄与を示す。計算式は次の

通りである。 

 

SET*V= SET*- SET*V’     （式 6.1） 

 

その中、SET*V は局所風速が SET＊への寄与、SET*は微気候を考慮した SET＊、SET*V’は土

浦アメダスの風速（上空風）を用いて、空間風速分布を一定と設定して算出された SET＊で

ある。 

計算結果を確認すると、市街地によって上空風を減衰し、地表面付近の風速が上空風より

弱まる傾向があるため、対象市街地の広い範囲にわたって、局所風速が SET＊が 2℃～4℃

程度上昇するように寄与している。ただし、一部のエリア、特に高層建築物の周辺エリアで

は、局所風速が SET＊への寄与は 0℃程度で、すなわち、上空風を用いるの場合と同様な与

えが現れた。それは高層建築物によるビル風がその周辺の風速を上空風程度に上昇させ、風

環境が悪化することと同時に、温熱環境へも悪影響を与えていることを示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.11 12:00 の局所風速が SET＊への寄与（高さ 1.5 m） 
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図 6.12 に対象市街地における 12:00 の局所気温が SET＊への寄与を示す。計算式は次の

通りである。 

 

SET*Ta= SET*- SET*Ta’     （式 6.2） 

 

その中、SET*Ta は局所気温が SET＊への寄与、SET*は微気候を考慮した SET＊、SET*Ta’は

土浦アメダスの気温（上空気温）を用いて、空間気温分布を一定と設定して算出された SET

＊である。 

計算結果を確認すると、旧市街においては局所気温が SET＊への寄与が 0.3℃以内にとど

め、局所的な影響が限定的だとわかった。一方、高層建築物の周辺及び北側街区の広い範囲

にわたって、局所気温が SET＊への寄与が-0.2～-0.6℃程度あり、このような場所では、蓄

冷した地表面と近傍空気との熱交換により、局所的な冷気の生成による温熱的不快感を生

じたことが明らかになった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.12 12:00 の局所気温が SET＊への寄与（高さ 1.5 m） 

 

図 6.13 に対象市街地における 12:00 の局所 MRT（平均放射温度）注 6.1)が SET＊への寄与

を示す。計算式は次の通りである。 

 

SET*MRT= SET*- SET*MRT’     （式 6.3） 

その中、SET*MRT は局所 MRT が SET＊への寄与、SET*は微気候を考慮した SET＊、SET*MRT’

は熱放射が温度へ及ぼす影響を考慮しなく、連成解析の局所気温を用いて、MRT 値として

設定し、算出された SET＊である。 
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計算結果を確認すると、局所 MRT の SET＊への寄与はマイナスの場所が確認できたのは、

主に北側街区の一部を含む高層建築物の日影空間に集中している。特に高層建築物の周辺

の日影空間（歩道）においては、-2.5℃程度寄与している。これらの場所においては、冷気

の生成以外にも、蓄冷した表面からの冷放射（実際は、周囲の表面温度が低いため、人体か

らより多くの熱放射が周辺環境へ放散することで、熱が奪われてしまう現象）を受けること

で、温熱的不快感を生じたことが明らかになった。 

高層建築物と南側に位置する中層建物の間のキャニオン（灰色の枠）においては、比較的

に閉鎖的な空間で日影による冷気滞留（局所的な低温）[6-15]が確認でき、高層建築物の北側

日影空間と同程度に SET＊へマイナスの寄与を与えている。しかし、高層建築物の北側日影

空間と比べると、天空率が低く、またそれによる大気放射冷却の効果が弱いため、表面温度

はそれほど下がっていない。それによって、キャニオン空間の MRT が高層建築物の北側日

影空間より高く、SET＊へのマイナスの寄与が小さい。また、風速は高層建築物の北側日影

空間のほうが大きいので、SET＊は北側日影空間のほうが低いことになった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.13 12:00 の局所 MRT が SET＊への寄与（高さ 1.5 m） 

 

本項では、SET＊へ微気候の各影響要素による影響度合いを確認した。高層建築物の日影

空間や周辺エリアでは、局所的な要因によって、温熱的に非常に不快な微気候が形成されて

いることが明らかになった。また、研究対象地において、冬季には、中層建物に囲まれたキ

ャニオン空間よりも、高層建築物の北側にある日影空間のような比較的に開放的な空間で

より劣悪な温熱環境が形成されていることが確認された。風速、熱放射、気温で総合的な評

価の重要性を示した。 
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6.5.3 今後の環境アセスメントに向けた課題 

 

以上から、高層建築物が大きな影響を及ぼしていることを明らかにした。本結果から、将

来的に環境アセスメントにおいて温熱環境の評価を加えてゆくことが重要であると示唆さ

れるが、その方法については、知見のさらなる一般化とあわせて、今後の課題としたい。実

務上のコストの観点については、例えば、現在の緩和適用もある日影規制を強化するという

観点から、日照と温熱環境両方に着目することによって、従来の日影規制をより厳格に適用

（例えば、規制適用の除外を無くしたりするなど）することも選択肢ではないかと考えられ

る。 

また実務上のコストに関して、本研究は数値解析の前に冷気の形成の実態と熱収支成分

を把握するために、実測を行ったが、熱収支解析と CFD との連成解析の実用的手法を整備

してゆくことで、今後はこのような日影空間に対して、温熱環境を把握することも可能と考

えられる。例えば、環境アセスメントにおける数値解析手法の実態として、現在、多くの自

治体で風害（ビル風）の評価に風洞実験に加えて CFD の適用が認められており、一般化し

てきている。また、温熱環境についても、オフィスビルや商業施設、競技場などの大規模な

開発を行う際に、建設会社が数値解析により評価を行うことも幅広く行われるようになっ

てきた。本研究ではこのような取り組みが必要と考えられるが、実用上は計算負荷が大きく、

コストもかかるため、２４時間連成手法をより簡易な連成にしてゆくなども重要と考えら

れる。 

 

 

6.6 まとめ 

 

本章は温熱環境を考慮した環境影響評価を行なうために、まず高層建築物に関する現在

の法規制と環境アセスメントについて調査したうえで、従来の評価方法である日影規制と

ビル風の観点から、対象市街地に対して評価を行った。 

日影規制の評価では、対象市街地における高層建築物の日影規制がないが、低層住居専用

地域の比較的に厳しい制限を適用しても、高層建築物の日影が 1 時間程度である北側街区

は問題にならない地域にあたることを確認した。 

ビル風に対する評価では、一部の時刻に対して、高層建築物の周辺のエリアで強風域が現

れたが、それは限定的であった。また研究対象時刻を含む複数の時間では高層建築物の周辺

でも問題にならない風速域であることがわかった。 

次に、高層建築物周辺の温熱環境を評価するために、評価指標である SET＊を導入し、

熱収支シミュレーションと CFD との連成解析から得られた結果に適用した。その結果、対

象市街地のような広大な日影を有する高層建築物の周辺のほぼ全域に加えて、高層建築物
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から 70m 以上離れた地域（特に北側街区の日影空間）においても 90%以上の人は不快を感

じる環境にあり、温熱環境的に問題がある地域が広く分布していることがわかった。 

以上より、温熱環境の観点を加わると、従来の環境影響評価では問題ではない地域でも、

環境問題がある可能性が指摘され、本研究では環境アセスメント（ミニアセス）をサポート

できる知見が得られたと言える。ただし、その代表性については今後の課題にしたい。すな

わち、環境アセスメントに適用するには、期間、時間帯の代表性を議論するか、また平均的

な気象条件で評価するか、といった点がある。温熱条件が極端に悪い日を選んで評価するこ

とも選択肢として考えられる。また温熱環境を考慮した環境アセスメントを実際に適用す

る際には、快適・不快の基準や適用範囲などもさらに議論する必要があると考えられる。 
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注釈 

 

注 6.1) 人間の温冷感は気温だけでなく、気流や熱放射など様々の要素が影響を及ぼす（6.3

節）。その中、人間の周囲に存在する地物からの熱放射が大きく影響している。MRT

は、人間が周囲から受ける熱放射の影響を全方位で平均化し、温度換算したもので

ある。建物や地面からの熱放射は、そこの表面温度に依存し、外部空間の空間形態

と構成材料により直接的に規定される。その計算式は以下の通りである。 

 

𝑀𝑅𝑇 = √∑ 𝐹𝑖 ∙ 𝑇𝑠𝑖
4𝑁

𝑖=1

4
− 273.2    (式 6.4) 

 

その中、MRT は平均放射温度[℃]、Fi はある解析メッシュから微小面への形態係数

[-]、Tsi は微小面の表面温度[℃]、N は参照する微小面の総数である。 
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7.1 研究の総括 

 

高層建築物が周辺低層エリアの温熱環境へ及ぼす影響及びその形成機構を観測と数値解

析の手法を用いて明らかにしたうえで、高層建築物周辺の温熱環境を評価することを目的

とした。 

2 章では市街地の放射温度分布に見られる高層建築物の影響を確認することを目的とし

て、夏季と冬季におけるリモートセンシング観測と熱収支解析を行なった。両者の結果を比

較することによって、観測と解析結果の一致性と差異を確認するとともに、冬季において高

層建築物の日影部に形成される低温域の理由として、長時間の日陰による地表面の蓄冷や

高層建築物周囲に特有の微気候の影響を受けている可能性があることが示唆された。 

3 章では冬季において高層建築物周辺における移動実測を行い、高層建築物周辺の気温、

風速及び熱収支に対して分析を行った。その結果高層建築物の日影部には低温の気温場が

形成されていること及び局所的な表面温度と気温の間は日中において相関関係があること

を示した。これが近傍空気と低温の地表面との局所的な熱交換によって冷気が生成されて

いることを示唆した。 

4 章では既往研究において提案された 24 時刻の連成解析手法を研究対象地へ適用するに

あたって、局所的な温熱環境を対象に熱容量の大きい材料を対象とした蓄熱・蓄冷現象を再

現する日変化スケールの熱収支解析と、定常計算に基づく CFD との非定常的な連成解析の

手法について検討し、その原理的妥当性を確認するとともに、使用する乱流モデル、メッシ

ュ性状、建物形状の再現性、連成回数について決定した。 

5 章では研究対象地に対する連成解析を行うことで、十分な放射冷却と広大な日影を有す

る高層建築物の日影空間における冷気生成と蓄冷の形成機構を明らかにした。すなわち、局

所の気温・気流分布を考慮することで、開放的な日影空間でも低温の地表面と壁面との局所

的な熱交換により冷気が生成され、この冷気と地表面・壁面と相互作用が時間的に継続する

ことで、局所的に蓄冷効果を起こしたことを明らかにした。一方で、今後の課題としてより

長期の連成解析も指摘した。 

6 章では高層建築物に対して、従来の環境影響評価における評価方法に加えて、温熱環境

を考慮した影響評価を実施した。従来の日影規制やビル風の評価では問題とならない領域

においても、冬季に温熱的には非常に不快な環境が形成されることを示した。また、局所的

な風速、気温、熱放射による温熱環境への寄与も定量的に分析した。 

以上より、従来はヒートアイランドの観点から指摘されることが多かった都市の熱容量

に関して、高層建物周辺の日影空間などの局所的には冬季に低温な環境をもたらすことを

明らかにした。これは、高層建築物の開発に対する温熱環境を考慮した環境影響評価の重要

性を示す結果である。 
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7.2 今後の課題 

 

冬季における高層建築物周辺の温熱環境に対する現地実測に対して、本研究では対象市

街地の一部の地域に対して、高さ 1 m のみのデータしか取得していないが、今後では、様々

な場所で異なる高さで、多点（水平、鉛直）の観測が必要と考えられる。また、より詳細な

時系列のデータも取得した方が良いと考えられる。それは高層建築物の周辺における温熱

環境を空間的に把握する必要があるためである。 

5 章では高層建築物の日影空間における連成後の表面温度は連成前と比べて低くなった

が、放射温度に換算して航空機リモートセンシング観測値と比べると、まだ観測値のほうが

低かったことも示された。これは、より長期間の局所蓄冷の影響であることが推察されるた

め、長期の連成を行う必要性を示唆した。ただし、より長期の局所蓄冷を考慮した場合に、

どの程度観測結果に近づいた解析結果が得られるかということがあるが、その場合、必然的

に計算負荷が膨大になってくる。よって、長期の影響については、連成の頻度を抑えて、時

間積分的な局所蓄冷と局所の冷気の影響を考慮するなど、時間方向のモデル化が必要とな

ると考えられる。その他に、CFD シミュレーションには、各時刻の流入風条件に基づき平

均流を解析する RANS モデルを用いた。これは、各時刻の流入風に代表性があることに基

づくものであるが、より短い時間スケールでの風向・風速の変動が冷気分布に影響をした可

能性も考えられる。これらの影響要因の分析する必要があると考えられる。また、リモート

センシング観測だけで冷気を判別する可能性の検討に向けて、今後日影空間の範囲と冷気

の生成の間の関係を明らかにしてゆく。 

高層建築物の周辺エリアの温熱快適性へ及ぼす影響について、より正確に評価するため、

人体モデルの改善や、通行人への快適性申告のアンケートを実施することが考えられる。ま

た本研究は限られた時間帯において実施したため、その代表性については今後の課題にし

たい。すなわち、環境アセスメントに適用するには、期間、時間帯の代表性を議論するか、

また平均的な気象条件で評価するか、といった点がある。温熱条件が極端に悪い日を選んで

評価することも選択肢として考えられる。また温熱環境を考慮した環境アセスメントを実

際に適用する際には、快適・不快の基準や適用範囲などもさらに議論する必要があると考え

られる。 
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